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ま え が き 
 設計製造情報化評議会(C-CADEC)は、建設産業の CAD データ交換を実現する技術開発

を目的として、平成 8 年 6 月に設立された「建設 CAD データ交換コンソーシアム」が平

成 11 年 5 月、発展的に解散したことにともない、この事業を継承するための恒常的な組

織として、建設産業情報化推進センターに設置され、標準化の活動を続けてきたところで

すが、平成 26 年度第 1 回の評議会において、平成 27 年 3 月末をもって設計製造情報化評

議会は解散することが決議されました。この報告書は、当評議会の最終年度の活動を取り

まとめたものです。 
 C-CADEC 発足当初から、評議会の下に活動の基本的な方針を策定する運営委員会を、

その下に、建築 EC 推進委員会、空衛設備 EC 推進委員会、電気設備 EC 推進委員会、技

術調査委員会の 4 つの専門委員会を置き活動を行ってきました。 
建築 EC 推進委員会では、契約当事者間で用いる情報共有時の秘密保持契約書の雛形お

よび解説書を確定し広く公開しました。また、情報共有ガイドラインなどについても、ア

ーカイブ化の検討を行い、今後も建設業界で利用されるよう環境を整備しました。また、

BIM に係る建築生産プロセスが抱える課題の整理や解決策を検討し、前期に取りまとめた

「BIM 推進のための要件整理と考察」を総括しました。 
空衛設備 EC 推進委員会では、Stem の仕様について、BIM に対応した 3D 化をすすめ、

Stem Ver.10.0 として取りまとめました。また、BE-Bridge については、ダクトの分類や

接続工法に関する追記、空調器具呼称定義の明確化、機器部材フォーマットの改訂を実施

し、BIM に対応した BE-Bridge Ver.7.0 として取りまとめました。 
電気設備 EC 推進委員会では、CI-NET 資機材コードと Stem 機器分類コードの統合、

ならびに LED 等の部材追加を実施し、BIM に対応した Stem Ver.10.0 を取りまとめまし

た。また BE-Bridge については、照明器具・盤などを機器区分で扱うことを決定、

BE-Bridge Ver.7.0 として取りまとめました。 
技術調査委員会では、国および民間の BIM への取組み動向や建設業界の先進的な BIM

活用事例に関し、講演会を開催しました。 
このように、平成 26 年度は BE-Bridge および Stem については BIM に対応した 3D 化

の仕様改訂を、またその他の既存成果については、C-CADEC の既存成果を多方面で広く

利用されるように Web サイト上にアーカイブとして公開することとし、16 年間の評議会

活動の総仕上げに向けた準備を進め、整えることができました。 
最後に、設計製造情報化評議会(C-CADEC)は平成 27 年 3 月末で解散しますが、これま

での活動に際しまして、会員および関係者各位の皆様にはひとかたならぬご支援、ご協力

をいただきましたことに、この場をお借りして、深くお礼申し上げます。 
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一般財団法人 建設業振興基金 

建設産業情報化推進センター 
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１．設計製造情報化評議会 16 年間の活動のあゆみ 
 

設計製造情報化評議会（C-CADEC）は、平成 27 年 3 月末をもって、その活動に終止符を打つ

ことになりました。これまでの活動に際しては、会員・関係者の皆様にはひとかたならぬご支援・ご

協力をいただきました。この場をお借りしまして、ご尽力いただきました皆様に深く感謝いたします。 

以下は、C-CADEC16 年間の活動を歩みとしてまとめたものです。 

 

１．１ 「建設 CAD データ交換コンソーシアム」から「設計製造情報化評議会」

へ 
平成 3 年 12 月の建設大臣告示「建設業における電子計算機の連携利用に関する指針」を受け、

平成 4 年 4 月、建設業振興基金内に建設産業情報化推進センター、ならびに情報化評議会

（CI-NET）が設置されました。同時に、建設業界における EDI の普及と共に、CAD データを中心

とした技術情報データの交換ニーズもまた顕在化してきたことから、CI-NET の下部組織として

「CAD 委員会」が設置され、情報化の基盤となる標準化の活動を開始しました。 

平成 7 年度、「CAD 委員会」は、通商産業省が EC 基盤整備を目的に、第二次補正予算での

公募事業として実施した「企業間高度電子商取引推進事業」へ応募、CALS 関連プロジェクトとし

てその活動内容が採択されました。これを受け、建設業界全体の EC 基盤技術の開発及び実証実

験を目的に、平成 8 年 6 月、建設業振興基金を代表とし、設計事務所、ゼネコン、サブコン、ソフト

ウェアメーカー、資機材メーカー等約 70 社が参画する、「建設 CAD データ交換コンソーシアム

（C-CADEC）」が結成されました。 

平成 10 年度には、再度、通商産業省の事業支援を受けて、「建設業界での設計製造 EC 推進

のための技術開発」事業を実施、将来の国際標準化を睨んで ISO TC184/SC4 に参加し、

AP225(Building elements using explicit shape representation)の審議を実施、現実の CAD

データ交換の問題を解決するため、設備 CAD 間のデータ交換標準(BE-Bridge)などの開発を行

いました。 

 

この「建設 CAD データ交換コンソーシアム（C-CADEC）」は、当初 2 年間の限定的な組織とし

てスタートしましたが、延べ 3 年間の活動を行った後、平成 11 年 5 月に発展的な解散を行い、同

月、それまでの成果の普及を図ることを目的とし、事業を承継する組織として、新たに設計製造情

報化評議会（C-CADEC）が設置され、平成 27 年 3 月に解散するまでの 16 年間に渡って活動し

てきたところです。 

その後、平成 13 年度には、国土交通省の「建設業経営革新緊急促進事業」に応募し、同事業

による支援を得て、C-CADEC 設備機器ライブラリ（Stem）の利用環境の整備を行っております。 

また、平成 16 年度には、国土交通省より「建設産業構造改善推進プログラム 2004」が公表され、

「CI-NET 及び C-CADEC の普及促進」が同プログラムの「生産性の向上及び経営革新の推進の

ための事業」に位置づけられ、活動も活発になりました。 
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１．２ C-CADEC の活動体制 
 発足当時から、評議会の下に基本的な方針を策定する運営委員会を、またその下に、建築 EC

推進委員会、空衛設備 EC 推進委員会、電気設備 EC 推進委員会、技術調査委員会の４つの専

門委員会を置き、具体的な活動を行ってきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 その後、国土交通省や建設業界の新しい動きに対応するため、適宜ワーキンググループ（以下

WG と省略）の設置等体制の整備を行い、重点的な対応を進めました。 

 まず、平成 14 年度には、運営委員会の下に専門委員会横断の WG を組成し、建築・設備分野

での電子納品に関して同分野で市販されている CAD ソフト間のデータ交換実験を行い、利用者と

しての留意点や課題等の検討をすすめました。 

 次に、平成 15 年度には、同じく運営委員会の下に電子納品検討タスクフォース WG を置き、

SXF を利用する際の留意事項の策定、設備分野における SFX 利用上のルール化の検討等をす

すめました。 

 更に、平成 23 年度には、BIM の検討を活動の一つの柱とするため、運営委員会の下に BIM 研

究タスクフォースを、また専門委員会の下に 3 つの BIM 研究 WG をそれぞれ設置しました。BIM

研究タスクフォースでは C-CADEC として BIM に取り組む姿勢、日本における望ましい BIM のあ

り方、BIM の普及・展開等に関して討議を行い、専門委員会の下の BIM 研究 WG における研究

テーマを打ち出し、BIM に関する研究を推進しました。 

 

 表１．１には、設計製造情報化評議会（C-CADEC）の主な成果を示します。 

 

 

 

 

 設計製造情報化評議会 

 運営委員会 

 建築 EC 推進委員会 

 空調衛生設備 EC 推進委員会 

 電気設備 EC 推進委員会 

 技術調査委員会 

 建設業振興基金 
 建設産業情報化推進センター 
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表１．１ 設計製造情報化評議会（C-CADEC）の主な成果 

平成 8 年度 ・建設業振興基金が代表となり「建設 CAD データ交換コンソーシアム」を設立 

平成 11 年度 ・「建設 CAD データ交換 コンソーシアム」事業の継承のため、当基金建設産業情

報化推進センターに「設計製造情報化評議会(C-CADEC)」を設置 

平成 12 年度 ｢データ交換用 CAD レイヤ基準 Ver.2.0｣､｢建具表／仕上表データモデル標準仕

様書 Ver.2.0｣を策定 

平成 13 年度 ･室別設計データ交換仕様（Ver.2.0）を策定 
･｢設備機器ライブラリ(Stem)e-ラーニングシステム｣利用環境整備 

平成 15 年度 ・「SXF による CAD データ交換を円滑に行うための留意事項」を策定  

平成 17 年度 ・設備 CAD データ交換仕様"BE-Bridge”Ver.3.0 策定  
・「SXF による CAD データ交換を円滑に行うための留意事項」（改訂版）」策定  
・設備機器ライブラリデータ交換仕様”Stem"Ver.8.0 策定  

平成 18 年度 ・「建築工事における受発注者間の効果的な情報共有実現のためのガイドライン」

策定  
・SXF Ver.3.0 に対応した「空調衛生設備属性セット Ver.1.0」策定  
・「SXF による CAD データ交換を円滑に行うための留意事項」（Ver.3.0）公表  
・「建築工事における受発注者間の効果的な情報共有実現のためのガイドライン」

専用サイトを作成、公開 

平成 19 年度 ・BE-Bridge 仕様準拠度確認テストに関するサイトを公開  
・「SXF による CAD データ交換を円滑に行うための留意事項」（Ver.3.1）公表  

平成 20 年度 ・「情報共有のススメ」サイトを作成、公開 
・「SXF による CAD データ交換を円滑に行うための留意事項」（Ver.3.2）公表  

平成 21 年度 ・設備 CAD データ交換仕様"BE-Bridge”Ver.4.0 策定  
・「SXF による CAD データ交換を円滑に行うための留意事項」（Ver.3.3）公表  

平成 22 年度 ・設備 CAD データ交換仕様"BE-Bridge”Ver.5.0 策定 

平成 23 年度 ・BE-Bridge 、Stem 等の BIM 対応検討開始 
･設備 CAD データ交換仕様"BE-Bridge”Ver.6.0 策定 

平成 25 年度 ・秘密保持契約書(雛形)及び雛形解説書を作成 
・設備 CAD データ交換仕様"BE-Bridge”Ver.6.1 策定 
・設備機器ライブラリデータ交換仕様”Stem"Ver.9.0 策定 

平成 26 年度 ・設備 CAD データ交換仕様"BE-Bridge”Ver.7.0 策定 
・設備機器ライブラリデータ交換仕様”Stem"Ver.10.0 策定 
・C-CADEC の解散に伴い、各種成果をアーカイブとして公開 
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１．３ 建築 EC 推進委員会の活動 
 建築 EC 推進委員会では、建設 CAD データ交換コンソーシアムで受託し開発した仕上表・建具

表に係るデータ入力ソフトの高度化や、室別設計データ交換仕様の策定および入力システムの開

発を目的に活動を開始し、データ交換のための情報共有環境整備、ならびに平成 21 年の「官庁

営繕事業におけるＢＩＭ導入プロジェクトの開始について」を受けた BIM 研究（1.7 にて後述）と、そ

の活動を広げてまいりました。 

 具体的には、設計製造情報化評議会が発足した平成 11 年度から、仕上表・建具表のデータ入

力ソフトの高度化のための検討を、翌 12 年度からは Web 版の入力ソフトの開発を、更に平成 14

年度には XML に対応した仕様の開発を行い、平成 15 年度には仕上表データモデルと IFC をマ

ッピングした仕上げ情報の持たせ方等を検証しました。 

 平成 16 年度からは、新たなテーマとして ASP による情報共有環境の検討と 3D の CAD の活用

に係わる検討に着手しました。 

 ASP による情報共有環境の検討においては、平成 17 年度にその成果をガイドラインとしてとりま

とめ、翌 18 年度には C-CADEC サイト内に専用のサイトを設けて、広報・普及をすすめました。平

成 19 年度には、「情報共有ガイドライン」のみならず、広く情報共有活動に係る広報・普及活動の

一環として、施工現場へのヒヤリングを実施し紹介ＨＰの作成し、平成 20 年には、それまでの成果

を体系化してサイト「情報共有のススメ」を開設しました。 

 また、平成 21 年度からは、ASP を活用した情報共有におけるセキュリティに関した検討を具体化

し、平成 23 年度からは、工事における秘密保持契約の雛形を作成、関連事例の調査と解説書を

作成して、平成 26 年度に正式に公表することになりました。 

 

 図 1.1 に、建築 EC 推進専門委員会の活動経緯を示します。また、BIM の研究に関した活動の

経緯については、図 1.5 に示します。 
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図 1.1 建築 EC 推進委員会の活動 

仕上表/建具表/室別設計データ交換 

平成 12 年度 

平成 13 年度 

平成 14 年度 

平成 15 年度 

平成 16 年度 

平成 11 年度 

室別設計データ交換仕様(Ver.2.0) 

・データ入力ソフトの高度化検討 
 
・仕上表データ入力ソフト Web 版開発 
 
 
 
 
・室別設計データ入力システム(Ver.2.0) 
 
・建具表/仕上表の XML 仕様の開発 
 
・仕上表と IFC マッピングﾞした情報化の検討 
 
 
 
 
 
 
 
・ASP による情報共有環境の検討 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・セキュリティに関する検討 
 
 
・情報共有課題アンケート実施 
 
 
・秘密保持契約書の雛形の検討 
・秘密保持契約書の解説書検討 
 

情報共有検討 

平成 25 年度 

平成 26 年度 

平成 24 年度 

平成 23 年度 

平成 22 年度 

平成 21 年度 

平成 20 年度 

平成 19 年度 

平成 18 年度 

平成 17 年度 ガイドライン策定 

専用サイトの立ち上げ 

紹介 Web サイトを作成 

Web サイト 情報共有のススメ開設 

秘密保持契約書雛形・解説書 
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１．４ 空衛設備 EC 推進委員会の活動 
 空衛設備 EC 推進委員会では、電気設備 EC 推進委員会と連動しながら、建設 CAD データ交

換コンソーシアムで受託し開発した BE-Bridge および Stem の効率化・高度化のための仕様開発

を進めてきました。 

 BE-Bridge につきましては、平成 12 年度より変換効率化のための検討を開始し、平成 16 年度

にはダクト、配管を追加、Ver.3.0 への改訂を実施しました。 

 その後、平成 20 年度には、ダクトや建築部材など追加要望の高かった部材について仕様化した

Ver.4.0 を、平成 22 年度には、配管の単線／複線区分と、それまで未定義であった機器部材と電

気部材仕様を追加した Ver.5.0 を、平成 23 年度には、制気口の仕様を改訂した Ver.6.0 を、平成

25 年度には、ダクトの分類や接続工法に関する追記、空調器具呼称定義の明確化、機器部材フ

ォーマットを改訂した BE- Bridge Ver.6.1 を、平成 26 年度はダクト・配管部材を追加するとともに、

BIM に対応する改訂を進め、3D 版の Ver.7.0 を策定しました。 

 Stem につきましても、平成 12 年度より高度化のための検討を開始し、平成 16 年度には、SXF

との互換性を担保した Stem Ver.8.0 を策定しました。 

 また、平成 17 年度からは商流連携の検討を、また平成 20 年度からは、“Stem Chain” というコ

ンセプトをの元、商流連携の実現をめざし、Stem のデータ拡充に向けた活動を開始しました。更

に、平成 23 年度には、長年の課題であった Stem コードと CI-NET コードとの統合案が完成、平

成 25 年度には CI-NET コードとの統合を反映した Stem Ver.9.0 を、平成 26 年度は、3DCAD

データ向けに定義を拡張、BIM 対応版となる Ver.10.0 を公表、Stem インターネット試行サイトに

ついても、3D 版へ改修し、リリースを行っています。 

 

 図 1.2 に、BE-Bridge に関した活動の経緯を、図 1.3 には Stem に関した活動経緯を示します。 

また、BIM の研究に関した活動の経緯については、図 1.5 に示します。 

 

１．５ 電気設備 EC 推進委員会の活動 
 電気設備 EC 推進委員会では、空衛設備 EC 推進委員会と連携しながら、建設 CAD データ交

換コンソーシアムで受託し開発した BE-Bridge および Stem の効率化・高度化のための仕様開発

を進めてきました。 

 C-CADEC が発足した当初、電設 EC 推進委員会では、ACC（電気設備標準シンボルデータ交

換用中間ファイル仕様）高度化に向けた検討や、電気設備 CAD シンボル寸法標準の改訂に伴う

シンボルコードの改訂を実施しました。 

 BE-Bridge につきましては、前掲 ACC の検討経緯を活かし、平成 18 年から電気設備分野にお

ける 3D 化の検討を開始、実証実験などを経て、平成 22 年度に電気部材仕様を追加した Ver.5.0

を公表しました。その後は、さらなる部材追加に向けて、BE-Bridge 電気設備仕様の CAD 製品へ

の実装状況を調査するとともに、電気設備部材に関わる団体に対して、電気設備部材の情報標準

化への取組状況等調査を実施、追加対象や実装方法の検討をすすめました。 

 こうした成果を受けて、平成 26 年度には、必要部材ならびに３D 表現の定義を追加、BIM に対
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応した BE-Bridge Ver.7.0 を策定しました。 

 Stem につきましても、平成 12 年度より高度化のための検討を開始しました。平成 16 年度から

は電設分野における機器分類コード体系の確定および照明器具データの拡充を、平成 17 年度か

らは、Stem コードと CI-NET コードとの統合に向けた検討をそれぞれ具体化させてきました。 

 更に、平成 18 年度には、新たなテーマとして CAD の 3D 化に対する検討を開始、平成 25 年度

からは、BIM に対応した改訂に向けて、CI-NET 建設資機材コードと Stem コードの統合、新規光

源照明機器の追加について検討を実施しました。 

 これらの活動の成果を受け、平成 26 年度に Stem Ver.10.0 が策定されるに至りました。 

 

 図 1.2 に、BE-Bridge に関した活動の経緯を、図 1.3 には Stem に関した活動経緯を示します。 

また、BIM の研究に関した活動の経緯については、図 1.5 に示します。 
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図 1.2 BE-Bridge に関した活動（空衛設備 EC 推進委員会、電設 EC 推進委員会） 

 

 

 

 

電設 BE-Bridge 

平成 12 年度 
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平成 14 年度 

平成 15 年度 

平成 16 年度 

平成 17 年度 

平成 18 年度 

平成 19 年度 

平成 20 年度 

平成 21 年度 

空衛 BE-Bridge 

BE-Bridge Ver.3.0 策定 

・BE-Bridge と電設 ACC のデータ連携検討

BE-Bridge Ver.5.0 策定 

・電子納品基準としての SXF への対応検討

・XML への対応検討 

・実用事例の調査 

・BE-Bridge による CAD/CAM 連携実証実験の実施 
・SXF Ver.3 データ交換実証実験の実施 

・仕様メンテナンスルール策定 

ダクト 配管 

・Ver.3.0 準拠度テストの実施 

BE-Bridge Ver.4.0 策定 
ダクト 配管 

建築 

ダクト 配管 

建築 機器 

電気 

・電設分野 3D 化 
検討開始 

・Ver.4.0 CAD 製品実装状況調査 
・単線形状、冷媒管、サヤ管追加検討

・電設仕様の 
実証実験を実施 

・電設仕様案作成

・CAD 製品実装状況調査 
・資材追加検討 

平成 22 年度 

平成 23 年度 BE-Bridge Ver.6.0 策定 
ダクト 配管 

建築 機器 

電気 

空調 
器具 

平成 24 年度 

平成 26 年度 
BE-Bridge Ver.7.0 策定

平成 25 年度 BE-Bridge Ver.6.1 策定 

・電設資材追加
・BIM 対応改訂 

・空衛資材追加 
・積算情報定義追加 ・3D 版 BIM 対応改定 

ダクト 配管 

建築 機器 

電気 

空調 
器具 
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図 1.3 Stem に関した活動（空衛設備 EC 推進委員会、電設 EC 推進委員会） 

 

  

電設 Stem 

平成 12 年度 

平成 13 年度 

平成 14 年度 

平成 15 年度 

平成 16 年度 

平成 17 年度 

平成 18 年度 

平成 19 年度 

平成 20 年度 

平成 21 年度 

平成 22 年度 

空衛 Stem 

Stem Ver.8.0 策定

仕様改訂検討 

・SXF への対応検討 

・組合せ機器、外形図の 
取り扱い等検討 

・2D 外形図作成ルール 
 等、運用ルールの検討 

データ拡充の取組み 

・サブセット仕様 
検討 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

“Stem Chain”コンセプト策定

・設備分野コア 
メンバ会議開催 

Stem と CI-NET の統合コード案策定

・設備分野コア 
メンバ会議での 
継続協議 

仕様(案)改訂検討 

・検索システム 
インタフェース検討

・照明器具仕様検討

・受配電盤、電力 
機器等仕様検討 

データ拡充の取組み 

・ミニマム仕様検討

データ拡充の実施 

商流連携検討 

平成 23 年度 ・統合コード案 
対応状況確認 
 
 
 
 
 
 

・BIM 対応改定 

・日本電設工業協会

(JECA)との連携検

討 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・電設統合コード策定

・電設正式仕様化 

平成 24 年度 

平成 25 年度 Stem Ver.9.0 策定

平成 26 年度 
Stem Ver.10.0 策定
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１．６ 技術調査委員会の活動 
 技術調査委員会では、国内外における設計製造に係る各種技術、標準化動向の調査等を広く

実施してきました。また、国土交通省が推進した電子納品に係る実施状況や、ＩＡＩなどの動向を踏

まえた国際標準化の動向、建設現場における IT 技術の活用事例やモバイル通信機器の活用な

どに関して、定期的に会員を対象にした講演会を開催してきました。 

 また、平成 19 年からは 3DCAD や BIM に関した講演会を実施、毎回好評を博した開催となりま

した。 

 図 1.4 に、技術調査委員会における年度ごとの調査テーマを示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4 技術調査委員会の活動 

調査テーマ 

平成 12 年度 

平成 13 年度 

平成 14 年度 

平成 15 年度 

平成 16 年度 

平成 11 年度 ・国内外における各種技術・標準化動向の調査 

・IAI を中心とした「国際標準化活動ﾏｯﾌﾟの作成 
・国土交通省における CAD 図面作成要領の改訂支援 

平成 17 年度 

平成 18 年度 

平成 19 年度 

平成 20 年度 

平成 21 年度 

平成 22 年度 

平成 23 年度 

平成 24 年度 

平成 25 年度 

平成 26 年度 

・国土交通省営繕事業における 
電子納品支援ツール及び事例照会 

電子納品の検討 
<電子納品検討ﾀｽｸﾌｫｰｽＷＧ> 

・国土交通省営繕事業における 
電子納品に関わる関係団体との意見交換 

・電子納品に関わる実施状況の紹介等 

・建設現場における IT 技術活用に関する紹介 

・建設分野における IT ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽや 3DCAD を用いた新し

い施工手法の紹介 
・モバイル通信機器の活用と建物に IP ｿﾘｭｰｼｮﾝを適用

することによる付加価値向上 
・BIM、ASP、MR（複合現実感）等に関連した事項 

・国および民間の BIM への取組み動向、３次元計測、

機器部材データの提供ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑに関した事項 

・国および民間の BIM への取組事例今後の動向に関

した事項 
・国および民間の BIM への取組み動向、３次元計測、

機器部材データの提供ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑに関した事項 

・国および民間の BIM への取組み動向、建設業界で

の先進的な BIM 活用に関した事項 

講演会 
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１．７ BIM に対応した活動 
 

 平成 16 年度から、建築 EC 推進委員会では、BIM の動向をいち早く察知し、関連した活動を開

始しました。平成 17 年度には、3D の CAD 活用検討において、業務での活用のためのプロセス

マップをとりまとめ、平成 18 年度には実業務を想定した実証実験を行い、さまざまな業務での活用

可能性を探るとともに、課題・問題点の抽出を行い、平成 19 年度には、海外における 3DCAD 活

用事例等を参考にしながら、前年度実施した実証実験の評価の検証を行い、3DCAD 活用による

効果の発展や課題の解決に向けた対策等について整理をすすめました。 

 平成 20 年度には、検討の枠組みを広げ、新たに IT を活用した建築生産プロセスの在り方の検

討を開始し、国内外の BIM（Building Information Modeling）など最新の動向調査を行いまし

た。 

 平成 21 年度は、動向等を調査し、C-CADEC としての定義を検討するとともに、建築生産プロセ

ス全体の課題の整理や解決策の検討を行いました。 

 平成 22 年度には、運営委員会の下で開催した委員長・主査会議において、C-CADEC の今後

のあり方等が議論され、C-CADEC として BIM 検討を活動の一つの柱とすること、およびその体制

等についての方針が確認され、平成 23 年度に運営委員会に BIM 研究タスクフォースを、また専

門委員会に 3 つの BIM 研究 WG をそれぞれ設置しました。 

 BIM 研究タスクフォースでは C-CADEC として BIM に取り組む姿勢、日本における望ましい

BIM のあり方、BIM の普及・展開等に関して討議し、各専門委員会の BIM 研究 WG における研

究テーマを打ち出し、研究を加速化させました。 

 建築 BIM 研究 WG では、前年度までの活動を加速させ、平成 23 年度には、建築業界の意識

や活用動向の調査や関連ツールの市場動向調査を、平成 24 年度には、関連他団体の動向や関

連ツールの市場動向調査、建築生産プロセスが抱える課題の整理や解決策の検討を行い、平成

25 年度に、建築業界に対する提言となる「BIM 推進のための要件整理と考察」をとりまとめ、平成

26 年度には業界へ提言ができるように総括しました。 

 空衛 BIM 研究 WG では、平成 23 年度から設備機器の 3D データライブラリの整備動向の調査

を、また電設 BIM 研究 WG では、平成 23 年度より設計事務所、総合建設業、専門工事業者を主

な対象として BIM 等に関するアンケート調査を実施し、電設分野における BIM 活用動向等につ

いて調査をすすめました。 

 

 図 1.5 に、建築、空調衛生設備、電気設備の各 EC 専門委員会における BIM の研究に関した

活動経緯を示します。 
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図 1.5 BIM の研究に関した活動（建築、空調衛生設備、電気設備の各委員会） 
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会 BIM 専門部

て設備機器メー

ーズ 

交換会」での

の内容、 

tml?ci=374&

ンターが進め

会（CI-NE

DEC の今後の

えること、BIM

じく BIM に関

した。 

団法人建築保

による活動を推

のオブザーバ

-Bridge の IF

部会と設備情

ーカーへのヒ

の主な意見、

&ct=2） 

める建設産業

ET）と連携

の活動

M検討

関する

保全セ

推進さ

ーとし

FC 対

情報化

ヒヤリン

 

 

業の情

携して
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２．平成 26 年度設計製造情報化評議会の活動体制 
 

 平成26年度の設計製造情報化評議会（C-CADEC：‘Construction – CAD and Electronic 

Commerce’Council ）の活動体制は下記のとおりである（敬称略）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1 C-CADEC 組織体制 

評議会 
議長：(一財)建設業振興基金 内田 俊一 

運営委員会 

委員長：㈱CIラボ 山下 純一 

建築 EC 推進委員会 

委員長：㈱ＣＩラボ 岡 正樹（故人） 
委員長代理：㈱大林組 森川 直洋 

委員長代理：㈱安井建築設計事務所 中元 三郎 

空衛設備 EC 推進委員会 

委員長：新菱冷熱工業㈱ 澁谷 寿夫 

電気設備 EC 推進委員会 

委員長：㈱関電工 鈴木 義夫 

技術調査委員会 

委員長：(株)安藤・間 松野 義幸 

情報共有検討 WG 

主査：㈱大林組 森川 直洋 

建築 BIM 研究WG 

主査：㈱安井建築設計事務所 中元 三郎 

Stem 検討 WG 

主査：(株)大林組 焼山 誠 

Stem 電設仕様検討WG 

主査：㈱きんでん 岡 泰秀 

BE-Bridge 検討WG 

主査：須賀工業(株) 三木 秀樹 

BE-Bridge 電設仕様検討 WG 

主査：㈱関電工 佐藤 憲一 

空衛 BIM 研究WG 

主査：新菱冷熱工業(株) 澁谷 寿夫 

電設 BIM 研究WG 

主査：㈱関電工 佐藤 憲一 

BIM 連絡調整会議 
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３．評議会活動報告 

 

３．１ 活動目的 

 評議会は、設計製造情報化評議会（C-CADEC）において行うべき活動について審議す

る機関として設置されており、会員および学識経験者より構成される。 

 

２．２ 活動経過 

平成 26 年 5 月 15 日(木) 第 1 回 評議会 

   ・平成25年度設計製造情報化評議会活動報告について 

   ・平成26年度設計製造情報化評議会活動計画（案）について  

   ・設計製造情報化評議会の解散について 

 

平成 27 年 3 月 25 日(水) 第 2 回 評議会 

   ・平成26年度 設計製造情報化評議会 活動報告について 

   ・平成26年度 設計製造情報化評議会 収支報告について 

   ・設計製造情報化評議会の解散について 
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４．運営委員会活動報告 

 

４．１ 活動目的 

 運営委員会は、評議会の下に、設計製造情報化評議会(C-CADEC)の活動に係る基本方針

の策定を担当する機関として設置されており、学識経験者、業界および会員の代表、各専

門委員会の委員長より構成される。 

 

４．２ 活動経過 

○運営委員会 

平成 26 年 4 月 16 日(水) 第 1 回 運営委員会 

   ・平成25年度設計製造情報化評議会活動報告について 

   ・平成26年度設計製造情報化評議会活動計画（案）について 

 ・設計製造情報化評議会の解散について 

 

平成 27 年 3 月 5 日(木) 第 2 回 運営委員会 

   ・平成26年度 設計製造情報化評議会 活動報告について 

   ・平成26年度 設計製造情報化評議会 収支報告について 

   ・設計製造情報化評議会の解散について 

 

４．３ 活動結果 

 

４．３．１ C-CADEC 成果の確認、各専門委員会への助言及び提案 

平成 26 年 5 月の第 1 回評議会において、平成 27 年 3 月末で C-CADEC は解散するこ

とが決定されたが、最終年度として、C-CADEC 既存成果の集大成にむけた活動に重点を

おくこととし、平成 25 年度の各専門委員会の成果を踏まえ、具体的な助言及び提案を行

った。 

表 3.1に平成 25年度の各専門委員会の活動実績と平成 26年度の活動に向けた運営委員

会からの助言及び提案を示す。 
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表 4.1 平成 25 年度の活動実績と平成 26 年度の活動に向けた助言及び提案 

 平成 25 年度活動実績 助言及び提案 

建築 EC 
推進委員会 

・秘密保持契約書の雛形案と解説書

案の作成 
・「情報共有のススメ」コンテンツ

拡充 
 
・建築プロジェクトにおける BIM
の要件整理のまとめと考察 

・秘密保持契約書の雛形案と解説書、

情報共有ガイドライン等を広く建設

業界に広報することが重要である。

 
 
・WG が蓄積してきた知見を基に作成

した「要件整理と考察」を総括整理

し、BIM 担当者が活用できる形にま

とめることで、建設業界における

BIM 推進に資する必要がある。 
 

空衛設備 EC 
推進委員会 

・Stem 仕様改訂に向けた検討 
3D データの適正容量検討 
3D 外形ファイル作成要領検討

 
・設備機器情報の流通動向を踏まえ

た Stem の普及展開に係る検討 
 

・BE-Bridge 仕様改訂検討 
 
・設備 CAD 製品のデータ互換性に

関する調査 
 

・Stem 仕様改訂に向けた検討につい

ては、3D 対応のためのデータ形式の

検討を進め、3D データの適正容量を

LOD 視点で検討し、BIM 対応版仕

様改訂を進める必要がある。 
 

・BE-Bridge 仕様改訂については、ダ

クト、配管およびバルブ等の配管付

属品について部材コード追加検討の

提案を踏まえ、平成 26 年度の 3D 版

BIM 対応改訂を進める必要がある。

電気設備 EC 
推進委員会 

・電設 Stem 仕様改訂検討 
照明器具メーカーの機器情報

流通動向の調査 
 
 
 

・BE-Bridge 仕様改訂検討 
 
・BE-Bridge Ver.5.0・6.0 の実装状

況調査 
 
・電気設備分野の BIM に関連する

情報収集 

・新光源部材について、コード内容を

追加する必要がある。 
 
・Stem コードと CI-NET コードを統

合する必要がある。 
 
・取り合いに必要な盤等の部材につい

て、BE-Bridge 上で表現出来るよう

定義を行う必要がある。 
 
 
・電気設備分野においては BIM 導入企

業が少ない。インフラの整備、啓蒙

活動が重要である。 
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４．３．２ C-CADEC 解散に伴う標準化活動の承継と成果の無償公開 

平成 26 年 5 月の第 1 回評議会において、平成 27 年 3 月末で C-CADEC は解散するこ

とが決定されたが、BE-Bridge や Stem を中心とした標準化活動の承継先の募集を実施す

ることとした。 

また、C-CADEC の既存成果が建設業界内で広く活用され、発展的活用が確保されるよ

うに、他団体等に対して広報する活動を実施することとした。表 4.2 には、その広報先団

体等を示す。 

なお、C-CADEC の既存成果の無償公開を実現するため、平成 27 年 3 月末に Web 上に

アーカイブサイトを構築した。 

 

表 4.2 平成 26 年度 既存成果の広報先団体等 
平成 26 年度 広報先団体等 

 
 ・一般社団法人公共建築協会       ・一般社団法人日本電設工業協会 
 ・一般財団法人建築保全センター     ・一般社団法人建築設備技術者協会 
 ・一般社団法人日本建設業連合会     ・一般財団法人日本建設情報総合センター 
 ・一般社団法人日本空調衛生工事業協会  ・公益社団法人空気調和・衛生工学会 
 

 

４．３．３ 関連他団体との連携、情報収集 

BIM に関連した取り組みを行っている関連他団体（学会、業界団体等）について情報収

集するとともに連携を図った。平成 25 年度に運営委員会下に運営委員長および各専門委

員会委員長をメンバーとした BIM 連絡調整会議を設け、平成 26 年度も引き続き他団体と

の連携に関する協議を行ってきた。4.3 にこれまで連携した主な団体について示す。 

 

表 4.3 連携した主な団体 

 主な動き 連携内容等 

国土交通省 

・BIM 試行プロジェクトを推進。

 
・GSA との人材交流。 
 
・「BIM ガイドライン」の策定。

 

・講演依頼、C-CADEC へ

のオブザーバ参加依頼。 

次世代公共建築研究会 

・IFC/BIM 部会において BIM ガ

イドラインの検討を実施。 
 
・建築部材のライブラリ作成の検

討を実施予定。 
 

・IFC/BIM 部会にオブザー

バ参加。 
 
・平成24年度に協定書締結。
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 主な動き 連携内容等 

IAI 日本 

・IFC の ISO 化を実現。 
 
・設備 FM 分科会において、IFC
設備仕様検討、データ互換実証

を実施。 

・Stem、BE-Bridge の IFC
対応について協議。 

 
・建具表／仕上表データモ

デル標準仕様による仕上

積算連携の検討。 
 
・平成24年度に協定書締結。

 

設備システム研究会 

・CAD/CAM、BIM を利用した生

産性向上への対応・研究。 
 
・電子カタログ標準化に向けた調

査・研究・提案。 
 
・電子データ交換の研究。 
 

・BE-Bridge 積算データ追

加に関する共同研究。 
 

日本建設業連合会

（JFCC） 

・IT 推進部会 BIM 専門部会で

BIM 推進。 
 
・設備情報化専門部会で設備機器

BIM モデルに求める要件の整

理を実施。 
 

・建設業界 BIM 展開連携。

 
・Stem 3D データの流通に

向けた設備機器メーカー

への働きかけ。 

日本建設情報総合セン

ター（JACIC） 

・CIM 技術検討会で、国交省の

CIM 試行に向け検討を実施。 
・講演依頼、C-CADEC へ

のオブザーバ参加依頼。 
 
・必要に応じ意見交換。 
 

※CIM：Construction Information Modeling 

 

４．３．３ 行政の動向について情報収集 

C-CADEC の活動に資する行政の動向等について、建築プロジェクトにおける IT の動

向や標準化動向等、会員企業に有用な情報の収集・交換を行った。 

平成 26 年 3 月 19 日には、国土交通省から BIM ガイドラインが発表され、平成 26 年

12 月には日本建設業連合会から、「施工 BIM のスタイル 施工段階における元請と専門

工事会社の連携手引き 2014」が発表された。この手引きは、BIM によって得られる施工

段階のメリットに言及した国内初の手引きとして注目を集めるものである。 

また、平成 26 年 12 月 4 日、国土交通省が発表した「産学官による CIM の構築につい

て」の中で、平成 26～27 年度の 2 年間、全国の直轄工事 5 案件を対象に、実モデル構築

を通じた検討を行うことが発表された。同省の「CIM 導入ガイドラインの策定」に向け

た取り組みが待たれるところである。 



 



 

 

 

 

 
 

 

 

各専門委員会活動報告概要 
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５．各専門委員会活動報告概要 

 
５．１ 建築 EC 推進委員会 
平成 26 年度の主な活動テーマは次の通りである。 

 

（１）実務における情報共有の普及・活用に向けた検討 
（２）建築分野における BIM に係る研究 

 

５．１．１ 実務における情報共有の普及・活用に向けた検討 

（１）ASP を活用した情報共有に係るセキュリティに関する検討 

平成 25 年度、情報共有検討 WG のメンバーの所属企業各社の法務部門および営業部門に協

力をいただき、秘密保持契約書雛形案および秘密保持契約書雛型解説書案に対して、法的な観

点および実プロジェクトで契約を締結する立場の観点からの確認をいただいた。 

いただいたご意見に従い修正した素案を縦覧に供した結果、内容に問題がないことが確認さ

れたため、平成 26 年 8 月をもって内容を確定、公表を行った。 

公表に際しては、建設専門紙、ならびに基金 Web サイト、広報誌「建設業しんこう」、メー

ルマガジン「建設業経理通信」等による広報活動を実施した。 

また日本建設業連合会の IT 推進部会、情報セキュリティー専門部会において、秘密保持契

約書雛形および解説書の内容を説明、意見の収集や団体登録企業への広報を依頼した。 

 

（２）情報共有・ガイドラインの普及促進 

平成 20 年 6 月に開設した情報共有に関する Web サイト「情報共有のススメ」は、情報共有・

ガイドラインのポータルサイトとして運営されてきた。当サイトは開設以来、平成 25 年 3 月

までに 45,000 を超えるアクセスを得ており、建設現場における情報共有に関する情報提供に

貢献している。 

平成 26 度は活動の最終年度となることから、平成 27 年 3 月末をもって、「情報共有のスス

メ」サイトに以下の様なアーカイブ化を念頭とした内容整理・更新を実施することとした。 

 

５．１．２ 建築分野における BIM に係る研究 

（１）建築分野における BIM に係る検討 

平成 25 年度までの活動により、「BIM 推進のための要件整理と考察」を作成した。当該成果

はアンケートを元に、BIM を実践していく建設プロジェクト関係者が感じる課題を浮き彫りに

し、それに対する WG メンバーの知見を示したものである。 

活動の最終年度にあたる平成 26 年度は、当該成果に、経緯・背景を付加し、BIM を実践す

る建設プロジェクト関係者へのガイドとするべく、主査を中心として活発な議論を展開、その
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要旨を編纂し、総括としてとりまとめた。 

作成した「BIM 推進のための要件整理と考察」の総括について、構成と概要を次表に示す。 

 

表 5.1 「要件整理と考察」の総括の概要 
目次構成 概要 

「要件整理と考察」の総括に当たって 巻頭言として、「要件整理と考察」の総括作成に至った経緯

と目的などについて、主査が記述を行った。 
BIM 利用に至る国内外の違い 現在までに至るBIM の歴史について、国内・海外の違いを

明らかにしながら前提論となる経緯を確認した。 
BIM 利用への意識の相違 前章に引き続き、国内においてはBIM 展開がいまだ道半ば

である現状があること、一方で取組む必要性が増している

理由をそれぞれ整理した。 
社会的要因を踏まえたBIM のメリット 他産業に比べ、建設業における生産性向上活動が低調であ

り、建設プロジェクト自体の効率化が必要だが、取組への

ツールとして、BIM が有効である旨を示した。 
回答意見の傾向とWG からの提言 BIM を実践していく建設プロジェクト関係者が、「要件整理

と考察」で挙げた諸課題に対し、メンバの知見を元に、回

答を示そうと試みた。 

 

（２）関連ツールの市場動向調査結果に基づくデータ交換における留意点の整理 

 平成 24 年度に整理した BIM に関連するツールの市場動向調査結果を参考に、継続した調査

を実施してきた。当該資料は Build Live への参加ソフトウエアを中心に作成を行ってきたが、

足元では参加者数が増加、point to point で対応関係をまとめることは難しくなりつつあるこ

とが確認された。 

よって、平成 26 年 2 月の調査を最終版とすることとし、成果物をアーカイブ化することと

した。図 5.1 に調査結果の抜粋を示す。 

 

建築の配置計画や法規や周辺環境への影響を検討するた
めのモデル

建物外観の検討や平面計画の検討などを行い建築の基本
構成・仕様を決定するモデル

基本モデルをもとに、各部位の仕様や性能を形状に作り込
み、寸法を決めるモデル

詳細もモデルをもとに、さらに施工的なモデル

          形状スタディモデル

意匠

ボリュームモデル 基本モデル 詳細モデル 施工モデル 部位別モデル

基本計画 基本設計 実施設計 生産設計 施工

VectorWorks

Sketchup

Rhinoceros + Grasshopper

GenerativeComponents

Revit Architecture

Bently Architecture

ArchiCAD

GLOOBE 

IFCによる互換

BE-BRIDGEによる互換

ネイティブなフォーマットの連携

出力側のネイティブなフォーマットで双方

出力側のネイティブなフォーマットで一方

中間フォーマットによる互換

DWGによる互換

その他のオブジェクト形式による互換

STLによる形状互換

図 5.1 ツールの市場動向調査結果（抜粋） 



  - 25 -

５．２ 空衛設備 EC 推進委員会 
平成 26 年度の主な活動テーマは次の通りである。 

 

（１）Stem 仕様の BIM 対応改訂と”Stem Chain”実現に向けた検討 
（２）BE-Bridge 仕様の BIM 対応改訂に向けた検討 
（３）空調衛生設備分野における BIM に係る検討 

 

５．２．１ Stem 仕様の BIM 対応改訂と”Stem Chain”実現に向けた検討 

（１）Stem 仕様改訂 

Stem の仕様について、BIM 化対応 3D CAD データへの対応として、仕様に 3D 外形図仕様

の追加、仕様属性項目に 3D 外形図を追加、3D 外形図ファイル作成基準資料を追加、電設仕様

単位 ID を空衛設備と統合する等、仕様書の改訂作業を行い、その結果を Stem Ver.10.0 とし

て取りまとめた。 

 

（２）Stem 関連ソフトウエアの改修 

管理検索ソフト、データ生成ソフト、データチェックソフトについて、以下の改修を行った。 

① C-CADEC 機器分類コード変更に伴うデータベース更新 

② 仕様属性コード改訂に対応するデータベース更新 

③ 2D 図 DXF ファイル、3D 図 DXF ファイル、DWG ファイル、XVL ファイルに対応した

CAD データを表示するとともに、CAD データをダウンロードする機能の整備 

④ 電設仕様に対する管理検索、データ生成チェック機能の整備 

⑤ Windows7，Windows8 の OS 環境での動作を可能とする改修 

 

（３）設備機器ライブラリ検索サイトの改修 

試行中の設備機器ライブラリ検索サイトについて、以下の改修を行った。 

① 電設分野の機器分類コード改訂に伴うデータベース更新を行った。 

② 2D 図 DXF ファイル表示ウインドウ内の CAD データ表示機能の整備を行った。 

③ 3D 図 DXF ファイル、DWG ファイル、XVL ファイル等は別ウインドウで拡張子に関連

付けられたビューアーで表示されるようにした。 

④ Stem 仕様 Ver.10.0 改訂に伴う 3D データ形式｢DXF / DWG｣対応、その他データ形式に

対する対応、機器メーカー指定での検索と連携機能の追加整備した。 

⑤ Stem ライブラリデータのアップロード･ダウンロードの際にデータ変換(3D DXF/DWG

⇒XVL)を行う機能を整備した。 
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（４）設備機器情報の流通動向を踏まえた Stem の普及展開に係る検討 

Stem データ配信サービスにおける登録機器数拡充に向けた活動として、データの登録・更

新状況について継続的に確認し、機器データ利用状況調査を実施した。 

 

５．２．２ BE-Bridge 仕様の BIM 対応改訂に向けた検討 

（１）資機材の追加 

平成 26 年度は、設備 CAD ベンダにて編成されている各種資機材と新工法資機材の調査など

をふまえ、配管・継手・消火器具・計器・給排水金物・桝等を追加し、部材コードの大幅な改

訂を実施した。また、これに伴いダクトの分類や接続工法に関する追記、空調器具呼称定義の

明確化、機器部材フォーマットの改訂、パターン別詳細図の追加を実施し、これらの改訂を仕

様に反映した形で、BE-BridgeVer.7.0 としてリリースした。 

 

（２）BE-Bridge 仕様書の部材整備､積算情報連携仕様改訂 

平成 25 年度の空衛 BIM 研究 WG の検討結果を踏まえ、BE-Bridge Ver.7.0 の仕様として、

ダクト・配管部材追加仕様の編成、BE-Bridge の BIM 対応仕様拡張としての積算情報の追加

搬送系器具・衛生設備器具・桝類・消火器具の編成追加、および新工法材料の追加を行った。 

積算拾い情報などについて積算ソフトへの連携が行えるように、ダクト・配管・空調器具・

電気・建築部材・機器部材の各フォーマットに積算情報項目を追加し、BE-BridgeVer.7.0 にこ

れらの仕様を組み入れた。 

 

５．２．３ 空調衛生設備分野における BIM に係る検討 

（１）他団体との連携・協業 

平成 23 年度から「空衛 BIM 研究 WG」を設置編成し、近年注目を集める BIM 等の建築・

設備関連情報の電子化に係る動向を踏まえ、BIM 研究タスクフォースでの検討事項に基づき、

空調衛生設備分野における BIM に係る検討を進めた。検討においては、C-CADEC の他委員

会や、次世代公共建築研究会、一般社団法人 IAI 日本、一般社団法人日本建設業連合会、特定

非営利活動法人設備システム研究会、公益社団法人空気調和・衛生工学会、一般社団法人日本

空調衛生工事業協会等の関連他団体と連携・協業を進めた。 

 

（２）設備 CAD 製品のデータ互換性に関する調査 

平成26年度末時点での設備CAD製品のデータ互換性に関する状況把握することを目的とし

て、CAD ベンダ 10 社に対してアンケート調査を実施し、回答頂いた。 

図 5.2 CAD ソフトウェアーのデータ互換性に関するアンケート結果を示す。設備・建築系

CAD ベンダ各社の最新の製品に関して、CAD 製品の入出力ファイル形式とそのバージョン、

技術計算等を目的とした他ソフトウエアとの連携実績調査、今後のデータ互換性対応予定、お

よび、BIM の展開について調査を行った。 
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図 5.2 CAD ソフトウェアのデータ互換性に関するアンケート結果 

（一部加工・抜粋） 
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５．３ 電気設備 EC 推進委員会 
平成 26 年度の主な活動テーマは次の通りである。 

 

（１）電設分野における Stem 仕様の BIM 対応改訂 
（２）電設分野における BE-Bridge 仕様の BIM 対応改訂 
（３）電設分野における BIM に係る検討 

 

５．３．１ 電設分野における Stem 仕様の BIM 対応改訂 

（１）年初計画の概要 

図 5.3 に年初作成した Stem 電設仕様検討 WG の活動ロードマップを示す。 

 

委員会・WG WG WG WG 委員会
前年度案確認 仕様書化

分類方針策定 分類案作成

（中/小分類）

項目別付番 CI-NET摺合せ

・照明器具

・盤等

方針確認 仕様書化

BIM利用

項目検討

仕様追加

項目検討

作成案検討

名称案提示 審議・確定

方針確認 仕様書化

空衛状況説明 空衛案検討 電設案策定 作成案検討

作成依頼

テストモデル

作成依頼

内容・課題検討 必要項目修正

空衛案検討

モデル課題検討

属性項目英語名称追加

仕様属性
項目整備

属性項目検討

Stem仕様
改訂承認

3D外形図
対応

追加部材・機器検討

機器分類
コード改訂

・LED等
追加検討

分類案作成

 
図 5.3 Stem 電設仕様検討 WG 活動テーマ 

 

（２）機器分類コード改定と新規光源機器の追加 

CI-NET コードと Stem コードの統合・改定に際しては、統合コードの共同利用先となる

CI-NET 設備見積 WG から強い要望があったことを鑑み、旧 Stem コードではなく、現状利用

実績の多い CI-NET コードをもとに、照明機器部分の更新を実施することとし、統合コードを

策定した。 

 

（３）仕様属性項目の整備 

Stem の将来展開を念頭に、属性項目英文名称の策定、ならびに属性項目整理を実施した。
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属性項目の整理については、Stem コードの体系が変更されたことに伴って、機器分類自体が

変化したため、機器毎に策定した項目全てについて改廃が必要となった。よって、平成 25 年

度までの議論で定義が必要としていた盤・照明機器に限定して更新・仕様化を実施した。 

 

（４）3D 外形図への対応 

3D 外形図対応については、原則として空衛設備 EC 推進委員会の策定した案を、共通仕様

として援用することとした。そのため、空衛案の援用に必要となる正面、配置基準点などにつ

いての定義を実施、仕様書内容を更新した。 

 

５．３．２ 電設分野における BE-Bridge 仕様の BIM 対応改訂 

（１）活動テーマの検討 

図 5.4 に年初作成した Stem 電設仕様検討 WG の活動ロードマップを示す。 

 

委員会・WG WG WG WG 委員会・WG
方針確認 仕様書化

追加対象検討 部材ﾌｫｰﾏｯﾄ

・ﾊﾟﾀｰﾝ等検討

方針確認 仕様書化

盤の扱い 配電・分電盤等

対象検討

部材ﾌｫｰﾏｯﾄ

検討

機器仕様策定
電設機器
仕様策定

BE-Br idge
改訂承認

追加部材検討
電設部材
追加検討

図 5.4 BE-Bridge 電設仕様検討 WG 活動テーマ 

 

（２）部材追加に係る検討 

平成 25 年度より、照明器具や盤等の電設部材を機器として BE-Bridge 上で交換することを

検討してきたが、これら部材の交換については、正式に機器部材フォーマットを活用すること

とした。また、データ交換時に有用と思われる外形寸法などの属性情報は、出来る限り出力す

るよう、仕様書の機器部材フォーマット部分に明記した。 

 

（３）電設 BE-Bridge 仕様の改定 

材質・外装コードのケーブルラック部分について、特定企業の登録商標を用いている部分が

あった。商標法上問題となるため、同項目について対応を行った。 

 

５．３．３ 電設分野における BIM に係る検討 

成果物のアーカイブ化を進めるため、これまでの電設 EC 推進委員会における成果の洗い出

しを行った。Stem、BE-Bridge に加え、電気設備標準シンボルデータ交換用中間ファイル仕

様(ACC)、電気設備標準シンボルコード一覧表など、C-CADEC 電設分野における成果物全て

のデータを列挙し、C-CADEC の Web サイトに掲載した。 
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５．４ 技術調査委員会 

平成 26 年度の主な活動テーマは次の通りである。 

 

（１）C-CADEC 成果の普及・関連動向の調査 
（２）建設分野における建築プロセス電子化の動向、標準化動向の調査 
（３）建設現場における IT 活用動向と事例の調査 

 

５．４．１ C-CADEC 成果の普及・関連動向の調査 

 建築プロセス分野の BIM、情報共有、空衛設備 EC 分野の Stem、BE-Bridge、電気設備 EC

分野の電設版 Stem、電設版 BE-Bridge に関して、会員企業等における成果の活用事例、普及

事例を調べた。これら活動の結果抽出された先進的な取り組みの事例、上記と関連の深い他団

体の取り組み等について、講演会による事例紹介を行うこととした。 

 平成 26 年度は以下ポイントを念頭に調査を実施、講演テーマの比較検討を行った。 

 以下に、委員会において、講演対象として検討したテーマを示す。 

 

◇技術調査委員会 講演テーマ 候補 

a. 平成 25 年度講演会アンケート結果 
b. 諸団体の BIM 関連活動調査 
c. C-CADEC の活動への関心・期待について 

 

５．４．２ 建設分野における建築プロセス電子化の動向、標準化動向の調査 

 建築プロセスの電子化は、設計から納品に至るまで、各段階で取り組みが進んでいる。この

ため、BIM、国、各業界団体等、建築プロセスの電子化の取組動向を Web・文献等で情報収集

した。 

また、会員からの情報提供などを元に調査を深め、必要に応じて講演会等を開催し、会員へ

広く情報提供を図ることとした。 

 

５．４．３ 建設現場におけるIT活用動向と事例の調査 

「施工」、「維持管理」における BIM の利用や「CIM」に関して、会員への情報提供を図る

ことを計画し、以下をはじめとしたテーマについて調査を行った。 

 

◇技術調査委員会 講演テーマ 候補 

a. 施工 
b. 維持管理 
c. CIM 
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５．４．４ 講演会の開催 

 平成 26 年度の技術調査委員会活動テーマに関して、Web 等で最新事例の動向調査を行い、

講演テーマの選定を行った。委員会では、C-CADEC の各委員会、各 WG の活動に資するよう

に検討が行われた。 

 

 平成 26 年度の講演会は以下の 3 テーマについて行った。 

講演 1 は、プロセス電子化の動向、標準化動向の観点から、建設業界に大きな影響を与える

官庁営繕事業における BIM への取り組みについて、平成 25 年度に続き、国土交通省官庁営繕

部に説明いただいた。平成 26 年度に発表された「官庁営繕事業における BIM モデルの作成及

び利用に関するガイドライン」について、ガイドラインの構成内容に加え、各試行案件から得

られた知見など背景についても解説をいただいた。 

講演 2 では、海外における BIM 動向について、シンガポールで開催された BIM 政府シンポ

ジウムの概要を解説いただいた。講演では、多数のセッション、ディスカッションの内容をご

紹介いただいたことで、諸外国の BIM 推進状況のみならず、多国間の比較やベンダの将来ビ

ジョンに至るまで、体系的な理解につながるものとなった。 

講演 3 では、日本ファシリティマネジメント協会(JFMA)の活動を元に、ファシリティマネ

ジメント(FM)の立場から見た BIM について、講演いただいた。FM とは企業の経営基盤・経

営活動における一つの柱であり、効果的な活用には正確なデータが不可欠であるというお話は、

意匠の確認や取り合い調整にとどまらない、BIM の活用範囲の広がりを再認識させるものとな

った。 

 

 

○講演 1：『官庁営繕事業における BIM の取組』 
国土交通省 大臣官房 官庁営繕部 整備課 施設評価室 
企画専門官 末兼 徹也 氏 
 

○講演 2：『BIM 政府シンポジウム 2014(シンガポール)での最近の BIM 動向』 
一般財団法人 建築保全センター 
専務理事 寺本 英治 氏 
 

○講演 3：『FM における BIM 活用 日本ファシリティマネジメント協会 
（JFMA） BIM・FM 研究部会活動の成果』 
大成建設株式会社 設計本部 専門技術部 まちづくり・建築計画室 
室長 猪里 孝司 氏 
 

 



 



 

 

 

 

 
 

 

 

各専門委員会活動報告 
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６．建築 EC 推進委員会 活動報告 
 

６．１ 活動テーマ 
 活動計画に示されている平成 26 年度の活動テーマは以下の通りである。 

 

（１）実務における情報共有の普及・活用に向けた検討 

（２）建築分野における BIM に係る検討 

 

６．２ 活動経過 

○建築 EC 推進委員会 

平成 26 年 7 月 23 日(水) 第 1 回 建築 EC 推進委員会 

   ・平成 26 年度の活動計画について 

   ・その他 

 

平成 27 年 2 月 23 日(月) 第 2 回 建築 EC 推進委員会 

   ・平成 26 年度の活動報告について 

   ・その他 

 

○情報共有検討 WG 

平成 26 年 7 月 23 日(水) 第 1 回 情報共有検討 WG 

   ・平成 26 年度の実施計画について 

    建築 EC 推進委員会実施計画案について 

    秘密保持契約雛形+解説書の普及・展開について 

    アーカイブ化する資料とその内容について 

 

平成 26 年 9 月 18 日(木) 第 2 回 情報共有検討 WG 

   ・秘密保持契約書の広報状況について（報告） 

・「情報共有のススメ」Web サイトアーカイブ化について 

・その他 

 

平成 27 年 1 月 14 日(水) 第 3 回 情報共有検討 WG 

   ・指摘事項対応状況の確認 

・「情報共有のススメ」Web サイトの改修状況について 

・その他 
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○建築 BIM 研究 WG 

平成 26 年 7 月 23 日(水) 第 1 回 建築 BIM 研究 WG 

   ・平成 26 年度の実施計画について 

    建築 EC 推進委員会実施計画案について 

    BIM 推進のための要件整理と考察提言について 

 

平成 26 年 9 月 8 日(月) 第 2 回 建築 BIM 研究 WG 

・「要件整理のまとめと考察」の深化について 

取りまとめ方針の確認 

コアメンバ決定 

・その他 

 

平成 26 年 10 月 29 日(水) 第 3 回 建築 BIM 研究 WG 

・「要件整理のまとめと考察」の深化について 

たたき案の確認 

・「関連ツールの市場動向調査」現状の確認 

・その他 

 

平成 26 年 12 月 16 日(火) 第 4 回 建築 BIM 研究 WG 

・「要件整理のまとめと考察」の深化について 

回答意見の傾向と WG からの提言についての確認 

・「関連ツールの市場動向調査」方針の確認 

・その他 
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６．３ 活動結果 

 

６．３．１ 実務における情報共有の普及・活用に向けた検討 

情報共有検討 WG ではこれまで、図 6.1 の通り、情報共有システムの導入のメリットや

利活用の動向をまとめた「建設工事における受発注者間の効果的な情報共有実現のためのガ

イドライン」（以下、「情報共有ガイドライン」と言う。）の作成、情報共有に関するトピッ

クや事例、コラムを掲載する Web サイト「情報共有のススメ」の開設・運営等を通して、

建築プロジェクトにおける情報共有活用に係る普及・展開を図ってきた。平成 21 年度から

は「情報共有のセキュリティ」にテーマを特化し、検討を深化させ、平成 24 年度からは契

約当事者間で用いる情報共有時の秘密保持に係る取り決め事項である秘密保持契約書雛形、

同解説書の作成に取り組んできた。 

平成 26 年度は、前年度までの活動で内容が確定した秘密保持契約書雛形を公表、業界紙

や基金の媒体を使った広報活動や、日建連をはじめとする外部団体への普及展開活動を実施

した。また、平成 26 年度は活動の最終年度となることから、「情報共有のススメ」サイト

について、アーカイブ化を念頭とした内容の整理・更新を実施した。 

 

 
図 6.1 情報共有 WG 活動経緯 
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（１）ASP を活用した情報共有に係るセキュリティに関する検討 

１）秘密保持契約書雛形および秘密保持契約書雛形解説の修正・確定 

 平成 25年度、情報共有検討WGのメンバーの所属する、各社法務部門および営業部門に、

秘密保持契約書雛形案および秘密保持契約書雛型案解説書案に対して、法的な観点および実

プロジェクトで契約を締結する立場の観点からの確認をいただいた。 

 いただいた意見を反映した修正案を縦覧に供した結果、内容に問題がないことが確認され

たため、平成 26 年 8 月をもって内容を確定、公表を行った。秘密保持契約書（雛形）、同

解説書を資料 6-1 に示す。 

 

２）秘密保持契約書雛形および秘密保持契約書雛形解説書の広報・普及活動 

公表に際しては、建設専門紙、ならびに基金 Web サイト、広報誌「建設業しんこう」、メ

ールマガジン「建設業経理通信」等による広報活動を実施した。 

また日本建設業連合会の IT 推進部会、ならびに情報セキュリティー専門部会において、

秘密保持契約書雛形およびその解説書の内容を紹介し、意見の収集や団体登録企業への広報

を依頼した。 

 

（２）情報共有ガイドラインの普及促進 

平成 26 年度は活動の最終年度となることから、「情報共有ガイドライン」について、今

後も広く活用をいただくため、C-CADECWeb サイト上に、成果物としてアーカイブ化、無

償公開した。 

また、平成 20 年 6 月に、「情報共有ガイドライン」の広報のため、ポータルとして Web

サイト「情報共有のススメ」を開設した。同サイトについても、成果物としてアーカイブ化

を行うこととし、内容整理・更新を実施した。 

なお、同サイトは開設以来、平成 27 年 3 月までに 45,000 を超えるアクセスを得るなど、

建設現場における情報共有に関する情報提供に貢献している。 

 

 
図 6.2 情報共有のススメアーカイブサイト 
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６．３．２ 建築分野における BIM に係る研究 

建築 EC 推進委員会では、平成 19 年度まで「3D CAD 検討 WG」において、建築プロ

ジェクトにおける 3 次元 CAD 活用事例の調査や実証実験を通し、業務での 3 次元 CAD の

活用可能性やその動向を調査研究してきた。平成 20 年度以降は「建築生産プロセス検討

WG」において、当時業界で話題になりつつあった「BIM（Building Information Modeling）」

に関する動向調査や日本の建築プロジェクトへの適用可能性の検討、建築プロセスに内在す

る課題の整理等に取り組んだ。 

これら活動を踏まえ、平成 23 年度には「建築 BIM 研究 WG」を設立、建築分野におけ

る BIM に係る本格的な検討を進めてきた。同 WG では、平成 23 年度に「建築生産プロジ

ェクトにおける問題・課題認識と BIM に関するアンケート」を実施、平成 24 年度にアン

ケートの結果分析を行い、課題検討シートを作成した。平成 25 年度には、課題検討シート

を元に、BIM に取り組む際の要件整理を実施した。 

平成 26 年度は活動の集大成として、前年度までの成果を元に、「要件整理と考察」の総

括を作成した。これは、これから BIM を実践していく建設プロジェクト関係者に対し、ど

のように BIM 推進に関わる諸問題に取り組んで行くべきか、当 WG が蓄積してきた知見を

示すことで、その取組推進の一助とすべく編纂を行ったものである。 

 

 

図 6.3 3D CAD、BIM に関連する WG 活動経緯 
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（１）建築分野における BIM に係る検討 

１）「要件整理と考察」の総括、作成経緯 

平成 25 年度までの活動により、「BIM 推進のための要件整理と考察」を作成した。当該

成果はアンケートを元に、BIM を実践していく建設プロジェクト関係者が感じる課題を浮

き彫りにし、それに対する WG メンバーの知見を示したものであった。活動の最終年度に

あたる平成 26 年度は、当該成果に経緯、背景を付加し、BIM を実践する建設プロジェクト

関係者へのガイドとするべく、主査を中心として活発な議論を展開、その要旨を編纂し、総

括としてとりまとめた。 

 

２）「要件整理と考察」の総括 

作成した「要件整理と考察」の総括を資料 6-2 に、構成と概要を次表にそれぞれ示す。 

 

表 6.1 「要件整理と考察」の総括の概要 
目次構成 概要 

「要件整理と考察」の総括に当たって 巻頭言として、「要件整理と考察」の総括作成に至った経

緯と目的などについて、主査が記述した。 
BIM 利用に至る国内外の違い 現在までに至る BIM の歴史について、国内・海外の違い

を明らかにしながら前提論となる経緯を確認した。 
BIM 利用への意識の相違 前章に引き続き、国内においては BIM 展開がいまだ道半

ばである現状があること、一方で取組む必要性が増して

いる理由をそれぞれ整理した。 
社会的要因を踏まえた BIM のメリット 他産業に比べ、建設業における生産性向上活動が低調で

あり、建設プロジェクト自体の効率化が必要だが、取組

へのツールとして、BIM が有効である旨を示した。 
回答意見の傾向と WG からの提言 BIM を実践していく建設プロジェクト関係者が、「要件

整理と考察」で挙げた諸課題に対し、メンバーの知見を

元に、回答を示そうと試みた。 

 

「要件整理と考察」の総括を作成する際には、以下のような意見を元に検討がなされた。 

 

■「全体の構成について」 

・ ネガティブリストではなく、我々の考える BIM はこうありたい、そのためにはこう

なってほしいという考え方を示すことで、まとめとしたい。 

・ 発注者の BIM 活用要求が海外では強いが、国内ではそうでもないように感じている。

この点は明らかにすべきではないか。 

 

■「1.整備されていなければ BIM が進まない要件」について 

・ 発注者について一口で括るのはいかがか。自社に BIM 推進部署を持つような大手発

注者もいれば、施工者に任せきりの発注者もいる。差異を均し、すべての発注者が同

一の問題を抱えていると捉えられてしまえば、提言として意味を成さない。 
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・ フロントローディングを意識した作業の実施を行うとなれば、設計者の業務量は増大

することになる。やはり業務に対する費用の問題は避けて通ることができない。 

 

■「2.BIM 利用で望む要件」について 

・ 発注者としては、コストの透明化と削減、意思決定への参画が BIM 利用のメリット

となる。現在支払っているが見えていないコストを認識できれば良いのだが。 

・ 情報共有がキーとなるが、日本では設計と施工が分離された形での発注となりがちで

ある。IPD 的な形をとらないと、効率的な BIM 活用はできないのではないか。 

 

■「3.BIM 利用の現状」 

・ 共通認識のために、何故 BIM に取り組む必要があるのかは別にまとめたほうが良い。 

・ 発注者からのトップダウンで BIM 活用が進んできた海外と、建設業が持つ危機感か

ら、ボトムアップでの利用が始まった日本では、成り立ちから大きな違いがある。 

 

■「4.BIM 利用のメリット」について 

・ BIM 活用のメリットのうち、大きな物として手戻りの削減があげられる。効能の最

大化には、この段階で必要なデータはこのレベルと、あらかじめ決定しておく必要が

ある。 

 

（２）関連ツールの市場動向調査結果に基づくデータ交換における留意点の整理 

 平成 24 年度に整理した BIM に関連するツールの市場動向調査結果を参考に、継続した

調査を実施してきた。当該資料は Build Live 参加企業のソフトウエアを中心に作成を行っ

てきたが、近年は参加者数が増加、point to point で対応関係をまとめることは難しくなり

つつあることが確認された。 

よって、平成 26 年 2 月の調査を最終版とすることとし、成果物をアーカイブ化すること

とした。調査結果を資料 6-1 に示す（図 6.4 に抜粋を示す）。 

 

建築の配置計画や法規や周辺環境への影響を検討するた
めのモデル

建物外観の検討や平面計画の検討などを行い建築の基本
構成・仕様を決定するモデル

基本モデルをもとに、各部位の仕様や性能を形状に作り込
み、寸法を決めるモデル

詳細もモデルをもとに、さらに施工的なモデル

          形状スタディモデル

意匠

ボリュームモデル 基本モデル 詳細モデル 施工モデル 部位別モデル

基本計画 基本設計 実施設計 生産設計 施工

VectorWorks

Sketchup

Rhinoceros + Grasshopper

GenerativeComponents

Revit Architecture

Bently Architecture

ArchiCAD

GLOOBE 

IFCによる互換

BE-BRIDGEによる互換

ネイティブなフォーマットの連携

出力側のネイティブなフォーマットで双方

出力側のネイティブなフォーマットで一方

中間フォーマットによる互換

DWGによる互換

その他のオブジェクト形式による互換

STLによる形状互換

図 6.4 ツールの市場動向調査結果（抜粋） 
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７．空衛設備 EC 推進委員会 活動報告 

 

７．１ 活動テーマ 

 活動計画に示されている平成 26 年度の主な活動テーマは以下の通りである。 

 

（１）Stem 仕様の BIM 対応改訂と”Stem Chain”実現に向けた検討 

（２）BE-Bridge 仕様の BIM 対応改訂に向けた検討 

（３）空調衛生設備分野における BIM に係る検討 

 

７．２ 活動経過 

○空衛設備 EC 推進委員会 

平成 26 年 6 月 19 日(木) 第 1 回 空衛設備 EC 推進委員会 

   ・平成 25 年度の活動報告について 

・平成 26 年度活動計画について 

   ・その他 
 
平成 27 年 2 月 25 日(水) 第 2 回 空衛設備 EC 推進委員会 

・平成 26 年度活動報告案について 

・C-CADEC 承継先報告 

・その他 

 

○空衛 Stem 検討 WG､BE-Bridge 検討 WG コア会議 

平成 26 年 6 月 10 日(火) 第 1 回 空衛コア会議 

・Stem 検討 WG について 

・BE-Bridge 検討 WG について 

・空衛 BIM 研究 WG について 

・その他 
 
平成 26 年 8 月 26 日(火) 第 1 回 Stem 検討 WG コア会議 

・Stem 仕様改訂(Ver.10.0)作業について 

・その他 
 
平成 26 年 9 月 26･27 日(金･土) 第 2 回 空衛コア会議 

・Stem 検討 WG Ver.10.0 仕様について 

・BE-Bridge 検討 WG､資機材追加検討調整について 

・BIM 研究 WG について 

・その他 
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平成 26 年 10 月 31 日(金)  第 2 回 Stem 検討 WG コア会議 

・スケジュールについて 

・Stem 検討 WG Ver.10.0 仕様について 

・機器メーカーデータについて 

・その他 
 
平成 26 年 11 月 12 日(水) 第 3 回 空衛コア会議 

・Stem 検討 WG Ver.10.0 仕様改訂内容について 

・BE-Bridge 検討 WG Ver.7.0 仕様改訂内容について 

・その他 
 
平成 26 年 12 月 17 日(水) 第 4 回 空衛コア会議 

・Stem 検討 WG Ver.10.0 仕様内容について 

・BE-Bridge 検討 WG Ver.7.0 仕様内容について 

・BIM 研究 WG CAD ソフトデータ互換性アンケート 

・その他 
 
平成 27 年 2 月 3 日(火) 第 5 回 空衛コア会議 

・Stem 検討 WG Ver.10.0 仕様内容について 

・BE-Bridge 検討 WG Ver.7.0 仕様内容について 

・BIM 研究 WG CAD ソフトデータ互換性アンケート 

・その他 

 

○空衛設備 Stem 検討WG､BE-Bridge 検討 WG､BIM 研究 WG 

平成 26 年 6 月 19 日(木) 第 1 回 空衛設備 3WG 合同 WG 

・平成 26 年度の活動計画ならびに各 WG 実施計画について 

・平成 26 年度活動テーマの進め方および作業調整 

・各 WG 実務調整 

・その他 
 
平成 26 年 8 月 1 日(金) 第 2 回 BE-Bridge 検討 WG 

・BE-Bridge 検討 WG､仕様改訂について 

・BE-Bridge 資機材追加について 

・Stem 仕様改訂について 

・その他 
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平成 26 年 9 月 11 日(木) 第 3 回 Stem 研究 WG 

・Stem 検討 WG Ver.10.0 仕様内容について 

・BE-Bridge 検討 WG Ver.7.0 仕様内容について 

・その他 

 

平成 26 年 11 月 27 日(木) 第 2 回 空衛設備 3WG 合同 WG 

・Stem 検討 WG Ver.10.0 仕様内容について 

・BE-Bridge 検討 WG Ver.7.0 仕様内容について 

・BIM 研究 WG CAD ソフトデータ互換性アンケート 

・その他 
 
平成 27 年 2 月 13 日(金) 第 3 回 空衛設備 3WG 合同 WG 

・Stem 検討 WG Ver.10.0 仕様について 

・BE-Bridge 検討 WG Ver.7.0 仕様について 

・BIM 研究 WG CAD ソフトデータ互換性アンケート 

・その他 
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７．３ 活動結果 

 

７．３．１ Stem BIM 展開と”Stem Chain”実現に向けた検討 

空調衛生設備分野における Stem についてはこれまで、仕様改訂やデータ拡充の取組み

を中心に活動してきた。近年の Stem に関するC-CADEC の経緯を次図に示す。 

図 7.1 空調衛生設備分野における Stem に係る主な活動 

 

電設 Stem 

平成 12 年度 

平成 13 年度 

平成 14 年度 

平成 15 年度 

平成 16 年度 

平成 17 年度 

平成 18 年度 

平成 19 年度 

平成 20 年度 

平成 21 年度 

平成 22 年度 

空衛 Stem 

Stem Ver.8.0 策定

仕様改訂検討 

・SXF への対応検討 

・組合せ機器、外形図の 
取り扱い等検討 

・2D 外形図作成ルール等、

運用ルールの検討 

データ拡充の取組み 

・サブセット仕様 
検討 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

“Stem Chain”コンセプト策定

・設備分野コア 
メンバ会議開催 

Stem と CI-NET の統合コード案策定

・設備分野コア 
メンバ会議での 
継続協議 

仕様(案)改訂検討 

・検索システム 
インタフェース検討

・照明器具仕様検討 

・受配電盤、電力 
機器等仕様検討 

データ拡充の取組み 

・ミニマム仕様検討 

データ拡充の実施 

商流連携検討 

平成 23 年度 ・統合コード案 
対応状況確認 
 
 
 
 
 

・BIM 対応改定 

・日本電設工業協会

(JECA)との連携検

討 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・電設統合コード策定 
・電設正式仕様化 

平成 24 年度 

平成 25 年度 Stem Ver.9.0 策定

平成 26 年度 
Stem Ver.10.0 策定 
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Stem 検討WG では、平成 19 年度より“Stem Chain”をメインテーマに掲げ、データ

の拡充と商流連携の実現を目指し、活動を進めてきた。“Stem Chain”のコンセプトは以

下の通りである。 

◇“Stem Chain”のコンセプト 
1. 業務間での Stem データの活用（連携）をつなげていくことで、 
2. 企業内での Stem データの活用するネットワークを構築し、 
3. 流通するデータを増やす（提供データの機器分類を増やす） 

 

（１）Stem 仕様改訂 

Stem の仕様について、BIM 化対応 3D-CAD データへの対応として、仕様に 3D 外形図

仕様の追加、仕様属性項目に 3D 外形図を追加、3D 外形図ファイル作成基準資料を追加、

電設仕様単位 ID を空衛設備と統合する等、仕様書の改訂作業を行い、その結果を Stem 

Ver.10.0 として取りまとめた。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.2 Stem 仕様書 Ver.10.0 改訂箇所（一部抜粋） 

BIM化対応として3D外形図仕様の追加 

仕様属性項目に｢3D外形図｣を追加 

3D外形図ファイル作成基準資料を追加 

電設仕様単位 IDを空衛設備と統合 
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（２）Stem 関連ソフトウエアの改修 

管理検索ソフト、データ生成ソフト、データチェックソフトについて、Stem Ver.10.0

に準拠させるための改修を行うとともに、WindowsXP のサポート終了に伴い

Windows7・8 へ対応させるべく改修を行った。改修点は以下の通りである。 

① C-CADEC 機器分類コード変更に伴うデータベース更新 

② 仕様属性コード改訂に対応するデータベース更新 

③ 2D 図 DXF ファイルプレビュー、3D 図 DXF ファイル/DWG ファイル/XVL ファイ

ルに対応した CAD データの拡張子で関連付けられたソフトで表示するとともに、

CAD データをダウンロードする機能の整備 

④ 電設仕様に対する管理検索、データ生成チェック機能の整備 

⑤ Windows7，Windows8 の OS 環境での動作を可能とする改修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.3  Stem 関連ソフトウエア画面（一部抜粋） 

管理検索ソフト データ生成ソフト

データチェックソフト
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（３）設備機器ライブラリ検索サイトの改修 

試行中の設備機器ライブラリ検索サイトについて、以下の改修を行った。 

① 電設分野の機器分類コード改訂に伴うデータベース更新を行った。 

② 2D 図 DXF ファイル表示ウインドウ内の CAD データ表示機能の整備を行った。 

③ 3D 図 DXF ファイル、DWG ファイル、XVL ファイル等は別ウインドウで拡張子に

関連付けられたビューアーで表示されるようにした。 

④ Stem 仕様 Ver.10.0 改訂に伴う 3D データ形式｢DXF / DWG｣対応、その他データ形

式に対する対応、機器メーカー指定での検索と連携機能の追加整備した。 

⑤ Stem ライブラリデータのアップロード･ダウンロードの際にデータ変換(3D の

DXF/DWG⇒XVL)を行う機能を整備した。 
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図 7.4 設備機器ライブラリ検索サイトの改修内容 

 

 

（４）設備機器情報の流通動向を踏まえた Stem の普及展開に係る検討 

Stem データ配信サービスにおける登録機器数拡充に向けた活動として、データの登

録・更新状況について継続的に確認し、機器データ利用状況調査を実施した。図 7.5 にStem

データ配信サービスの利用状況の集計を、図 7.6 に業種別利用件数推移を示す。 
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図 7.5 Stem データ配信サービス利用状況 

 

利用状況調査期間：平成 26 年 1 月～12 月 
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Stem業種別利用件数推移

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
総合建設業 1,031 8,622 2,078 1,788 1,612 1,611 1,736
専門工事業 4,046 13,177 7,689 4,279 7,532 4,828 6,234
設計事務所 657 15,441 834 7,190 1,001 751 1,520

工務店 164 60 507 330 4,434 233 152
その他・不明 2,133 6,978 3,803 3,306 2,508 1,727 5,045

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

業種別利用件数推移

総合建設業

専門工事業

設計事務所

工務店

その他・不明

 

図 7.6 Stem データ配信サービス利用状況 
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７．３．２ BE-Bridge 仕様の BIM 対応改訂に向けた検討 

空調衛生設備分野における BE-Bridge は、平成 16 年度の Ver.3.0 にはじまり、平成 22

年度の Ver.5.0 を経て、平成 23 年度に空調器具を追加した Ver.6.0、平成 25 年度はダクト

パターンや空調器具呼称表を追加した Ver.6.1、平成 26 年度には BIM への対応等を行っ

た Ver.7.0 をリリースした。BE-Bridge に関するC-CADEC の活動概要を次図に示す。 

 

図 7.7 空調衛生設備分野における BE-Bridge に係る主な活動 

 
電設 BE-Bridge 

平成 12 年度 

平成 13 年度 

平成 14 年度 

平成 15 年度 

平成 16 年度 

平成 17 年度 

平成 18 年度 

平成 19 年度 

平成 20 年度 

平成 21 年度 

空衛 BE-Bridge 

BE-Bridge Ver.3.0 策定 

・BE-Bridge と電設 ACC のデータ連携検討 

BE-Bridge Ver.5.0 策定 

・電子納品基準としての SXF への対応検討 
・XML への対応検討 

・実用事例の調査 

・BE-Bridge による CAD/CAM 連携実証実験の実施 
・SXF Ver.3 データ交換実証実験の実施 

・仕様メンテナンスルール策定 

ダクト 配管 

・Ver.3.0 準拠度テストの実施 

BE-Bridge Ver.4.0 策定 
ダクト 配管 

建築 

ダクト 配管 

建築 機器 

電気 

・電設分野 3D 化 
検討開始 

・Ver.4.0 CAD 製品実装状況調査 
・単線形状、冷媒管、サヤ管追加検討 

・電設仕様の 
実証実験を実施 

・電設仕様案作成 

・CAD 製品実装状況調査 
・資材追加検討 

平成 22 年度 

平成 23 年度 BE-Bridge Ver.6.0 策定 
ダクト 配管 

建築 機器 

電気 

空調 
器具 

平成 24 年度 

平成 26 年度 

BE-Bridge Ver.7.0 策定

平成 25 年度 BE-Bridge Ver.6.1 策定 

・電設資材追加
・BIM 対応改訂 

・空衛資材追加 
・積算情報定義追加 ・3D 版 BIM 対応改定 

ダクト 配管 

建築 機器 

電気 

空調 
器具 
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（１）資機材の整備追加 

平成 26 年度は、設備 CAD ベンダにて編成されている各種資機材と新工法資機材の調査

などをふまえ、配管・継手・消火器具・計器・給排水金物・桝等を追加し、部材コードの

大幅な改訂を実施した。また、これに伴いダクトの分類や接続工法に関する追記、空調器

具呼称定義の明確化、機器部材フォーマットの改訂、パターン別詳細図の追加を実施し、

これらの改訂を仕様に反映した形で、BE-BridgeVer.7.0 としてリリースした。 

BE-BridgeVer.7.0 として改訂した主な事項を下記、図 7.8～7.10 に示す。 

図 7.8 は BE-BridgeVer.7.0 における配管・継手・消火器具・桝等のパターン別詳細図に

関する改訂部分の抜粋である。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.8 パターン別詳細図の改訂部分（一部抜粋） 
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 図 7.9 は配管コード・継手コード・バルブ類･消火器具コード、および・計器･給排水金

物･桝類･バルブボックスの追加部分の抜粋である。 

 
２項　 各種コード

　１．配管コード

備　　考
⼤分類名称 中分類名称 ⼩分類名称 ⼤ 中 ⼩

その他 A00 00 00
鋼管 A01 00 00

配管⽤炭素鋼鋼管(SGP) JIS　G　3452 A01 01 00
⿊ A01 01 01
⽩ A01 01 02

⽔道⽤亜鉛めっき鋼管(SGPW) JIS　G　3442 A01 02 00
⼀般 A01 02 01

　２．継手コード

備　　考
⼤分類名称 中分類名称 ⼩分類名称 ⼤ 中 ⼩

その他 B00 00 00
鋼管継⼿ B01 00 00

ねじ込み式可鍛鋳鉄製管継⼿(⿊) JIS　B　2301 B01 01 00
エルボ (⽇⽴⾦属) B01 01 01
45°エルボ B01 01 02
ソケット B01 01 03
偏⼼径違いソケット B01 01 04
チーズ B01 01 05

　３．バルブ・消火器具コード

備　　考
⼤分類名称 中分類名称 ⼩分類名称 ⼤ 中 ⼩

その他 C00 00 00
仕切弁(ゲート弁) C01 00 00

⻘銅製仕切弁 C01 01 00
ねじ込み形(JIS5K) JISB2011 C01 01 01
ねじ込み形(JIS10K) (KITZ) C01 01 02
コア付ねじ込み形(5K) C01 01 03
コア付ねじ込み形(10K) C01 01 04

消⽕ヘッド C81 00 00
スプリンクラーヘッド C81 01 00

閉鎖型 C81 01 01
開放型 C81 01 02
放⽔型 C81 01 03

　4．計器･給排金物・桝･BOX コード

備　　考
⼤分類名称 中分類名称 ⼩分類名称 ⼤ 中 ⼩

その他 D00 00 00
計器類 D01 00 00

圧⼒計 D01 01 00
⽴形取付板 D01 01 01
埋込形 D01 01 02
ゲージコック D01 01 03

:

名　　　　　　　　　　称 コード

:

:

:

:

名　　　　　　　　　　称 コード

名　　　　　　　　　　称 コード

名　　　　　　　　　　称 コード

 
図 7.9 配管･継手･バルブ･消火器具コード等改訂部分（一部抜粋） 
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（２）BE-Bridge 仕様書の部材編成､積算情報連携仕様改訂 

平成 25 年度の空衛 BIM 研究 WG の検討結果を踏まえ、BE-Bridge Ver.7.0 の仕様とし

て、ダクト・配管部材追加仕様の編成、BE-Bridge の BIM 対応仕様拡張としての積算情

報の追加、搬送系器具・衛生設備関連器具・桝類・消火器具の編成追加、および新工法材

料の追加を行った。 
 
積算拾い情報などについて積算ソフトへの連携が行えるように、ダクト・配管・空調器

具・電気・建築部材・機器部材の各フォーマットに積算情報項目を追加し、

BE-BridgeVer.7.0 にこれらの仕様を組み入れた。 

図 7.10 は BE-BridgeVer.7.0 各章における改訂部分の抜粋である。 
章・項 主な改訂内容 

第３章 ｢ダクトフォーマット｣ 

１項 ｢ダクト部材フォーマット｣ 

 項番 7～24 ｢ダクト形状寸法データ｣を 7～22 に変更。 

 項番 23 に｢積算情報｣として､積算拾い情報 6 項目を追加し､積算システ

ムに対応した仕様とした。 

 項番 24 に｢材質・風速・ダクト種類｣を追加した。 

2 項 ダクト部材項目別設定値 

 5. ｢ダクト材質区分表｣､0～17 材質を追加した。 

 6. ｢ダクト風速区分表｣､0：その他､1：低速､2：高速を追加した。 

３項 ダクト部材形状寸法図 

 6. パターン別詳細図､｢オーバルダクト対応｣として､FGK：ダクトの種類 

 0：角ダクト､1：オーバルダクトを追加し､関連する部材に､寸法記載注記

を追加した。 

4 項 積算情報フォーマット情報 

｢積算情報｣として､ESC：施工場所コード表を追加し､積算情報記載の際 

の､｢施工場所区分コード｣､00～19 を追加。20～99 を｢予備予約｣､ 

100～200 を｢任意施工場所記載コード｣を追加した。 

 

第 4 章 ｢配管フォーマット｣ 

1 項 ｢配管部材フォーマット｣ 

 項番 25｢配管寸法データ｣を｢配管部材番号｣に変更。 

 項番 37 予備を｢積算情報｣とし､積算拾い情報 6 項目を追加し､積算シ

ステムに対応した仕様とした。 

2 項 各種コード 

 資機材の対応として､設備CADベンダーに編成されている､各種材料を

調査し､全面改定を行った。 

 1. ｢配管コード｣：配管直管類､新部材､未対応部材の拡張追加。 

 2. ｢継手コード｣：継手類､新部材､未対応部材､特殊継手の拡張追加。 

 3. バルブコードを｢バルブ・消火器具コード｣に変更し消火器具部材を 

追加､バルブ類､新部材､未対応部材の拡張追加。 

 4. ｢計器・給排水金物・桝・BOX コード｣を新設。 

    ・計器類を追加。・給排水金物を追加。・桝類､バルブ BOX を追加。 

 

 5. メーカーコード 

   配管関連メーカー調査を行い､社名変更､会社統合などの整理を行った。 

3 項 パターン別詳細図 

 ｢配管パターン別詳細図｣､●特殊形状 1 に下記要領図を追加。 

 ｢S ベンド｣を追加。 

 ｢サドル｣を追加。 

 消火器具追加に伴い､｢消火ヘッド作図基準｣を追加。 

 桝追加に伴い､｢桝(角)､桝(丸)作図基準｣を追加。 

 ｢排水金物作図基準｣を追加。 
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章・項 主な改訂内容 

第 5 章 ｢空調器具フォーマット｣ 

1 項 ｢空調器具フォーマット｣ 

 項番 36 予備を｢器具部材番号｣に変更。 

 項番37予備を｢積算情報｣とし､積算拾い情報6項目を追加し､積算システ

ムに対応した仕様とした。 

 

第 6 章 ｢電気フォーマット｣ 

1 項 ｢電気部材フォーマット｣ 

 項番 37 予備を｢積算情報｣とし､積算拾い情報 6 項目を追加し､積算シス

テムに対応した仕様とした。 

2 項 電気部材項目別設定値 

 3. ｢材料､外装コード｣､D1：ケーブルラック､３：溶融亜鉛めっき鋼板に

変更。4、,5、,6 は商品名のため統合し､一般名：高耐食性めっき鋼板と

した。 

 

第 7 章 ｢建築部材フォーマット｣ 

1 項 ｢建築部材フォーマット｣ 

 項番 36 予備を｢建築部材番号｣に変更。 

 項番37予備を｢積算情報｣とし､積算拾い情報6項目を追加し､積算システ

ムに対応した仕様とした。 

 

第８章 ｢機器部材フォーマット｣ 

1 項.｢機器部材フォーマット｣ 

 項番 15 ｢機器表属性データ｣で､電気設備用機器関連で､ソフトウエア内

で保持されている寸法情報は､データ交換時に有用と思われる属性につい

ては､出来る限り出力をすることとした。 

 項番 18～37 予備を 18～36 予備に変更。 

 項番37予備を｢積算情報｣とし､積算拾い情報6項目を追加し､積算システ

ムに対応した仕様とした。 

 

 
図 7.10  BE-BridgeVer.7.0 改訂事項（一部抜粋） 
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７．３．３ 空調衛生設備分野における BIM に係る検討 

平成 23 年度から「空衛 BIM 研究 WG」を設置編成し、近年注目を集める BIM 等の建

築・設備関連情報の電子化に係る動向を踏まえ、BIM 研究タスクフォースでの検討事項に

基づき、空調衛生設備分野における BIM に係る検討を進めた。検討においては、C-CADEC

の他委員会や、次世代公共建築研究会、一般社団法人 IAI 日本、一般社団法人日本建設業

連合会、特定非営利活動法人設備システム研究会、公益社団法人空気調和・衛生工学会、

一般社団法人日本空調衛生工事業協会等の関連他団体と連携・協業を進めた。 

 

（１）他団体との連携・協業 

平成 26 年度も他団体との連携・協業を実施を行った。図 7.11 はこのための検討資料で

ある。空衛設備分野においては特に Stem の活用に関し、3D データ流通の普及・促進の

目的が一致する一般社団法人日本建設業連合会との連携・協業を進める必要があり、

C-CADEC 空衛 EC 各委員会へのオブザーバー参加を頂き、BIM 推進の連携を実施した。 

図 7.11 他団体との連携に関する検討資料 
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（２）設備 CAD 製品のデータ互換性に関する調査 

平成26年度末時点での設備CAD製品のデータ互換性に関する状況把握することを目的

として、CAD ベンダ 10 社に対してアンケート調査を実施し、回答頂いた。 

図7.12および資料7-1にアンケート票を示す。CADベンダ各社の最新の製品に関して、

CAD 製品の入出力ファイル形式とそのバージョン、技術計算（熱負荷計算、照度計算、

積算等）等を目的とした他ソフトウエアとの連携実績調査、今後のデータ互換性対応予定、

および、BIM の展開について調査を行った。 

 

 
図 7.12 CAD ソフトウエアのデータ互換性に関するアンケート票 
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アンケート回答の集計結果を図 7.13 および資料 7-1 に示す。各ファイル形式に対して、

CAD 製品が入力・出力に対応しているか否か、また、対応している場合はそのバージョ

ンについても可能な範囲で記載している。一部の CAD 製品については、入力と出力で対

応するファイル形式のバージョンが異なる場合があり、そのようなケースについては、入

力と出力それぞれの対応バージョンを記載した。 

■CADソフト（設備・意匠分野）の入出力ファイル形式

NYKシステムズ 四電工 ダイキン工業 ダイテック シスプロ オートデスク グラフィソフト A&A ベントレー・システムズ
福井コンピュータ
アーキテクト

Rebro
2013SP1(Rev.4)

CADEWA Real
(2015)

FILDER Rise
(V1.8)

CADWe'll Tfas
(7)

DesignDraft
(Ver6.0)

Autodesk Revit
(2015)

ArchiCAD
(18)

Vectorworksシリーズ

(2015)

Bentley AECOSim
Building Designer
Ver.08.11.09.750

GLOOBE
(2015)

ceq BE-Bridgeファイル
in / out

(Ver.1.0～6.0)
in / out

(Ver.1.0～6.1)
in / out

(Ver.1.0～6.0)
in / out

(Ver.1.0～6.1)
in / out

(Ver.1.0～6.1)
(デザインドラフト)

ifc IFCファイル
in / out
(2x3)

in / out
(2x3)

in
(2x3)

in / out
(2x3)

in / out
(2x3)

in / out
(2x2(Coordination View, BCA e-
Plan Check), 2x3(Coordination
View 2.0, GSA Concept Design
BIM 2010, Basic FM Handover
View, Extended FM Handover

View), 4 Basic Coordination
View 2.0)

in / out
(2x3)

in / out
(2X2,2X3)

in / out
(2X2,2X3)

in / out
(2x3)

dxf AutoCADファイル
in / out

(2000～2014)
in / out

(R12～2015)

in / out
(in:R12～R2015,
out:R12～2009)

in / out
(R12～2013)

in / out
(R14～2013)

in / out
(2000～2015)

in / out
(2000～2014)

in / out
(in:v2.5～2015,
out:R12～2015)

in / out
(R14～2014)

in / out
(R12～2013)

dwg AutoCADファイル
in / out

(2000～2014)
in / out

(R12～2015)

in / out
(in:R13～R2015,
out:R13～2009)

in / out
(R12～2013)

in / out
(R14～2013)

in / out
(2000～2015)

in / out
(2000～2014)

in / out
(in:v2.5～2015,
out:R12～2015)

in / out
(R14～2014)
Real DWG

in / out
(R12～2013)

jww JWWCADファイル
in / out

(V6.00～V7.11)
in / out

(V2.3～V7.11)

in / out
(in:V2.3～V8.00a,

out:V2.3～V5)

in / out
(～V7.11)

in / out
プラグイン製品にて対応

(A&A JWコンバータ

V2.22〜V7)

in / out
(V7)

xvl XVLファイル
in / out
(P-XVL)

3ds 3D Studioファイル in in / out in / out in in / out

skp SketchUpファイル
in

(部品登録のみ）
in / out in in / out in in / out

in / out
(Ver8)

dgn MicroStationファイル
in / out

(V7,V8i(SS3))
in / out

(V8)
in / out

(V7)
in / out

(V7,V8i(SS3))

bmp, jpg,
png, trg, tif 画像ファイル in / out

in/out
(bmp,tiff,jpg,jpeg,png)

in / out
(in:bmp,tiff,jpeg,gif,

png,out:bmp,tiff,jpeg)

in / out
(in:bmp,tiff,jpg,jpeg,

out:bmp,tiff,jpg)

in in / out
(bmp,jpg,jpeg,png)

in / out in / out in
in / out

(bmp,jpg,jpeg,png)

avi 動画ファイル
out

(3Dより)
out

(3Dキット)
out out

out
out out

fbx FilmBoxファイル in / out out out in / out

dwf Design Reviewファイル
in / out

(V6.0のみ)
out in / out

in/out
(V4.2〜V6.0)

sat ACISファイル in / out in / out in / out in / out

PDF PDFファイル

in / out
(in:Raster,

Figure&Text)
out in / out out in/out in / out in / out in

iges IGESファイル in / out in / out in / out

sat SATファイル in / out in / out in / out

stl STLファイル in / out in/out out in / out out

x_t Parasolidファイル in / out
in / out
(X_T)

in / out

jwc JW_CADの図面ファイル in in / out in / out in/out
プラグイン製品にて対応

(A&A JWコンバータ

V2.22〜V7)
in

mpw DRA_CADの図面ファイル in
in

(mpz/mpx)

sfc SXF仕様のSFCファイル
in / out
(Ver2）

in / out
(Ver2～Ver3.0）

in / out
(Ver2～Ver3.1）

p21 SXF仕様のP21ファイル
in / out
(Ver2）

in / out
(Ver2～Ver3.0）

in / out
(Ver2～Ver3.1）

wrl VRMLファイル out
in

(部品登録のみ）
out in / out out

ArchiCAD、Revit、
KAP、Tekla Structures、
Flow Designer、Solibri
Model Checker、
Navisworks、
NaviPortal、Archi FM

Revit Structure、KAP、

Tekla Structures、
Solibri Model Checker、
Navisworks、Patina、
見積CRAFT、

積算らいでん
PLANEST(みつもりくん)、
Luminous Planner、
EVAGIO、DUCTCAM

PLANEST ef
PLANEST Bits

Revit Structure、KAP、

Tekla Structures、
J-BIM施工図CAD、

Solibri Model Checker、
Navisworks

WindPerfectDX、
STREAM、

Google Earth、Walkinside

Simulation CFD、STREAM、

WindPerfect、3ds Max、
FKS/FN、Super Build、
SirCAD、ADS-Win、CASBEE

FlowDesiner、
PAL for ArchiCAD、

STREAM、SAVE-建築、

INSPIRER、ヘリオス、

Ecotect、Windperfect、
ThermoRender 4 Pro

ThermoRender、
SimTread、Shadow、
Windworks、DIALux、
FlowDesigner、
SAVE-建築

TP-Planner、
WindPerfectDX、
Google Earth

TP-Planner、SIRCAD、

Brain、Helios、
J-BIM施工図CAD、

FloｗDesigner、
WindPerfectDX、
SAVE-建築,コストナビ

今回、記載は日本国内製品であ
るが、海外でもOPENBIMコン

セプトにより様々なソフトと連
携を実施。

拡張子 ファイル説明

他ソフトとの技術連携

備　考

●設備・意匠分野の最新CADソフト（設備・意匠分野）において入出力可能なファイル形式について平成27年2月にアンケート調査を行いました。

●下表は株式会社NYKシステムズ、株式会社四電工、ダイキン工業株式会社、株式会社ダイテック、株式会社シスプロ、オートデスク株式会社、グラフィソフトジャパン株式会社、エーアンドエー株式会社、株式会社ベントレー・システムズ

福井コンピュータアーキテクト株式会社（順不同）のアンケートへの回答に基づいて作成しています。

●回答は11社中、10社から受領しました。（平成27年2月2日現在）

 

図 7.13 CAD ソフトウエアのデータ互換性に関するアンケート結果 

（一部加工・抜粋） 
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■設備CADソフト間及び設備CADソフトと意匠CADソフトとの連携（設備CADソフトの入力）

NYKシステムズ 四電工 ダイキン工業 ダイテック シスプロ

Rebro
2013SP1(Rev.4)

CADEWA Real
(2015)

FILDER Rise
(V1.8)

CADWe'll Tfas
(7)

DesignDraft
(Ver6.0)

NYKシステムズ
Rebro

2013SP1(Rev.4)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2014)

.dwg(R12～2014)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2014)

.dwg(R13～2015)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(R14～2013)

.dwg(R14～2013)

四電工
CADEWA Real

(2015)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(2000～2014)

.dwg(2000～2014)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2014)

.dwg(R13～2014)

.ceq(Ver.1.0～6.1）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ceq(Ver.1.0～6.1）

.ifc(2x3)

.dxf(R14～2013)

.dwg(R14～2013)

ダイキン工業
FILDER Rise

(V1.8)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.dxf(2000～2009)

.dwg(2000～2009)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.dxf(R12～2009)

.dwg(R12～2009)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.dxf(R12～2009)

.dwg(R12～2009)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.dxf(R14～2009)

.dwg(R14～2009)

ダイテック
CADWe'll Tfas

(7)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(2000～2013)

.dwg(2000～2013)

.ceq(Ver.1.0～6.1）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R13～2013)

.ceq(Ver.1.0～6.1）

.ifc(2x3)

.dxf(R14～2013)

.dwg(R14～2013)

シスプロ
DesignDraft

(Ver6.0)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(2000～2013)

.dwg(2000～2013)

.ceq(Ver.1.0～6.1）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R13～2013)

.ceq(Ver.1.0～6.1）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

オートデスク
Autodesk Revit

(2015)

.ifc(2x3)

.dxf(2000～2014)

.dwg(2000～2014)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2015)

.dwg(R12～2015)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2015)

.dwg(R13～2015)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ifc(2x3)

.dxf(R14～2013)

.dwg(R14～2013)

グラフィソフト
ArchiCAD

(18)

.ifc(2x3)

.dxf(2000～2014)

.dwg(2000～2014)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2014)

.dwg(R12～2014)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2014)

.dwg(R13～2014)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ifc(2x3)

.dxf(R14～2013)

.dwg(R14～2013)

A&A
Vectorworks

(2015)

.ifc(2x3)

.dxf(2000～2014)

.dwg(2000～2014)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2015)

.dwg(R12～2015)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2015)

.dwg(R13～2015)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ifc(2x3)

.dxf(R14～2013)

.dwg(R14～2013)

ベントレー
・システムズ

Bentley AECOSim
Building Designer
Ver.08.11.09.750

.ifc(2x3)

.dxf(2000～2014)

.dwg(2000～2014)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2014)

.dwg(R12～2014)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2014)

.dwg(R13～2014)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ifc(2x3)

.dxf(R14～2014)

.dwg(R14～2014)

福井コンピュータ
アーキテクト

GLOOBE
(2015)

.ifc(2x3)

.dxf(2000～2013)

.dwg(2000～2013)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R13～2013)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ifc(2x3)

.dxf(R14～2013)

.dwg(R14～2013)

特記事項

受け（インポート）側

設備CAD

送
り
（

エ
ク
ス
ポ
ー

ト
）

側

意匠CAD

設備CAD

●平成25年度のCADソフト（設備・意匠分野）の入出力ファイル形式に関するアンケートへの回答を基に、C‐CADEC 空衛設備EC推進委員会空衛BIM研究WGにおいて下表を作成いたしました。

●下表はBE‐Bridgeファイル、IFCファイル、DXFファイル、DWGファイルについて、各社のアンケートへの回答を比較することにより作成いたしました。

●下表は設備CAD及び意匠CAD（表側に記載）から出力したファイルを設備CAD（表頭に記載）に対して連携する際のファイル互換性について記載しております。

●下表は各社のアンケートへの回答を整理した結果であり、実データによる確認ではない為、互換性を保証するものではありません。

 
図 7.14 設備 CAD ソフト間および設備 CAD ソフトと意匠 CAD ソフトとの連携 

（設備 CAD ソフト入出力）（イメージ） 

 

また、CAD ベンダ各社からのアンケート回答に基づき、設備ソフトと他の建築系ソフ

トとの連携について設備 CAD ソフトから出力する場合と設備 CAD ソフトへ入力する場

合に分けた整理を行った。図 7.14 および資料 7-1 は設備 CAD ソフトから出力する場合に

ついて、BE-Bridge ファイル、IFC ファイル、DXF ファイル、DWG ファイルの連携可能

性を、各社のアンケート回答から比較、整理した結果である。 

ただし、図 7.14、資料 7-1 は各社のアンケート回答を元に整理した資料であり、実デー

タでの確認を行っていない。委員からは、CAD 間のデータ連携については建築業界の課

題となっており、継続的な実データの互換性確認が実施されることが望ましいとの意見が

挙がった。 
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８．電気設備 EC 推進委員会 活動報告 

 
８．１ 活動テーマ 
 活動計画に示されている平成 26 年度の主な活動テーマは以下の通りである。 

 

（１）電設分野における Stem 仕様の BIM 対応改訂 

（２）電設分野における BE-Bridge 仕様の BIM 対応改訂 

（３）電設分野における BIM に係る検討 

 

８．２ 活動経過 
○電気設備 EC 推進委員会 

平成 26 年 7 月 4 日(金) 第 1 回電気設備 EC 推進委員会 

   ・平成 26 年度の活動計画について 

   ・その他 

 

平成 27 年 2 月 25 日(水) 第 2 回電気設備 EC 推進委員会 

   ・電設版 BE-Bridge、Stem の改定について 

   ・平成 26 年度の活動報告について 

   ・その他 

 

○電気設備 3WG 合同 WG 

平成 26 年 7 月 4 日(金) 第 1 回 電気設備 3WG 合同会 

   ・平成 26 年度の活動計画ならびに各 WG 実施計画について 

・平成 26 年度の活動テーマの進め方および作業調整 

   ・その他 

 

平成 26 年 8 月 27 日(水) 第 2 回 電気設備 3WG 合同会 

   ・Stem 改訂作業について 

   ・BE-Bridge 改訂作業について 

・アンケートまとめについて 

・資料アーカイブ方針について 
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平成 26 年 10 月 15 日(水) 第 3 回 電気設備 3WG 合同会 

   ・Stem/CI-NET 統合コードの考え方について 

   ・Stem 属性項目の英文案について 

   ・BE-Bridge における機器部材フォーマットの活用について 

   ・その他 

 

平成 26 年 12 月 17 日(水) 第 4 回 電気設備 3WG 合同会 

   ・Stem/CI-NET 統合コード案について 

   ・Stem 属性項目の構成について 

   ・Stem 外形図作成基準について 

   ・Stem 単位 ID の改定内容について 

   ・BE-Bridge 部材名称 (商標の扱い)について 

   ・その他 
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８．３ 活動結果 

 

８．３．１ 電設分野における Stem 仕様の BIM 対応改訂 

電気設備分野における Stem についてはこれまで、仕様改訂やデータ拡充の取組みを中心

に活動してきた。近年の Stem に関する C-CADEC の主な活動概要を次図に示す。 

 
図 8.1 Stem に係る主な活動 

 

電設 Stem 

平成 12 年度 

平成 13 年度 

平成 14 年度 

平成 15 年度 

平成 16 年度 

平成 17 年度 

平成 18 年度 

平成 19 年度 

平成 20 年度 

平成 21 年度 

平成 22 年度 

空衛 Stem 

Stem Ver.8.0 策定

仕様改訂検討 

・SXF への対応検討 

・組合せ機器、外形図の 
取り扱い等検討 

・2D 外形図作成ルール

等、運用ルールの検討 

データ拡充の取組み 

・サブセット仕様 
検討 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

“Stem Chain”コンセプト策定

・設備分野コア 
メンバ会議開催 

Stem と CI-NET の統合コード案策定

・設備分野コア 
メンバ会議での 
継続協議 

仕様(案)改訂検討 

・検索システム 
インタフェース検討

・照明器具仕様検討

・受配電盤、電力 
機器等仕様検討 

データ拡充の取組み 

・ミニマム仕様検討 

データ拡充の実施 

商流連携検討 

平成 23 年度 ・統合コード案 
対応状況確認 
 
 
 
 
 

・BIM 対応改定 

・日本電設工業協会

(JECA)との連携検

討 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・電設統合コード策定

・電設正式仕様化 

平成 24 年度 

平成 25 年度 Stem Ver.9.0 策定

平成 26 年度 

・日本照明器具工業会

(JLA）フォーマットと

の仕様調整 

Stem Ver.10.0 策定 
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（１）年初計画の概要 

平成 26 年度は C-CADEC の活動は最終年度となるため、BIM 対応への端緒とすること

を念頭に、1) 電設分野における Stem 仕様の BIM 対応改訂、2) 電設分野における

BE-Bridge 仕様の BIM 対応改訂、3) 電設分野における BIM に係る検討活動を実施するこ

ととした。図 8.2 に年初作成した Stem 電設仕様検討 WG の活動ロードマップを示す。 

 

委員会・WG WG WG WG 委員会
前年度案確認 仕様書化

分類方針策定 分類案作成

（中/小分類）

項目別付番 CI-NET摺合せ

・照明器具

・盤等

方針確認 仕様書化

BIM利用

項目検討

仕様追加

項目検討

作成案検討

名称案提示 審議・確定

方針確認 仕様書化

空衛状況説明 空衛案検討 電設案策定 作成案検討

作成依頼

テストモデル

作成依頼

内容・課題検討 必要項目修正

空衛案検討

モデル課題検討

属性項目英語名称追加

仕様属性
項目整備

属性項目検討

Stem仕様
改訂承認

3D外形図
対応

追加部材・機器検討

機器分類
コード改訂

・LED等
追加検討

分類案作成

 
図 8.2 Stem 電設仕様検討 WG 活動テーマ 

 

 

（２）機器分類コード改定と新規光源機器の追加 

CI-NET コードと Stem コードの統合・改定に際しては、統合コードの共同利用先となる

CI-NET 設備見積 WG から強い要望があったことを鑑み、旧 Stem コードではなく、現状利

用実績の多い CI-NET コードをもとに、照明機器部分の更新を実施することとし、統合コ

ードを策定した。 

策定に当たっては、①中・小・細分類をそれぞれ光源・用途・形状を示すものとして再定

義、今後の新項目追加を容易にするとともに、②カタログのインデックスを元に作成された

Stem コードの利便性を新コードでも引き続き担保すべく、旧 Stem コード中分類の要素を

統合コードの小分類、用途項目の一部として入れ込むこととした。また、③新光源機器の追

加に際しては、LED 機器、有機 EL 機器を新たに定義し、必要項目の追加を完了した。新 

コードの体系概要を表 8.1 に示す。
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表 8.1 CI-NET/Stem 統合コード 照明機器部分概要 

ﾘﾚｰｼｮﾝ ﾘﾚｰｼｮﾝ

1 000 - - 00 - 00 - 1 000 -

2 010 蛍光灯器具 用途 01 一般 10 一般施設用照明器具 標準 2 003 直付け

3 020 白熱灯器具 用途 02 防水・防湿 20 特定施設用照明器具 標準 3 006 吊り下げ

4 030 高圧放電灯 用途 03 密閉 30 特殊用途用照明器具 特殊用途 4 007 下面開放

5 500 未定・その他光源器具 用途 04 安全増防爆 50 非常用照明器具 標準 5 009 埋込み(半埋込み)

6 510 LED器具 用途 05 耐圧防爆 51 非常用照明_電池内蔵 標準 6 010 埋込カ バー

7 520 有機EL器具 用途 06 低温用器具 52 非常用照明_電池別置 標準 7 012 ブラ ケット

8 07 高温用器具 60 誘導灯 誘導灯 8 015 ダウンラ イ ト

9 ﾘﾚｰｼｮﾝ 08 耐食耐酸器具 61 通路誘導灯_電池内蔵 誘導灯 9 018 コードペンダント

# 070 照明制御システム 各部材 09 ｸﾘｰﾝﾙｰﾑ用器具 62 通路誘導灯_電池別置 誘導灯 # 021 システム

# 075 ラ ンプ・光源 各部材 65 避難口誘導灯_電池内蔵 誘導灯 # 024 投光器

# 080 安定器 各部材 66 避難口誘導灯_電池別置 誘導灯 # 027 庭園灯

# 170 照明用ポール 各部材 70 住宅・店舗意匠照明器具 標準 # 030 外灯

# 190 照明器具部材 各部材 80 その他屋内用照明器具 標準

# 90 屋外照明器具 標準

# 91 建物周辺部用照明器具 標準 01 小型・直付け 1 一般型

# 92 景観・道路用照明器具 標準 02 小型・吊り下げ 2 薄型

93 屋外特殊施設用照明器具 標準 03 小型・埋込み 3 スリム型

04 中型・直付け 4 点滅式

# 05 中型・吊り下げ 5 点滅式誘導音付

# 06 中型・埋込み 6 滅光形

# 07 大型・直付け 7 四面型

# 08 大型・吊り下げ

#

000 -

010 シャンデリア

020 スタンド

030 殺菌灯

040 防虫蛾・誘蛾灯

041 電撃殺虫器

042 誘蛾灯

050 医療用照明器具

060 暗室用照明器具

070 検査用照明器具

080 水中照明

090 レーザー光線

100 建築化照明

110 航空障害灯装置

111 航空障害灯装置　2灯式

特殊用途区分

中分類 小分類 細分類

光源・部材を定義 用途を定義 形状を定義

光源区分 用途区分 標準区分

部材区分

各部材テーブルは個別に設定されているため省略

（ラ ンプ・光源にLED関連を追加、航空障害灯を調整した以外変更なし）

誘導灯区分

 
※イタリック体は統合コード策定に伴い、旧 CI-NET コードから拡張された部分。削除された部分については省略。 

 

 

（３）仕様属性項目の整備 

Stemの将来展開を念頭に、属性項目英文名称の策定、ならびに属性項目整理を実施した。 

英文名称の策定に当たっては、英語・米語など地域によって表記の異なる部材があるとの

指摘を受け、国際電気標準会議(IEC)をはじめとした国際的な団体で利用されているテクニ

カルタームへの準拠を念頭に、IEC のメンバーに協力を依頼し、作成を行った。 

属性項目の整理については、Stem コードの体系が旧コードから CI-NET コードベースの

新コードに変更されたことに伴って、機器分類自体が変化したため、機器毎に策定した項目

全てについて改廃が必要となった。よって、昨年度までの議論により定義が必要とされてい

た盤・照明機器に限定して更新・仕様化を実施、外形寸法項目など、機器別に同内容を定義、

重複している内容の整理を実施した。 
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表 8.2 仕様属性項目改訂(英文名称追記、CI-NET/Stem 統合コード対応、抜粋) 

 

【機器管理情報】
1100 メーカコード maker code MAKERCODE CHAR コード 6 1
1200 機器分類コード category code CGRYCODE CHAR コード 14 1
1300 メーカ型番 product code NAME1 CHAR テキスト 50 1
1400 型式名称 product name NAME2 CHAR テキスト 100 1
1500 製品リリース年月日 product release date DATE CHAR テキスト 10 1
1510 製造停止年月日 manufacturing stoppage date MANUF_STOP CHAR テキスト 10 1
1600 仕様書バージョン specification version SPVER CHAR テキスト 2 1

6010 <見積・その他仕様情報> 標準価格 normal price PRICE テキスト NUMBER 数字 9 3
6020 備    考 note NOTE テキスト CHAR テキスト 32 3
6110 設置区分 setting class SET_CLAS テキスト CHAR コード 6 4
6120 設置形態 setting style SET_FORM テキスト CHAR コード 6 4

6200 <拡張仕様情報＞ 組合せフラグ assembly flag ASS_FLG テキスト NUMBER 数字 1 1

10010 <電気設備共通仕様情報> 定格周波数 rated frequency RATE_FREQ 〃 HZ NUMBER 数字 2 2
10020 定格電圧Ｖ rated voltage V RATE_V 〃 EV NUMBER 数字 5 2
10030 定格電圧ｋＶ rated voltage kV RATE_kV 〃 EKV NUMBER 数字 5 2
10040 定格電流Ａ rated current A RATE_A 〃 EA NUMBER 数字 3 2
10050 定格電流ｋＡ rated current kA RATE_kA 〃 EKA NUMBER 数字 3 2
10060 塗装色 body color COLOR 〃 テキスト CHAR テキスト 10 2
10070 形式 type TYPE 〃 テキスト CHAR テキスト 10 2
10080 定格容量ｋＶＡ rated capacity kVA RATE_CAP_kVA 〃 EKVA NUMBER 数字 5 2
10090 認定／仕様 setting/specification BY_STAND 〃 テキスト CHAR テキスト 20 2
10100 外形寸法  Ｗ external size width EL_SIZE_W 〃 MM NUMBER 数字 6 2
10110 外形寸法  Ｈ external size hight EL_SIZE_H 〃 MM NUMBER 数字 6 2
10120 外形寸法  Φ external size diameter EL_SIZE_P 〃 MM NUMBER 数字 6 2
10130 長さ寸法  Ｌ（Ｄ） external size length (or depth) EL_SIZE_L 〃 MM NUMBER 数字 6 2
10140 質量 product weight EL_WEIGHT 〃 MM NUMBER 数字 6 2

仕様ID
仕様属性
項目No

仕様属性項目 名称(英語)

ファイル作成時入力文字規定

仕様属性項目ID 条件設定ID
単位ID

(単位グループ)
属 性

ﾌｨｰﾙﾄﾞ形
式

桁数 ﾚﾍﾞﾙ

 
 

（４）3D 外形図への対応 

3D 外形図対応については、原則として空衛設備 EC 推進委員会の策定した案を、共通仕

様として援用することとした。そのため、空衛案の援用に必要となる正面、配置基準点など

についての定義を実施、仕様書内容を更新した。 

 

 

図 8.3 3D 外形図対応 部材別正面・配置点定義（抜粋） 
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８．３．２ 電設分野における BE-Bridge 仕様の BIM 対応改訂 

平成 19 年度から取り組んできた電設版 BE-Bridge の仕様検討は、平成 22 年度に、Ver5.0

として規格化が成された。近年の BE-Bridge に関する C-CADEC の活動概要は以下の通り

である。 

 

図 8.4  BE-Bridge に係る主な活動 

 

 
電設 BE-Bridge 

平成 12 年度 

平成 13 年度 

平成 14 年度 

平成 15 年度 

平成 16 年度 

平成 17 年度 

平成 18 年度 

平成 19 年度 

平成 20 年度 

平成 21 年度 

空衛 BE-Bridge 

BE-Bridge Ver.3.0 策定 

・BE-Bridge と電設 ACC のデータ連携検討 

BE-Bridge Ver.5.0 策定 

・電子納品基準としての SXF への対応検討 
・XML への対応検討 

・実用事例の調査 

・BE-Bridge による CAD/CAM 連携実証実験の実施 
・SXF Ver.3 データ交換実証実験の実施 

・仕様メンテナンスルール策定 

ダクト 配管 

・Ver.3.0 準拠度テストの実施 

BE-Bridge Ver.4.0 策定 
ダクト 配管 

建築 

ダクト 配管 

建築 機器 

電気 

・電設分野 3D 化 
検討開始 

・Ver.4.0 CAD 製品実装状況調査 
・単線形状、冷媒管、サヤ管追加検討

・電設仕様の 
実証実験を実施 

・電設仕様案作成

・CAD 製品実装状況調査 
・資材追加検討 

平成 22 年度 

平成 23 年度 BE-Bridge Ver.6.0 策定 
ダクト 配管 

建築 機器 

電気 

空調 
器具 

平成 24 年度 

平成 26 年度 
BE-Bridge Ver.7.0 策定

平成 25 年度 BE-Bridge Ver.6.1 策定 

・電設資材追加
・BIM 対応改訂 

・空衛資材追加 
・積算情報定義追加 ・3D 版 BIM 対応改定 

ダクト 配管 

建築 機器 

電気 

空調 
器具 
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（１）年初計画の概要 

BE-Bridge 電設部材に関しては、取り合い調整ニーズの高い部材を中心として部材フォ

ーマット・パターンデータの改訂・拡充を検討する事とした。 

図 8.5 に年初作成した BE-Bridge 電設仕様検討 WG の活動ロードマップを示す。 

 

委員会・WG WG WG WG 委員会・WG
方針確認 仕様書化

追加対象検討 部材ﾌｫｰﾏｯﾄ

・ﾊﾟﾀｰﾝ等検討

方針確認 仕様書化

盤の扱い 配電・分電盤等

対象検討

部材ﾌｫｰﾏｯﾄ

検討

機器仕様策定
電設機器
仕様策定

BE-Br idge
改訂承認

追加部材検討
電設部材
追加検討

 

図 8.5 BE-Bridge 電設仕様検討 WG 活動テーマ 

 

（２）部材追加に係る検討 

平成 26 年度における電設部材の追加検討においては、電設の部材は意匠が重視される器

具(照明器具、コンセント等)、若しくは各建物特性に合わせたワンオフの機器(盤等)と、現

状の図面・モデル上には現れない配線材が中心であり、現段階で BE-Bridge を活用して交

換されるべき追加搬送系部材は無いのではとの問題提起が成された。 

一方、平成 25 年度より、照明器具や盤等の電設部材を機器として BE-Bridge 上で交換す

ることを検討してきたが、これら部材の交換については、正式に機器部材フォーマットを活

用することとした。 

また、データ交換時に有用と思われる外形寸法などの属性情報は、出来る限り出力するよ

う、仕様書の機器部材フォーマット部分に明記した。 

 

 

図 8.6 機器部材フォーマットにおける出力定義（抜粋） 
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（３）電設 BE-Bridge 仕様の改定 

機器部材フォーマットの活用方針を決定したため、属性項目の仕様定義については Stem

仕様属性項目を活用することとした。その他の改定として、材質・外装コードのケーブルラ

ック部分について、特定企業の登録商標を用いている部分があった。商標法上問題となるた

め、同項目については対応を行った。 

 

８．３．３ 電設分野における BIM に係る検討 

平成 23 年度より「電設 BIM 研究 WG」を設立し、近年注目を集める BIM 等の建築・設

備関連情報の電子化に係る動向を踏まえ、BIM 研究タスクフォースでの検討事項に基づき、

電気設備分野における BIM に係る検討を行った。 

 

（１）年初計画の概要 

平成 23 年度より実施しているアンケート調査結果について、平成 26 年度は過去 3 カ年

分の内容について総合的に分析を行い、電設分野における BIM のニーズと発展の可能性、

現状の課題等を整理した。 

また、C-CADEC がその活動を終了することに伴い、電気設備分野においても BIM 検討

について、成果のアーカイブ化を検討した。 

委員会・WG WG WG WG 委員会・WG
検討・実施

アンケート 結果報告

 

図 8.7 電設 BIM 研究 WG ロードマップ 

 

（２）アンケート内容の分析 

過去 3 カ年分のアンケートからは、電設分野における BIM のニーズが高まっていない現

状が確認されてきたが、内容を詳細に分析すれば、そもそも利用依頼がないという声の他に、

BIM 活用のためのインフラが整っていない事を問題視する声も多く見られた。 

平成 26 年度は C-CADEC の活動最終年度ということから、BE-Bridge、Stem について

電設仕様を確定、上記の声に応えることを最優先としたため、アンケート分析の取りまとめ

は、その実施を見送ることとした。 

 

（３）アーカイブ化 

成果物のアーカイブ化を進めるため、これまでの電設 EC 推進委員会における成果の洗い

出しを行った。Stem、BE-Bridge に加え、電気設備標準シンボルデータ交換用中間ファイ

ル仕様(ACC)、電気設備標準シンボルコード一覧表など、C-CADEC 電設分野における成果

物全てのデータを列挙し、C-CADEC の Web サイトに掲載した。 
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９．技術調査委員会 活動報告 

 

９．１ 活動テーマ 

 活動計画に示されている平成 26 年度の主な活動テーマは以下の通りである。 

 

（１）C-CADEC 成果の活用方法検討・関連動向の調査 

（２）建築プロセス電子化の動向、標準化動向の調査 

（３）建設現場における IT 活用動向と事例の調査 

 

９．２ 活動経過 

○技術調査委員会 

平成 26 年 10 月 29 日(水) 第 1 回 技術調査委員会 

・活動計画について 

・本年度講演テーマについて 

・その他 

 

平成 27 年 2 月 23 日(水) 第 2 回 技術調査委員会 

・講演会結果について 

・本年度報告書について 

・その他 

 

 

○講演会 

平成 27 年 1 月 19 日(月)  技術調査委員会 講演会  

・官庁営繕における BIM の取組 

・BIM 政府シンポジウム 2014 での最近の BIM 動向 

・FM における BIM 活用 JFMA BIM・FM 研究部会活動の成果 
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９．３ 活動結果 

９．３．１ C-CADEC 成果の普及・関連動向の調査 

（１）関連動向の調査 

 建築プロセス分野の BIM、情報共有、空衛設備 EC 分野の Stem、BE-Bridge、電気設備

EC 分野の電設版 Stem、電設版 BE-Bridge に関して、会員企業等における成果の活用事例、

普及事例を調査した。これら活動の結果抽出された先進的な取り組みの事例、上記と関連の

深い他団体の取り組み等については、講演会による事例紹介を行った。 

 平成 26 年度は以下ポイントを念頭に調査を実施、講演テーマの比較検討を行った。 

 

a．平成 25 年度講演会アンケート結果 

平成 26 年度の講演テーマについて、前年度技術調査委員会講演会の来場者へのアンケー

ト調査（有効回答者数 28 名、延べ 72 件の回答）を参考にした。 

図 9.1 にアンケート結果を示す。国土交通省の試行案件、BIM・データライブラリにおけ

る国内外動向、電気分野における BIM 取り組み、ファシリティマネジメントの 4 分野に対

する関心が高かった。 

 

 
図 9.1 平成 26 年度の講演テーマ 

 

b．諸団体の BIM 関連活動調査 

①平成 26 年 3 月、国土交通省が「BIM ガイドライン」を公表した。ガイドラインは平成

26 年度以降の官庁営繕事業（設計業務及び工事）について、受注者判断で BIM を利用する

場合や、技術提案に基づく技術的検討を行うにあたって BIM を利用する場合等に適用され

る。 
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②日本ファシリティマネジメント協会（JFMA）は、BIM・FM 研究部会において、「BIM・

FM ガイドライン」の作成と、新たなビジネスモデルの構築を目指した活動を実施してきた。

平成 26 年度末に、その成果が「BIM・FM ガイドブック」として公表される予定である。 

③-1 日本建設業連合会（IT 推進部会） 

日本建設業連合会（IT 推進部会・BIM 専門部会）は、平成 26 年 12 月に施工段階におけ

る元請と専門工事会社との連携手引き「施工 BIM のスタイル」を発刊した。また、米国

BIMForum の「Level of Development」を調査・分析し、検証用の施工 LOD サンプル BIM

モデル作成などの成果をあげており、平成 27 年度中の「（仮称）日建連-施工 LOD（Level of 

Development）」発刊を目指し活動中である。 

③-2 日本建設業連合会（設備部会） 

設備部会、設備情報化専門部会は、「設備機器 BIM（3D）データの普及促進」を目指し、

C-CADEC と協同した機器メーカー等への働きかけを行ってきた。平成 26 年度も引き続き、

C-CADEC の空衛 EC 推進委員会にオブザーバー参加をいただいた。 

 

c．C-CADEC 活動テーマへの関心 

①C-CADEC の活動への関心について、平成 25 年度技術調査委員会講演会の来場者への

アンケート結果を、図 9.2 に示す（有効回答者数は 35 件、延べ 111 件の回答）。 

 

 
図 9.2 C-CADEC の活動テーマへの関心 
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② C-CADEC への期待について、平成 25 年度技術調査委員会講演会の来場者へのアン

ケート結果を、図 9.3 に示す（有効回答者数は 35 件、延べ 71 件の回答）。 

 

 
図 9.3 C-CADEC への期待 

 

 

９．３．２ 建築プロセス電子化の動向、標準化動向の調査 

建築プロセスの電子化は、設計から納品に至るまで、様々な試行が実施されているところ

である。このため、国（国土交通省官庁営繕部、法務省大臣官房施設課など）、各業界団体

（日建連、建築家協会、建築学会など）、BIM 関連団体（IAI 日本、日本ファシリティマネ

ジメント協会、次世代公共建築協会など）を対象として、建築プロセスの電子化の取組動向

について情報収集を行った。 

これら情報収集に際しては、会員からの情報提供、ヒアリング、Web サイト、文献等を

活用した。得られた成果については、必要に応じて講演会等を開催し、会員へ広く情報提供

を図った。 
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９．３．３ 建設現場における IT 活用動向と事例の調査 

「施工」、「維持管理」における BIM の利用や「CIM」に関して、会員への情報提供を図

ることを計画し、以下をはじめとしたテーマについて調査を行った。 

 

ａ．施工 

① 「須賀川市新庁舎」（福島県須賀川市）…東日本大震災により全壊した旧庁舎の建替

案件。1 日も早い再建に向け、BIM をはじめとした先進技術を活用することをプロポ

ーザル上の要件とした。結果、従来工期と比較して設計で 1 カ月、工事では 2 カ月の

短縮が実現される見込みである。設計は佐藤総合計画、施工は安藤ハザマ・笠原特定

JV が担当した。地方公共団体による BIM 活用の先行事例といえる。 

（参考 URL： http://www.city.sukagawa.fukushima.jp/3417.htm） 

 

 

ｂ．維持管理 

① 東大安田講堂改修工事（東京大学）…安田講堂は 1925 年の竣工。東日本大震災の際、

ガラスやタイルの一部が落下するなどの被害が生じたこと、建物自体の老朽化が進んで

いたことなどから、検討の結果耐震改修を実施することとなった。改修にあたっては

3D スキャナの活用により、小屋組の鉄骨全体のモデル化を実施した他、竣工当初から

の天井板の意匠変更部分の発見などにも役立てた。設計は東大キャンパス計画室・同施

設部、ならびに香山壽夫建築研究所。施工は清水建設が担当した。 

（参考 URL： http://www.nikkei.com/article/DGXMZO77113730W4A910C1000000/） 

 

② 「NTT ファシリティーズ新大橋ビル」（NTT ファシリティーズ）…NTT ファシリテ

ィーズでは、設計から FM まで一貫した運用の研究を、竹中工務店、日本 IBM との共

同で実施してきたが、実施自社の研究開発拠点新築に合わせ、その実証プロジェクトを

立ち上げた。同社では、BIM を活用した情報収集と管理コストの削減により、ライフ

サイクルコストを従来対比で 2 割削減するとしている。設計は NTT ファシリティーズ、

施工は竹中工務店・共立建設 JV が担当した。 

（参考 URL： 

http://static-dc.autodesk.net/content/dam/autodesk/www/suites/autodesk-building-

design-suite/docs/pdf/autdesk_ntt_high.pdf） 
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ｃ．CIM 

① 産学官による CIM の構築について（国土交通省）…国土交通省では平成 24 年度よ

り CIM 導入に向けた取り組みを実施しているが、平成 26 年 12 月 4 日、以下の 5 案件

について、CIM 導入ガイドラインの策定に向けた課題抽出と対応検討のため産学官の

検討体制を構築、実モデル構築を通じた検討を行う事を発表した。 

 

 橋梁（2 件） 

  関東地方整備局横浜国道事務所： 横浜環状南線 栄 IC・JCT（仮称） 

  関東地方整備局北首都国道事務所： 国道４号東埼玉道路 大落古利根川側道橋 

 

 トンネル（1 件） 

  中部地方整備局浜松河川国道事務所：佐久間道路 浦川地区第一トンネル 

 

 ダム（１件） 

  東北地方整備局北上川ダム統合管理事務所： 胆沢ダム 

 

 河川（１件） 

  北陸地方整備局千曲川河川事務所： 荻原築堤護岸他工事等 
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９．３．４ 講演会の開催 

（１）講演会テーマ 

平成 26 年度の技術調査委員会活動テーマに決定に際しては、前節までで収集したデータ、

事例を参考にしつつ、C-CADEC の各委員会、WG の活動に資するよう検討を実施した。 

結果、講演会では以下の通り、3 テーマについてご講演をいただいた。 

 

日  時： 平成 27 年 1 月 19 日（月）15:00 – 17:00 

場  所：一般財団法人建設業振興基金 301 会議室 

講 演１：『官庁営繕事業における BIM の取組』 

国土交通省 大臣官房 官庁営繕部 整備課 施設評価室 

企画専門官 末兼 徹也 氏 

 
講 演２：『BIM 政府シンポジウム 2014(シンガポール)での最近の BIM 動向』 

一般財団法人 建築保全センター 

専務理事 寺本 英治 氏 

 
講 演３：『FM における BIM 活用 日本ファシリティマネジメント協会 

（JFMA） BIM・FM 研究部会活動の成果』 

大成建設株式会社 設計本部 専門技術部 まちづくり・建築計画室 

室長 猪里 孝司 氏 

 

講演 1 は、プロセス電子化の動向、標準化動向の観点から、建設業界に大きな影響を与え

る官庁営繕事業における BIM への取り組みについて、昨年度に続き、国土交通省官庁営繕

部に説明いただいた。平成 26 年度に発表された「官庁営繕事業における BIM モデルの作

成及び利用に関するガイドライン」について、ガイドラインの構成内容に加え、各試行案件

から得られた知見など背景についても解説いただいた。 

講演 2 においては、海外における BIM 動向について、シンガポールで開催された BIM

政府シンポジウムの概要を解説いただいた。講演では多数のセッション、ディスカッション

の内容を網羅、ご紹介いただいたことで、諸外国の BIM 推進状況のみならず、多国間の比

較やベンダの将来ビジョンに至るまで、体系的な理解につながるものとなった。 

講演 3 では、日本ファシリティマネジメント協会(JFMA)の活動を元に、ファシリティマ

ネジメント(FM)の立場から見た BIM について講演をいただいた。FM とは企業の経営基

盤・経営活動における一つの柱であり、効果的な活用には正確なデータが不可欠であるとい

うお話は、意匠の確認や取り合い調整にとどまらない、BIM の活用範囲の広がりを再認識

させるものとなった。
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（２）講演会概要 

講演 1：『官庁営繕事業における BIM の取組』 

本講演では、平成 26 年 3 月に、国土交通省が公表した「BIM ガイドライン」について、

解説いただいた。 

国土交通省は、平成 22 年 3 月に「官庁営繕事業における BIM 導入プロジェクトの開始

について」を公表、施設整備・保全に係る行政コストの削減、官庁施設の品質確保、及び官

庁施設における顧客満足度の向上を目的として、BIM を用いた設計を試行した。 

具体的には、平成 22 年度より新宿労働総合庁舎、23 年度より静岡地方法務局藤枝出張所、

前橋地方合同庁舎を対象に試行が実施されたが、これら案件から①設計内容の可視化、②建

物情報の入力、整合性確認、③建物情報の統合・一元化についての成果が得られた旨が報告

された。 

また、これらに基づいて策定された「BIM ガイドライン」については、各項目の意図や

背景についても細かく説明いただいた。来場者からは、改めて説明いただいたことで、ガイ

ドラインへの理解がより深まったなどの声が寄せられた。 

 

 

図 9.4 「官庁営繕事業における BIM モデルの作成および 

利用に関するガイドライン」概要 

（出典：国土交通省 大臣官房 官庁営繕部 末兼氏講演資料より引用） 
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講演 2：『BIM 政府シンポジウム 2014(シンガポール)での最近の BIM 動向』 

平成 26 年 10 月 13 日～16 日の日程で、シンガポールにて開催された BIM 政府シンポジ

ウム(Government BIM Symposium 2014)の内容を解説いただいた。 

同シンポジウムは 2013 年にシンガポール建設産業庁(BCA)の提唱で始まったもので、主

にアジアとヨーロッパ諸国を対象として、BIM に関連する経験と情報を交換・共有する政

府機関会合を開催した。 

今回の講演では、①シンガポールの BIM ロードマップ、②Autodesk の BIM 活用ビジョ

ン、③英国における BIM ロードマップ、④BIM を対象とした ISO(国際標準化機構)の規格

化取り組み、⑤マグロウヒルによる国別 BIM 状況レポート、⑤FM における活用（理論か

ら実践へ）などのメインセッションを中心に、講演内容の報告が成された。 

まず BCA より、シンガポールの BIM 活用ロードマップについての報告が成された。総

コストが 9,000 万シンガポールドル(≒81 億円)以上の公共プロジェクトでは、建築、土木・

構造、設備に至るまでほぼ 100％、1,400 万シンガポールドル以下のプロジェクトでも、概

ね 50％の導入率を達成しており、今後は FM・AM 分野への活用展開やプロセス変革の実

現、技術開発に注力していくとのことであった。 

報告からは、諸外国の公共機関における積極的な BIM 推進状況が報告されただけでなく、

国際標準の策定作業が相当程度進捗している点が確認されており、講演会参加者からは、わ

が国としても積極的に取り組むべきとの声があがった。 

 

 
図 9.5 BIM 政府シンポジウムの概要 

（出典：一般財団法人建築保全センター 寺本氏講演資料より抜粋して引用） 
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講演 3：『FM における BIM 活用 日本ファシリティマネジメント協会（JFMA） 

 BIM・FM 研究部会活動の成果』 

日本ファシリティマネジメント協会(JFMA)における活動を元に、ファシリティマネジメ

ント（FM）の立場から見た BIM について講演いただいた。 

講演では FM を、単なる設備の維持管理ではなく、施設資産・利用環境を経営戦略的視

点から総合的・統括的に企画、管理、活用する活動と定義、FM は企業の経営基盤・経営活

動における一つの柱であるとし、その効果的な運用には正確なデータが不可欠と指摘した。 

しかし、現状においては必要データの入力をバラバラに行っているため、重複や手戻りな

どの情報連携不備により、特に発注者が大きな損失を被っている事を指摘した。そのため、

BIM を活用とした一気通貫での情報作成による業務の効率化に期待が持たれるとし、BIM

を FM で活用するための基盤整備が必要となる旨認識が示された。 

こうした現状に対応するため、JFMA では 27 年 3 月に、BIM・FM ガイドブックを発行

するとのことで、講演会参加者からは内容に期待する声があがっていた。 

 

 

図 9.6 情報連携不備による損失 

（出典：大成建設 猪里氏講演資料より抜粋して引用） 
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１０．評議会会員名簿 
（平成 27 年 3 月末現在、五十音順、敬称略） 

 

１０．１ 評議会会員企業 
 

㈱安藤・間 ダイキン工業㈱ 

㈱NYK システムズ 大成建設㈱ 

㈱大塚商会 ダイダン㈱ 

㈱大林組 ㈱ダイテック 

㈱奥村組 ㈱竹中工務店 

㈱関電工 東光電気工事㈱ 

㈱きんでん 東芝キヤリア㈱ 

グラフィソフト ジャパン㈱ 東洋熱工業㈱ 

㈱コスモ・ソフト 日立アプライアンス㈱ 

㈱コモダ工業システム KMD ㈱日立プラントサービス 

㈱CI ラボ 三菱重工業㈱ 

㈱シスプロ ㈱三菱総合研究所 

㈱ジャパンテクニカルソフトウエア 三菱電機㈱ 

新菱冷熱工業㈱ ㈱安井建築設計事務所 

須賀工業㈱ ㈱四電工 

(30 会員) 
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１０．２ 評議会および各委員会名簿 
 
１０．２．１ 評議会 
 
議 長 (一財)建設業振興基金 理事長 内田 俊一 

評議員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

㈱安藤・間 社長室 情報システム部 部長 髙馬 洋一 

㈱NYK システムズ 開発部 古賀 信貴 

㈱大塚商会 
PLM ソリューション第一営業部 

首都圏 PLM サポート 2 課 課長 
飯田 千恵 

㈱大林組 グローバル ICT 推進室 部長 川畑 徹 

㈱奥村組 管理本部 情報システム部 部長 飛田 智 

㈱関電工 営業統轄本部 副本部長兼エンジニアリング部長 牧野 俊亮 

㈱きんでん 技術本部 本部長 田中日出男

グラフィソフト ジャパン㈱ プロダクトマーケティングマネージャ 平野 雅之 

㈱コスモ・ソフト システム開発室 室長 吉村 幸治 

㈱コモダ工業システム KMD 代表取締役 山本 正文 

㈱CI ラボ 代表取締役 山下 純一 

㈱シスプロ 取締役 本田 礼之 

㈱ジャパンテクニカル 

ソフトウエア 

デジタル制御システム本部 第 2 システム部 企画推進室

室長 
中村 利明 

新菱冷熱工業㈱ 技術統括本部 BIM センター 専任課長 谷内 秀敬 

須賀工業㈱ 業務本部 業務企画室 室長 三木 秀樹 

ダイキン工業㈱ 電子システム事業部 開発・技術部 開発グループ 北原 順次 

大成建設㈱ 建築本部 建築部 企画室 次長 中谷 晃治 

ダイダン㈱ 技術研究所 所長 佐々木洋二

㈱ダイテック 名古屋技術部 部長 芦原 司 

㈱竹中工務店 グループ ICT 推進室 室長 後藤 尚生 

東光電気工事㈱ 設計部 部長 清野 秀一 

東芝キヤリア㈱ 経営情報システム部エンジニアリングシステム担当 参事 田中 稔 

東洋熱工業㈱ 東京本店 工事管理二部 CAD 課 CAD 課長 藤田 純一 

日立アプライアンス㈱ 
空調事業部 空調営業本部 

ソリューション営業部 部長代理 
森 崇 

㈱日立プラントサービス 
設備事業本部 設備設計センター 理事 設備設計センター

長 
吉見 潔 

三菱重工業㈱ 機械・設備システムドメイン 冷熱事業部 主席部員 鳥井 厚至 

㈱三菱総合研究所 ソリューション部門統括室(技術総括担当) 副本部長 三嶋 良武 

三菱電機㈱ 空調冷熱計画部 計画グループ  グループマネージャー 川島 正明 
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評議員 
㈱安井建築設計事務所 

㈱安井ファシリティーズ 

IPD ビジネスモデル推進室 ゼネラルマネージャー 
中元 三郎 

㈱四電工 CAD 開発部 部長 秋月 伸夫 

 

ｵ ﾌ ﾞ ｻ ﾞ ｰ ﾊ ﾞ ｰ 国土交通省  大臣官房官庁営繕部 整備課施設評価室 室長 山田 稔 

国土交通省 大臣官房官庁営繕部 整備課施設評価室 企画専門官 末兼 徹也 

国土交通省 大臣官房 技術調査課 課長補佐 高須 博幸 

 国土交通省 土地・建設産業局 建設市場整備課 企画専門官 水草 浩一 

 国土交通省 土地・建設産業局 建設市場整備課 建設振興第二係長 三好 朋宏 
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１０．２．２ 運営委員会 
 

委員長 ㈱CI ラボ 代表取締役 山下 純一 

副委員長 千葉工業大学 工学部建築都市環境学科 准教授 寺井 達夫 

建築技術支援協会 理事 泉 清之 

委 員 ㈱ダイテック  榊原 克巳 

㈱大林組 グローバル ICT 推進室 部長 川畑 徹 

㈱竹中工務店 グループ ICT 推進室 システム企画・整備 1 グループ長 森 康久 

大成建設㈱ 建築本部 建築部 企画室 次長 中谷 晃治 

㈱関電工 営業統括本部 副部長兼エンジニアリング部長 牧野 俊亮 

㈱CI ラボ 顧問 岡 正樹(故人)

㈱大林組 建築本部 本部長室 副部長兼情報企画課長 森川 直洋 

㈱安井建築設計事務所 
㈱安井ファシリティーズ 

IPD ビジネスモデル推進室 ゼネラルマネージャー 
中元 三郎 

㈱竹中工務店 設計本部 設計企画部 部長 ICT 担当 能勢 浩三 

新菱冷熱工業㈱ 首都圏事業部 設計二部 設計三課 専任課長 澁谷 寿夫 

㈱関電工 ㈱ベイテクノ 取締役社長 鈴木 義夫 

㈱安藤・間 建築事業本部 技術統括部 企画設計部 IT 担当部長 松野 義幸 
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１０．２．３ 建築 EC 推進委員会 
 

（１）委員会 

 

委員長 ㈱CI ラボ 顧問 岡 正樹(故人)

委員長 
代行 

㈱大林組 建築本部 本部長室 副部長 兼 情報企画課長 森川 直洋 

㈱安井建築設計事務所 
㈱安井ファシリティーズ 

IPD ビジネスモデル推進室ゼネラルマネージャー 
中元 三郎 

㈱竹中工務店 設計本部 設計企画部 部長 ICT 担当 能勢 浩三 

委 員 ㈱安藤・間 建築事業本部 技術統括部 企画設計部 IT 担当部長 松野 義幸 

㈱奥村組 管理本部 情報システム部 システム管理課 主任 鳥飼 裕之 

㈱関電工 営業統轄本部品質工事管理部 佐藤 憲一 

グラフィソフト ジャパン㈱ プロダクトマーケティングマネージャ 平野 雅之 

㈱ジャパンテクニカル 

ソフトウェア 

デジタル制御システム本部 

第 2 システム部 企画推進室 室長 
中村 利明 

㈱ジャパンテクニカル 

ソフトウェア 

デジダル制御システム本部 

第 2 システム部 企画推進室 主任 
中田 克成 

大成建設㈱ 建築本部 建築部 企画室 次長 中谷 晃治 

㈱ダイテック  榊原 克巳 

㈱ダイテック 名古屋技術部 部長 芦原 司 

㈱ダイテック 名古屋技術部 開発 2 グループ リーダー 山口 正明 

㈱四電工 CAD 開発部開発課 副長 西原 功二 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 森ビル㈱ 設計統括部 設計推進部 専門部長 添川 光雄 
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（２）情報共有検討 WG 

 

主 査 ㈱大林組 建築本部 本部長室 副部長 兼 情報企画課長 森川 直洋 

ﾒﾝﾊﾞｰ ㈱奥村組 管理本部 情報システム部 システム管理課 主任 鳥飼 裕之 

㈱関電工 営業統轄本部 品質工事管理部 佐藤 憲一 

㈱CI ラボ 顧問  岡 正樹(故人)

㈱ジャパンテクニカル 

ソフトウェア 

デジダル制御システム本部 

第 2 システム部 企画推進室 主任 
中田 克成 

新菱冷熱工業㈱ 技術統括本部 BIM センター 専任課長 谷内 秀敬 

大成建設㈱ 建築本部 建築部 企画室 次長 中谷 晃治 

㈱ダイテック  榊原 克巳 

㈱ダイテック 名古屋技術部 部長 芦原 司 

㈱ダイテック 名古屋技術部 開発２グループ リーダー 山口 正明 

㈱四電工 CAD 開発部 CAD 開発課 副長 西原 功二 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 国土交通省 大臣官房官庁営繕部 整備課施設評価室 営繕技術専門官 城澤 道正 

国土交通省 大臣官房官庁営繕部 整備課施設評価室 情報企画係長 廣井 達也 

川田テクノシステム㈱ 
ICT ソリューション部 

シニアコンサルティングマネージャー 
伊藤 昌隆 

㈱構造計画研究所 エンジニアリング営業部  定末 凡人 

森ビル㈱ 設計統括部 設計推進部 専門部長 添川 光雄 
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（３）建築 BIM 研究 WG 

 

主 査 
㈱安井建築設計事務所 

㈱安井ファシリティーズ 

IPD ビジネスモデル推進室 ゼネラルマネージャー 
中元 三郎 

副主査 ㈱竹中工務店 設計本部 部長 ICT 担当 能勢 浩三 

ﾒﾝﾊﾞｰ ㈱安藤・間 建築事業本部 技術統括部 企画設計部 IT 担当部長 松野 義幸 

㈱大塚商会 
PLM ソリューション第一営業部 

首都圏 PLM サポート 2 課 課長 
飯田 千恵 

㈱大林組 設計本部 プロジェクト推進部 部長 小林 利道 

㈱大林組 設計本部 本部長室 情報企画課 担当課長 山極 邦之 

グラフィソフト ジャパン㈱ プロダクトマーケティング マネージャ 飯田 貴 

グラフィソフト ジャパン㈱ プロダクトマーケティング マネージャ 平野 雅之 

㈱CI ラボ 顧問 岡 正樹(故人)

㈱シスプロ 取締役 本田 礼之 

㈱シスプロ 企画グループ マネージャー 山田 麻起子 

新菱冷熱工業㈱ 技術統括本部 BIM センター 専任課長 谷内 秀敬 

大成建設㈱ 
設計本部 専門技術部 まちづくり・建築計画室  

シニア・アーキテクト 
友景 寿志 

大成建設㈱ 建築本部 技術部 技術計画室 課長 友近 利昭 

大成建設㈱ 建築本部 技術部 技術計画室 課長 浅沼 勝彦 

㈱ダイテック  榊原 克巳 

㈱ダイテック 名古屋技術部 部長 芦原 司 

㈱ダイテック 名古屋技術部 開発 2 グループ リーダー 山口 正明 

㈱安井建築設計事務所 東京事務所 情報プレゼンテーション部 部長 繁戸 和幸 

㈱安井建築設計事務所 大阪事務所 情報・プレゼンテーション部 主事 戸泉 協 

㈱四電工 CAD 開発部 開発課 副長 西原 功二 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 国土交通省 大臣官房官庁営繕部 整備課 課長補佐 南 雄介 

国土交通省 大臣官房官庁営繕部 整備課施設評価室 企画専門官 末兼 徹也 

㈱梓設計 情報システム部 部長 柴峯 一廣 

デロイト トーマツ PRS㈱ 代表取締役社長 土手 英俊 

㈱日建設計 設計部門 設計部長 奥山 隆平 

(公社)日本建築家協会  木村 年男 

日本郵政㈱ 不動産部門 不動産企画部 部長 似内 志朗 

前田建設工業㈱ 建築事業本部 建築設計第１部 チーム長 綱川 隆司 

森ビル㈱ 設計統括部 設計推進部 専門部長 添川 光雄 
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１０．２．４ 空衛設備 EC 推進委員会 
（１）委員会 

委員長 新菱冷熱工業㈱ 首都圏事業部 設計二部 設計三課 専任課長 澁谷 寿夫 

委 員 ㈱安藤・間 建築事業本部 技術統括部 企画設計部 IT 担当部長 松野 義幸 

㈱NYK システムズ 開発部 部長 小倉 哲哉 

㈱NYK システムズ 開発部 古賀 信貴 

㈱大林組 
建築本部 PD センター 

(兼)東京本店建築事業部設備工事部 主席技師 
焼山 誠 

㈱コスモ・ソフト システム開発室 室長 吉村 幸治 

㈱コモダ工業システム KMD 専務取締役 青山 和幸 

㈱CI ラボ 顧問 岡 正樹(故人)

㈱シスプロ 取締役 本田 礼之 

㈱シスプロ CAD 開発グループ チーフ 佐藤 昌孝 

新菱冷熱工業㈱ 技術統括本部 BIM センター 専任課長 谷内 秀敬 

須賀工業㈱ 業務本部 業務企画室 室長 三木 秀樹 

ダイキン工業㈱ 電子システム事業部 開発・技術部 開発グループ  北原 順次 

ダイキン工業㈱ 電子システム事業部 開発・技術部 開発グループ  柴田 賢成 

大成建設㈱ 設計本部 テクニカルデザイン群 シニア・エンジニア 上村 透 

ダイダン㈱ 技術本部 業務管理部 部長  木村 眞巳 

ダイダン㈱ 開発技術本部 技術研究所環境システム開発課 部長代理 鳥越 順之 

ダイダン㈱ 開発技術本部 課長 水島 龍一郎

㈱ダイテック 名古屋技術部 部長 芦原 司 

㈱ダイテック 名古屋技術部 開発 2 グループ リーダー 山口 正明 

㈱竹中工務店 東京本店見積部 主任 佐久間 学 

東芝キヤリア㈱ 経営情報システム部エンジニアリングシステム担当参事 田中 稔 

東洋熱工業㈱ 東京本店 工事管理二部 CAD 課 CAD 課長 藤田 純一 

日立アプライアンス㈱ 空調事業部空調営業本部 ｿﾘｭｰｼｮﾝ営業部 部長代理 森 崇 

㈱日立プラントサービス 経営戦略本部 IT グループ 課長 川合 潔 

三菱重工業㈱ 機械・設備ｼｽﾃﾑﾄﾞﾒｲﾝ 冷熱事業部営業部営業管理課 主任杉田 浩康 

三菱電機㈱ ㈱リクエスト・システム・ WIN2K ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ ｾﾝﾀｰ長 池浦 恒信 

㈱四電工 関連事業本部 CAD 開発部 部長 秋月 伸夫 

㈱四電工 関連事業本部 CAD 開発部 CAD 開発課 副長 織田 孝之 

㈱四電工 関連事業本部 CAD 開発部 CAD 開発課 副長 西原 功二 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ (社)日本ガス協会 総務部 総務グループ  石井 俊博 

(株)梓設計 機械システム部 部長 原 崇哲 

パナソニック㈱ 
ES 社 R&D 企画室 開発プロセス革新グループ BIM 企

画・推進チーム チームリーダー 
中谷 光男 
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（２）Stem 検討 WG 

 

主 査 
㈱大林組 

建築本部 PD センター 

(兼)東京本店建築事業部設備工事部 主席技師 
焼山 誠 

副主査 ダイキン工業㈱ 電子システム事業部 開発・技術部 開発グループ  北原 順次 

副主査 ㈱日立プラントサービス 経営戦略本部 IT グループ 課長 川合 潔 

ﾒﾝﾊﾞｰ ㈱NYK システムズ 開発部 部長 小倉 哲哉 

㈱NYK システムズ 開発部 古賀 信貴 

㈱コスモ・ソフト システム開発室 室長 吉村 幸治 

㈱コモダ工業システム KMD 専務取締役 青山 和幸 

㈱シスプロ CAD 開発グループ チーフ 佐藤 昌孝 

㈱シスプロ 取締役 本田 礼之 

新菱冷熱工業㈱ 首都圏事業部 設計二部 設計三課 専任課長 澁谷 寿夫 

新菱冷熱工業㈱ 技術統括本部 BIM センター 専任課長 谷内 秀敬 

須賀工業㈱ 業務本部 業務企画室 室長 三木 秀樹 

ダイキン工業㈱ 電子システム事業部 開発・技術部 開発グループ 柴田 賢成 

㈱ダイテック 名古屋技術部 部長 芦原 司 

㈱ダイテック 名古屋技術部 開発 2 グループ リーダー 山口 正明 

㈱竹中工務店 東京本店 見積部 主任 佐久間 学 

東芝キヤリア㈱ 経営情報システム部ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ担当 参事 田中 稔 

東洋熱工業㈱ 東京本店 工事管理二部 CAD 課 次長 渡邉 秀夫 

東洋熱工業㈱ 東京本店 工事管理二部 CAD 課 課長 藤田 純一 

日立アプライアンス㈱ 
空調事業部 空調営業本部  

ソリューション営業部 部長代理 
森 崇 

三菱重工業㈱ 
機械・設備システムドメイン 冷熱事業部 

空調機技術部 主席技師 
川合 秀直 

三菱重工業㈱ 
機械・設備システムドメイン 冷熱事業部 

営業部 営業管理課 主任 
杉田 浩康 

三菱電機㈱ ㈱リクエスト・システム WIN2K ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ ｾﾝﾀｰ長 池浦 恒信 

三菱電機㈱ ㈱リクエスト･システム システム開発部 専任 小牧 義和 

㈱四電工 CAD 開発部 部長 秋月 伸夫 

㈱四電工 CAD 開発部 開発課 副長 織田 孝之 

㈱四電工 CAD 開発部 開発課 副長 西原 功二 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ ラティス･テクノロジー㈱ 営業統括本部 本社営業部 アカウントマネージャー 佐藤 剛 

ラティス･テクノロジー㈱ 業務統括本部 情報システム部 グループリーダー 倭 康司 

 
パナソニック㈱ 

ES 社 R&D 企画室 開発プロセス革新グループ 

BIM 企画・推進チーム チームリーダー 
中谷 光男 
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（３）BE-Bridge 検討 WG 

 

主 査 須賀工業㈱ 業務本部 業務企画室 室長 三木 秀樹 

副主査 ㈱ダイテック 名古屋技術部 部長 芦原 司 

ﾒﾝﾊﾞｰ ㈱NYK システムズ 開発部 部長 小倉 哲哉 

㈱NYK システムズ 開発部 古賀 信貴 

㈱大林組 
建築本部 PD センター 

(兼)東京本店建築事業部設備工事部 主席技師 
焼山 誠 

㈱コスモ・ソフト システム開発室 室長 吉村 幸治 

㈱コモダ工業システム KMD 専務取締役 青山 和幸 

㈱シスプロ 取締役 本田 礼之 

㈱シスプロ CAD 開発グループ チーフ 佐藤 昌孝 

新菱冷熱工業㈱ 技術統括本部 BIM センター 専任課長 谷内 秀敬 

新菱冷熱工業㈱ 首都圏事業部 技術六部 技術一課長 高田 治樹 

新菱冷熱工業㈱ 首都圏事業部 設計二部 設計三課 専任課長 澁谷 寿夫 

ダイキン工業㈱ 電子システム事業部 開発技術部 開発グループ 北原 順次 

ダイキン工業㈱ 電子システム事業部 開発技術部 開発グループ 柴田 賢成 

㈱ダイテック 名古屋技術部 開発 2 グループ リーダー 山口 正明 

東芝キヤリア㈱ 
経営情報システム部 

エンジニアリングシステム担当 参事 
田中 稔 

東洋熱工業㈱ 東京本店 工事管理二部 CAD 課 次長 渡邉 秀夫 

東洋熱工業㈱ 東京本店 工事管理二部 CAD 課 CAD 課長 藤田 純一 

㈱日立プラントサービス 経営戦略本部 IT グループ 課長 川合 潔 

㈱四電工 CAD 開発部 部長 秋月 伸夫 

㈱四電工 CAD 開発部 開発課 副長 織田 孝之 

㈱四電工 CAD 開発部 開発課 副長 西原 功二 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ (一社)IAI 日本 高砂熱学工業㈱：技術企画部 担当部長 今野 一富 
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(４）空衛 BIM 研究 WG 

 

主 査 新菱冷熱工業㈱ 首都圏事業部 設計二部 設計三課 専任課長 澁谷 寿夫 

副主査 ㈱日立プラントサービス 経営戦略本部 IT グループ 課長 川合 潔 

ﾒﾝﾊﾞｰ ㈱NYK システムズ 開発部 古賀 信貴 

㈱大林組 
建築本部 PD センター 

(兼)東京本部建築事業部設備工事部 主席技師 
焼山 誠 

㈱コスモ・ソフト システム開発室 室長 吉村 幸治 

㈱CI ラボ 顧問 岡 正樹(故人) 

新菱冷熱工業㈱ 首都圏事業部 技術六部 技術一課長 高田 治樹 

新菱冷熱工業㈱ 技術統括本部 BIM センター 専任課長 谷内 秀敬 

須賀工業㈱ 業務本部 業務企画室 室長 三木 秀樹 

ダイキン工業㈱ 電子システム事業部 開発・技術部 開発グループ 北原 順次 

ダイキン工業㈱ 電子システム事業部 開発・技術部 開発グループ 柴田 賢成 

大成建設㈱ 設計本部 テクニカルデザイン群 シニア・エンジニア 上村 透 

ダイダン㈱ 技術本部 業務管理部 部長  木村 眞巳 

ダイダン㈱ 
開発技術本部 技術研究所 

環境システム開発課 部長代理 
鳥越 順之 

ダイダン㈱ 東京本社技術第四部技術第三課 部長代理 島田 正明 

ダイダン㈱ 開発技術本部 課長 水島龍一郎 

㈱ダイテック 名古屋技術部 部長 芦原 司 

㈱ダイテック 名古屋技術部 開発 2 グループ リーダー 山口 正明 

東芝キヤリア㈱ 
経営情報システム部 

エンジニアリングシステム担当 参事 
田中 稔 

東洋熱工業㈱ 東京本店 工事管理二部 CAD 課 次長 渡邉 秀夫 

東洋熱工業㈱ 東京本店 工事管理二部 CAD 課 CAD 課長 藤田 純一 

日立アプライアンス㈱ 
空調事業部 空調営業本部 

ソリューション営業部 部長代理 
森 崇 

三菱重工業㈱ 
機械・設備システムドメイン 冷熱事業部 

冷熱営業部 営業管理課 主任 
杉田 浩康 

三菱電機㈱ 
㈱リクエスト・システム WIN2K サポートセンター セ

ンター長 
池浦 恒信 

㈱四電工 CAD 開発部 部長 秋月 伸夫 

㈱四電工 CAD 開発部 開発課 副長 織田 孝之 

㈱四電工 CAD 開発部 開発課 副長 西原 功二 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 

 

国土交通省 大臣官房官庁営繕部設備･環境課 課長補佐 三ツ木浩剛 

(NPO 法人)設備ｼｽﾃﾑ研究会 川崎設備工業㈱ 東京支店 技術システム室 吉田 広章 
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ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ ラティス･テクノロジー㈱ 営業統括本部 本社営業部 アカウントマネージャー 佐藤 剛 

ラティス･テクノロジー㈱ 業務統括本部 情報システム部 グループリーダー 倭 康司 

(株)梓設計 機械システム部 部長 原 崇哲 
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１０．２．５． 電気設備 EC 推進委員会 
 
（１）委員会 

 

委員長 ㈱関電工 ㈱ベイテクノ 取締役社長 鈴木 義夫 

委 員 

 

㈱安藤・間 建築事業本部技術統括部企画設計部 IT 担当部長 松野 義幸 

㈱NYK システムズ 開発部 古賀 信貴 

㈱関電工 営業統轄本部 品質工事管理部 佐藤 憲一 

㈱きんでん 技術本部 技術統轄部 副部長 岡 泰秀 

㈱きんでん 技術本部 技術統轄部 副部長 渡辺 宏光 

㈱コスモ・ソフト システム開発室 室長 吉村 幸治 

大成建設㈱ 設計本部 品質管理部 品質管理室 シニア・エンジニア 藤掛 典子 

㈱ダイテック  井岡 良文 

㈱ダイテック 名古屋技術部 部長 芦原 司 

㈱ダイテック 名古屋技術部 開発 2 グループ リーダー 山口 正明 

東光電気工事㈱ 設計部 担当課長 畠山 丈登 

東光電気工事㈱ 設計部 担当課長 大野 真章 

㈱四電工 CAD 開発部 部長 秋月 伸夫 

㈱四電工 CAD 開発部 開発課 副長 西原 功二 

㈱四電工 CAD 開発部 開発課 主任  木原 誠二 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ (一社)日本電設工業協会 調査・技術課 参事 高張健太郎 

パナソニック㈱ 
ES 社 R&D 企画室 開発プロセス革新グループ 

BIM 企画・推進チーム チームリーダー 
中谷光男 

東芝ライテック㈱ 
マーケティング戦略部 マーケット企画部  

プロモーション・IS 担当 参事 
菊地 壮一 
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（２）Stem 電設仕様検討ＷＧ 

 

主 査 ㈱きんでん 技術本部 技術統轄部 副部長 岡 泰秀 

ﾒﾝﾊﾞｰ ㈱NYK システムズ 開発部 古賀 信貴 

㈱関電工 営業統轄本部 品質工事管理部 佐藤 憲一 

㈱関電工 ㈱ベイテクノ 取締役社長 鈴木 義夫 

㈱コスモ・ソフト システム開発室 室長 吉村 幸治 

大成建設㈱ 設計本部 品質管理部 品質管理室 シニア・エンジニア 藤掛 典子 

㈱ダイテック  井岡 良文 

㈱ダイテック 名古屋技術部 部長 芦原 司 

㈱ダイテック 名古屋技術部 開発 2 グループ リーダー 山口 正明 

東光電気工事㈱ 設計部 担当課長 畠山 丈登 

㈱四電工 CAD 開発部 部長 秋月 伸夫 

㈱四電工 CAD 開発部 開発課 副長 西原 功二 

㈱四電工 CAD 開発部 開発課 主任 木原 誠二 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 
東芝ライテック㈱ 

マーケティング戦略部 マーケット企画部  

プロモーション・IS 担当 参事 
菊地 壮一 

 (一社) 日本電設工業協会 調査・技術課 参事 高張健太郎

 
パナソニック㈱ 

ES 社 R&D 企画室 開発プロセス革新グループ 

BIM 企画・推進チーム チームリーダー 
中谷光男 
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（３）BE-Bridge 電設仕様検討 WG 

 

主 査 ㈱関電工 営業統轄本部品質工事管理部 佐藤 憲一

ﾒﾝﾊﾞｰ ㈱NYK システムズ 開発部 古賀 信貴

㈱関電工 ㈱ベイテクノ 取締役社長 鈴木 義夫

㈱きんでん 技術本部 技術統轄部 副部長 渡辺 宏光

㈱コスモ・ソフト システム開発室 室長 吉村 幸治

㈱ダイテック  井岡 良文

㈱ダイテック 名古屋技術部 部長 芦原 司 

㈱ダイテック 名古屋技術部 開発 2 グループ リーダー 山口 正明

東光電気工事㈱ 設計部 担当課長 畠山 丈登

㈱四電工 CAD 開発部 部長 秋月 伸夫

㈱四電工 CAD 開発部 開発課 副長 西原 功二

㈱四電工 CAD 開発部 開発課 主任 木原 誠二

 



 - 95 -

（４）電設 BIM 研究 WG 

 

主 査 ㈱関電工 営業統轄本部 品質工事管理部 佐藤 憲一

副主査 ㈱きんでん 技術本部 技術統轄部 副部長 渡辺 宏光

ﾒﾝﾊﾞｰ ㈱NYK システムズ 開発部 古賀 信貴

㈱コスモ・ソフト システム開発室 室長 吉村 幸治

大成建設㈱ 設計本部 品質管理部 品質管理室 シニア・エンジニア 藤掛 典子

㈱ダイテック  井岡 良文

㈱ダイテック 名古屋技術部 部長 芦原 司 

㈱ダイテック 名古屋技術部 開発 2 グループ リーダー 山口 正明

㈱四電工 CAD 開発部 部長 秋月 伸夫

㈱四電工 CAD 開発部 開発課 副長 西原 功二

㈱四電工 CAD 開発部 開発課 主任 木原 誠二

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 国土交通省 大臣官房官庁営繕部設備・環境課 課長補佐 清水 克紀

東芝ライテック㈱ マーケティング推進部 企画推進部 営業 IS 担当 参事 田島 秀樹

 
パナソニック㈱ 

ES 社 R&D 企画室 開発プロセス革新グループ 

BIM 企画・推進チーム チームリーダー 
中谷光男 
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１０．２．６． 技術調査委員会 
 

委員長 ㈱安藤・間 建築事業本部 技術統括部 企画設計部 IT 担当部長 松野 義幸

委 員 

 

㈱コスモ・ソフト システム開発室 室長 吉村 幸治

㈱ダイテック  榊原 克巳

㈱ダイテック 名古屋技術部 部長 芦原 司 

㈱ダイテック 名古屋技術部 開発 2 グループ リーダー 山口 正明
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１０．２．７． 事務局 
 

事務局 (一財)建設業振興基金 専務理事 有木 久和 

(一財)建設業振興基金 建設産業情報化推進センター 部長 小林 安行 

(一財)建設業振興基金 建設産業情報化推進センター 事業推進課 課長 帆足 弘治 

(一財)建設業振興基金 建設産業情報化推進センター 事業推進課 主任 小西 容子 

(一財)建設業振興基金 建設産業情報化推進センター 事業推進課 主任 荒井 秀一 

(一財)建設業振興基金 建設産業情報化推進センター 事業推進課  小林 龍司 

(一財)建設業振興基金 建設産業情報化推進センター 事業推進課 専門役 山中 隆 

 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

用語説明 

 



 

 

 



［  用語説明  ］ 

用語 説明 

３D モデル 縦・横の座標で表現される2次元に対して、縦・横・高さの3次元座標で仮

想的に3次元形状を表すモデル。3Dオブジェクトモデルという場合は、形

状やCG的な色や材質以外に、定義された形状自体に、柱・壁・梁・開口部

といった部材としての定義がなされ、部材毎に必要な属性を保持できると

ともに、部材間の関連性を持つ。 

AIA (エーアイエー：American Institute of Architects) アメリカ建築家協会。社

団法人日本建築家協会（JIA）とは定期的に協議会を開催している。 

ASP (エーエスピー： Application Service Provider) コンピュータ・ソフトウェア

を販売する代わりに、ネットワーク経由でソフトの機能を有償で提供する

事業者。ユーザにとって、ブラウザ（データ・ファイルの内容を表示するソフ

ト）とインターネットを利用できればソフトウェアを利用できるため、ソフトウ

ェアの導入、運用、更新等の手間をかける必要がなくなるメリットがある。 

BE-Bridge （ビー・ブリッジ：Building Equipment - Brief integrated format for Data 

exchanGE） 異なる設備ＣＡＤソフト間でダクトや配管等の部材の種類や

用途、材質、3次元的な形状、寸法、取付高さなどの情報を受け渡すこと

ができるデータ交換標準。現在、主要な空調衛生設備分野の専用CADソ

フトでもサポートされている。 

BIM (ビーアイエム：Building Information Modeling) 建物の 3 次元情報モデル

を、建設プロジェクトに携わる建築主や設計・施工・設備関係者等が共有

し、生産プロセスに活用する手法またはそのモデル情報のこと。 

CAD (キャド：Computer Aided Design) コンピュータを利用して設計を行う手法

またはそのツールのこと。 

CAE (シーエーイー：Computer Aided Engineering) CAD で作成したモデルデー

タを使用してシミュレーション・分析等を行うこと。 

CAM (キャム：Computer Aided Manufacturing) CAD で作成したモデルデータを

生産機器、工作機器に渡し、製造工程に活用すること。 

C-CADEC （シー・キャディック：Construction-CAD and Electronic Commerce 

Council） 建設業界やその関連業界において、設計や製造に係わる情報

を円滑に交換、有効活用するための標準化や関連ソフトウェアの開発及

び成果の実用化の推進、国際的な技術、標準化動向の調査検討等に取

り組むことを目的として平成8年、財団法人建設業振興基金 建設産業情

報化推進センターに設置された「設計製造情報化評議会」の略称。 

CI-NET （シーアイ・ネット：Construction Industry NETwork） 標準化された方法で

コンピュータ・ネットワークを利用し建設生産に関わる様々な企業間の情

報交換を実現し、建設産業全体の生産性向上を図ろうとするもの｡平成4

年、財団法人建設業振興基金 建設産業情報化推進センターに設置され

た「情報化評議会」の略称。 

CI-NET LiteS （シーアイ・ネット・ライツ） CI-NET標準に基づき、インターネット環境のも

とで簡易にEDIを行うための仕組み。 

EDI （イーディーアイ：Electronic Data Interchange） 電子データ交換。企業間

で行われる受発注や資金決済などの取引のためのデータを通信回線を

介して標準的な規約（可能な限り広く合意された各種規約）によりコンピュ

ータ（端末を含む）間でデータ交換することをいう。 



用語 説明 

IAI (アイエーアイ：International Alliance for Interoperability) 世界に13の国

際支部があり、建築分野で利用するソフトウェアの相互運用を目的とした

IFC仕様の策定と活用普及に向けた活動に取り組んでいる団体。1996年

にIAI日本支部が設立されている。 

IFC (アイエフシー：Industry Foundation Classes) 建築分野で利用するソフトウ

ェアの相互運用を目的とした仕様。IAI が仕様策定と普及活動に取り組ん

でおり、活用検討が進められている。 

IP (アイピー：Integrated Practice） 設計・施工の全フェーズを通して効率を

最適化するために、人やシステム、ビジネス構造、慣行を、全ての関係者

の才能と洞察を利用するプロセスへと統合するプロジェクト遂行手法。 

IPD (アイピーディー：Integrated Project Delivery) 設計・施工の全フェーズを

通して効率を最適化するために、人やシステム、ビジネス構造、慣行を、

全ての関係者の才能と洞察を利用するプロセスへと統合するプロジェクト

遂行手法。 

IT (アイティー:Information Technology) 情報技術｡ICT（Information and 

Communications Technology）「情報通信技術」という用語も用いられてい

る。 

JIA (ジェイアイエー：Japan Institute of Architects) 公益社団法人日本建築家

協会。建築家の団体として、建築関係社会システム改善や建築家の資質

向上に向けた活動に取り組んでいる。 

JACIC (ジャシック：Japan Construction Information Center) 財団法人日本建設

情報総合センター。昭和60年、当時の建設大臣の認可を受け設立した公

益団体。建設分野の情報化や情報技術の開発利用に向けた活動に取り

組んでいる。 

Stem （ステム：STandard for the Exchange of Material equipment library data） 

C-CADECが定めた、設備機器の性能や各種仕様（仕様属性情報）と外観

写真、外形図、性能線図等の各種技術ドキュメントを機器毎のライブラリ

データとして交換するため標準仕様。大手設備機器メーカ各社からStem

に準拠したデータの提供が行われ、国内の主要な建築設備CADソフトで

もサポートされている。 

SXF （エスエックスエフ：Scadec data eXchange Format） 電子納品されたCAD

図面をCADの違いによらず再現して利用できるよう国土交通省が開発し

たCADデータ交換標準仕様。 

サプライチェーン ある製品の原材料が生産されてから最終消費者に届くまでの流通の全て

の過程･工程のこと。狭義の流通だけでなく、その過程において企業の製

造加工等も含める。 

メッセージ 帳票データを表すテキストデータ、および技術データの内容を説明するテ

キストデータの集合体をいう。 

企業識別コード 6桁のコードで1法人につき1つ与えられる｡建設産業に係わる企業の企業

識別コードは財団法人建設業振興基金建設産業情報化推進センターが

発行し、全産業にわたる管理は財団法人日本情報処理開発協会電子商

取引推進センター（ECPC）が行う。建設産業以外の業界の企業が、

CI-NETを利用してEDIを行う場合にも、建設産業情報化推進センターに登

録申請して取得することができる。 

 



 

 

 

 

 

 

 

資料 6-１ 秘密保持契約書（雛型）、同解説書 

 



 

 

 



 

 

秘密保持契約書（雛型） 

 

○○○○株式会社（以下「甲」と言う。）と○○○○株式会社（以下「乙」と言う。）とは、○○○○業務（以下

「本件業務」と言う。）に関し、相互に開示する秘密情報の取扱いについて、次のとおり秘密保持契約を締結する。 

 

（秘密情報） 

第1条 本契約において秘密情報とは、甲又は乙の営業情報、サービス情報等を含み、本件業務のために開示当

事者から受領当事者に書面、電子又は口頭により開示される全ての情報のうち、開示当事者が秘密に保

持すべきものと指定したものを言う。 

２．  前項にかかわらず、次の各号の一に該当する情報は秘密情報に該当しない。 

(1)  取得した時に既に公知、公用となっていたもの 

(2)  取得した後に受領当事者の責によることなく公知、公用となったもの 

(3)  取得する以前に守秘義務を負うことなく既に知得していたもの 

(4)  正当な権利を有する第三者から守秘義務を負うことなく合法的に取得したもの 

 

（秘密保持義務） 

第2条 受領当事者は、開示当事者から開示を受けた秘密情報について厳に秘密を保持し、開示当事者の書面に

よる承諾なく、本契約の内容および秘密情報を開示又は漏洩してはならない。 

２． 前項にかかわらず、受領当事者は、以下の関係者に対し、本件業務に必要な範囲内で、事前に開示当事

者の書面による承諾を得ることなく秘密情報を開示することができる。ただし、受領当事者は秘密情報

の開示を受ける者に対し、本契約に定める秘密保持義務と同等の秘密保持義務を遵守させなければなら

ない。 

(1)  受領当事者の役員および従業員で、本件業務の履行に従事し、かつ、秘密情報の開示を受けることが 

必要な者 

(2)  受領当事者が本件業務を委託する者の役員および従業員で、本件業務の履行に従事し、かつ、秘密情

報の開示を受けることが必要な者 

(3)  受領当事者が本件業務について相談する必要がある弁護士、公認会計士、税理士、不動産鑑定士等の 

専門家 

３．  受領当事者は、前項の開示を行った時は、開示当事者に書面で報告しなければならない。 

４． 第 1 項にかかわらず、次に揚げる場合については、受領当事者は秘密情報を開示することができる。

ただし、受領当事者は、開示を行う前に開示当事者に対して、当該開示の時期、方法および手段につ

いて協議するために最善の努力をなすものとする。 

 

(1)  法令又は官公署の命令により開示することが要求される場合 

(2)  官公署からの要請等、受領当事者による開示に正当な理由があるものと受領当事者が合理的に判断し

た場合 

 

（教育） 

第3条 甲および乙は、関係者に対し、本契約に定める事項を十分に説明するとともに、秘密保持義務を遵守す

るよう教育・周知の対策を講じなければならない。 

 

（管理） 

第4条 甲および乙は、本契約の趣旨に則り、秘密情報を善良なる管理者の注意義務をもって管理する。 

２． 受領当事者は、開示当事者から開示された秘密情報について、厳重に管理の上、関係者のみの取扱い

とし、第三者に貸与、譲渡等してはならない。また、開示当事者からの返還もしくは廃棄の要請があ

る場合、それに従う。 

３． 受領当事者は、開示当事者から開示された秘密情報を本件業務の目的にのみ使用するものとし、事前

に開示当事者の書面による承諾を得ることなく他のいかなる目的にも使用しない。 

 

 

 

 

 

 

（開示当事者による監督） 

第5条 開示当事者は、受領当事者に対し、必要に応じて、秘密情報の管理状況に関する報告等を求めることが

できるとともに、本契約の履行確保のために、受領当事者に対し管理状況の改善を要請することができ

る。 

（権利帰属） 

第6条 秘密情報に係る権利は、秘密情報が無体物又は有体物であるかにかかわらず、全て開示当事者に帰属す

る。当該権利には、著作権および産業財産権等の知的財産権、所有権その他一切の権利を含む。 

２． 本契約に基づき著作権および産業財産権等の知的財産権に関する情報を開示当事者が開示したことを

もって、それらの知的財産権について受領当事者に譲渡又は許諾するものではない。 

 

（秘密情報の返還および廃棄） 

第7条 受領当事者は、本件業務の履行が終了する場合および開示当事者から要請があった場合は、開示当事者

の指示に従い、開示当事者から提供を受けた秘密情報ならびにその複製物および複写物の全てを開示当

事者に返還又は廃棄しなければならない。 

２．  前項にかかわらず、法令で保管義務等の定めのある文書等については当該法令の定めに従う。 

 

（損害賠償） 

第8条 受領当事者は､秘密情報の漏洩等の事故が生じた場合には、速やかに開示当事者に対しこれを報告し、

開示当事者の指示を受けるものとする。 

２． 受領当事者が本契約に定める事項に違反したことにより、開示当事者が損害を被った場合、受領当事者

は開示当事者が被った損害を賠償するものとする。ただし、開示当事者に生じた間接損害、特別損害お

よび逸失利益については、受領当事者は責任を負わないものとする。 

 

（期間） 

第9条 本契約の有効期間は、本件業務の履行が終了するまでとする。 

２． 前項にかかわらず、第 2 条（秘密保持義務）、第 4 条（管理）、第 6 条（権利帰属）および第 8 条（損

害賠償）は本契約の終了後も有効に存続する。 

 

（解除） 

第10条 甲および乙は、相手方が本契約に定める条項の一に違反したときは、本件業務の委託契約を解除するこ

とができる。 

 

（管轄） 

第11条 本契約について争いが生じたときは、○○地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする｡ 

 

（その他） 

第12条 本契約に定めのない事項又は疑義が生じた場合、甲および乙は互いに誠意を持って協議のうえ、円滑に

解決を図るものとする。 

 

本契約締結の証として、本書 2 通を作成し、甲乙記名押印の上各 1 通を保管する。 

 

 

平成○年○月○日 

 

甲 

 

 

 

乙 
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前文 

 

（前文） 

○○○○株式会社（以下「甲」と言う。）と○○○○株式会社（以下「乙」と言う。）とは、○○○○業務（以下「本

件業務」と言う。）に関し、相互に開示される秘密情報の取扱いについて、次のとおり秘密保持契約を締結する。 

 

【解説】 

本秘密保持契約書雛型は、建築プロジェクトにおいて発注者と受注者の間で締結される秘密保持契約について、

条項を検討する際の参考情報として例を示したものです。 

 

発注者と受注者の間の秘密情報管理は、「受注者は発注者の情報を漏らさない」、「発注者は受注者の情報を漏

らさない」という 2 つの側面があります。契約条項は、発注者から受注者への一方的で片務的な内容にはせず、

発注者と受注者の双方がお互いの情報を漏洩しないように対策を取り合うことを求めるものにすることが重要

です。 

 

各条項は、C-CADEC 建築 EC 推進委員会情報共有検討 WG の構成員及び C-CADEC 会員企業各社にご協力

を頂き作成しております。 

 

実際に建築プロジェクトで活用される際には、プロジェクトの実情に応じて契約当事者間で各条項の見直しを

行って下さい。 
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第 1条 秘密情報 

 

（秘密情報） 

第1条 本契約において秘密情報とは、甲又は乙の営業情報、サービス情報等を含み、本件業務のために開

示当事者から受領当事者に書面、電子又は口頭により開示される全ての情報のうち、開示当事者が

秘密に保持すべきものと指定したものを言う。 

２．  前項にかかわらず、次の各号の一に該当する情報は秘密情報に該当しない。 

(1)  取得した時に既に公知、公用となっていたもの 

(2)  取得した後に受領当事者の責によることなく公知、公用となったもの 

(3)  取得する以前に守秘義務を負うことなく既に知得していたもの 

(4)  正当な権利を有する第三者から守秘義務を負うことなく合法的に取得したもの 

 

 

【解説】 

発注者所定の秘密保持契約書面では、秘密情報の定義を「発注者が開示する全ての情報」としているケースが多

くあります。この場合、口頭やメールを含む全情報が秘密情報となり、受注者は厳密に管理すべき対象を絞り込め

ずに、情報漏えい対策に多大な労力・時間・費用を要することになります。 

秘密情報の対象を絞ることで、より厳密かつ効率的な秘密情報漏えい対策が実施でき、本当に第三者に漏らして

はいけない秘密情報の漏えいリスクが低減できるケースも多いと思われます。 

 

よって、雛型では秘密情報の定義を「開示当事者から受領当事者に書面、電子又は口頭により開示される全ての

情報のうち、開示当事者が秘密に保持すべきものと指定したものを言う」としています。 

発注者が開示する秘密情報だけでなく、受注者が発注者へ開示する技術情報等にも公開していない技術などの秘

密情報が含まれる場合がありますので、発注者および受注者の双方が、どの情報が第三者に漏洩した場合に損害が

発生するのかを特定しておき、関係者に認識させることが重要です。 

 

2 項にはあまり使い慣れない「公知」、「公用」という単語が用いられています。特許法 29 条 1 項 1 号では公

知技術、同 2 号は公用技術について定義を行っています（3 号は文献公知技術の定義であり、公知技術の１類

型について特に定義したもの）。 

 

特許法第 29 条１項 

産業上利用することができる発明をした者は、次に掲げる発明を除き、その発明について特許を受けることが

できる。 

一. 特許出願前に日本国内又は外国において公然知られた発明 

二. 特許出願前に日本国内又は外国において公然実施をされた発明 

三. 特許出願前に日本国内又は外国において、頒布された刊行物に記載された発明又は電気通信回線を通じ

て公衆に利用可能となつた発明 
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たとえば、講習会・講演会等で講師が受講者に対して講演した場合、受講者という公衆（不特定多数の者）

に対し公開し、公然と知られるようになった講習・講演の内容（提示した資料を含む）は公知となったといえ

ます。 

学会誌等に投稿された場合を考えてみますと、その原稿に記載された内容が公表（つまり発行）されれば公

知となったと言えますが、原稿が受付けられただけでは公衆に利用可能となったとは言えませんので、公知と

なったとはいえません。 

関係者限りで共有される情報、特定の者だけが利用でき、部外秘(関係者内部限り)で公開されている共有情報

は公知となったとは言えませんので、不特定多数に対し公開されているか、区別には注意が必要です。 

 

本雛型において、秘密情報に該当しない情報の具体例は以下のとおりです。 

2 項１号  開示当事者が既にインターネットや出版物を通して当該情報を公開していた場合など。 

同 2 号  受領当事者へ開示後、開示当事者がインターネットや出版物を通して当該情報を公開した場合など。 

同 3 号 本契約の対象とは別のプロジェクト等で既に受領済みの情報であり、かつその別のプロジェクトでは

秘密保持契約を締結していなかった場合など。 

同 4 号 同じ情報を本件業務に関わる関係者と第三者が有しており、両者がともに当該情報を開示する権利を

有していた場合に、受領当事者が第三者から取得した場合など。 

 

 

【参考情報】 

秘密情報として特定した情報は、紙情報は金庫や鍵付キャビネット等への保管を行い、電子データについてはパ

スワードを付与し、発注者名を秘匿する等の措置をとるケースが多いようです。 
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第 2条 秘密保持義務 

 

（秘密保持義務） 

第2条 受領当事者は、開示当事者から開示を受けた秘密情報について厳に秘密を保持し、開示当事者の書

面による承諾なく、本契約の内容および秘密情報を開示又は漏洩してはならない。 

２． 前項にかかわらず、受領当事者は、以下の関係者に対し、本件業務に必要な範囲内で、事前に開示

当事者の書面による承諾を得ることなく秘密情報を開示することができる。ただし、受領当事者は

秘密情報の開示を受ける者に対し、本契約に定める秘密保持義務と同等の秘密保持義務を遵守させ

なければならない。 

(1) 受領当事者の役員および従業員で、本件業務の履行に従事し、かつ、秘密情報の開示を受けること

が必要な者 

(2) 受領当事者が本件業務を委託する者の役員および従業員で、本件業務の履行に従事し、かつ、秘密

情報の開示を受けることが必要な者 

(3) 受領当事者が本件業務について相談する必要がある弁護士、公認会計士、税理士、不動産鑑定士等の専

門家 

 

【解説・事例】 

秘密保持契約書では、協力業者等は関係者に含まれない「第三者」として取り扱っているものがあります。 

 

その場合、協力業者への業務遂行上必要な図面開示の際に客先の事前承諾が必要となる等、時間と労力を要

することが懸念されます。 

発注者と受注者間と同程度の内容で秘密保持契約を締結、または誓約書を提出した協力業者については「第

三者」ではなく「関係者」扱いとできる契約内容となるよう交渉すべきです。 

 

本雛型では、事前に開示当事者の書面による承諾を得ることなく秘密情報を開示することができる相手の一

つとして、本条第 2 項 2 号に「受領当事者が本件業務を委託する者の役員および従業員で、本件業務の履行に

従事し、かつ、秘密情報の開示を受けることが必要な者」を定義しています。協力会社（専門工事業者、施行

図業者など）はこれに含まれます。 
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第 3条 教育 

 

（教育） 

第3条 甲及び乙は、関係者に対し、本契約に定める事項を十分に説明し、秘密保持義務を遵守するよう教

育・周知の対策を講じなければならない。 

 

【解説・事例】 

本条で関係者に対する教育を義務づけています。 

 

【参考情報】 

ここでは受注側の関係者に対する「秘密保持義務を遵守する教育」について例を示します。 

作業所の場合、現場代理人又は代理人が指名する者が教育の実務を担います。 

 

教育の対象は次のとおりです。 

  ① 元請業者の管理者、担当者（及び作業員） 

  ② 協力業者 

  ③ 協力業者の管理者、担当者および作業員 

  ④ その他 プロジェクトに携わる関係者 

 

 教育には次のような機会があります。各機会を活用することが有効的、効率的です。 

  ① 組織ごとのセキュリティ講習 

  ② 月次に開催される災害防止協議会 

  ③ 安全大会 

  ④ 新規入場者教育 

 

 当該作業所における秘密情報の特定、開示や持ち出しの制限、取扱いの注意事項、その他について教育しま

す。漏洩した場合の影響についても言及します。 

 

 教育・啓蒙のためのツールには以下のようなものがあります。組み合わせて活用すべきです。 

 

  ① 過去の守秘情報漏洩事故事例 

  ② 漏洩事故発生時に予想される影響とその大きさについて 

  ③ 啓蒙ポスター、ハンドブック、小冊子、その他 

  ④ Web 教育を利用している場合は、関連情報の掲示 

 

 

 

  



 

9 

 

第 4条 管理 

 

（管理） 

第4条 甲及び乙は、本契約の趣旨に則り、秘密情報を善良なる管理者の注意義務をもって管理する。 

２．  受領当事者は、開示当事者から開示された秘密情報について、厳重に管理の上、関係者のみの取扱

いとし、第三者に貸与、譲渡等してはならない。また、開示当事者からの返還もしくは廃棄の要請

がある場合、それに従う。 

３．  受領当事者は、開示当事者から開示された秘密情報を本件業務の目的にのみ使用するものとし、事

前に開示当事者の書面による承諾を得ることなく他のいかなる目的にも使用しない。 

 

【解説・事例】 

秘密情報が電子データの場合は、ファイルサーバや、ASP（アプリケーションサービスプロバイダ ソフト

ウエアなどのサービスをネットワーク経由で提供する事業者）によるサービスを利用して、個人単位でのアク

セス権制御ができることが望ましいです。 

 

【参考情報】 

開示当事者より、「秘密情報の複製又は複写を行う際には、事前に開示当事者の承認を求めること」について

秘密保持契約書に記載することを求められる場合があります。全ての秘密情報について事前の承認を必須とす

ると、複製・複写の度に申請及び承認が必要となり、受領当事者に負担がかかるだけでなく、開示当事者にと

っても相当の対応負荷がかかり、プロジェクトの遂行に支障をきたすおそれがあります。そのため、事前の承

認について秘密保持契約書に記載する場合には、双方合意の上で事前の承認が必要とする範囲や手段を定める

ために「プロジェクトの実情に応じて開示当事者と受領当事者とで協議する」旨も記載することが有効です。 

承認、通知の手段については、書面、メール、口頭などいくつかの手段が考えられます。図面を複写する場

合にはあらかじめ書面による確認をする、電子データをコピーする場合は、メールで確認する、などのレベル

に応じた対応を定義しておくことが望ましいです。 
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第 5条 開示当事者による監督 

 

（開示当事者による監督） 

第5条 開示当事者は、受領当事者に対し、必要に応じて、秘密情報の管理状況に関する報告等を求めることが

できるとともに、本契約の履行確保のために、受領当事者に対し管理状況の改善を要請することができ

る｡ 

 

【参考情報】 

求めることができる報告等の内容、および改善要請事項には以下のようなものがあります。 

 

・教育の実施状況（実施内容） 

・秘密情報の管理体制（情報管理責任者の設置など） 

・秘密情報へのアクセス制限、およびアクセスログの確認 

・パソコンのセキュリティ対策（ウイルス対策ソフトの指定など） 

・秘密情報の管理状況に係る監査に関する情報 
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第 6条 権利帰属 

 

（権利帰属） 

第6条 秘密情報に係る権利は、秘密情報が無体物又は有体物であるかにかかわらず、全て開示当事者に帰

属する。当該権利には、著作権及び産業財産権等の知的財産権、所有権その他一切の権利を含む。 

２．  本契約に基づき著作権及び産業財産権等の知的財産権に関する情報を開示当事者が開示したことを

もって、それらの知的財産権について受領当事者に譲渡又は許諾するものではない。 

 

【解説】 

「産業財産権」とは、特許権、実用新案権、意匠権及び商標権の総称です。 

 

 

 

 

 

  



 

12 

 

第 7条 秘密情報の返還及び廃棄 

 

（秘密情報の返還及び廃棄） 

第7条 受領当事者は、本件業務の履行が終了する場合及び開示当事者から要請があった場合は、開示当事

者の指示に従い、開示当事者から提供を受けた秘密情報及びその複製物並びに複写物の全てを開示

当事者に返還又は廃棄しなければならない。 

２．  前項にかかわらず、法令で保管義務等の定めのある文書等については当該法令の定めに従う。 

 

【解説・事例】 

本条の適用範囲に以下のものが含まれます。 

① 受領当事者に開示、提供された秘密情報。その複製物、複写物を含む。 

② 受領当事者が本件業務に関わる関係者に開示、提供した秘密情報及びその複製物、複写物を含む。 

 

【参考情報】 

廃棄に当たっては、情報が判読不能となる措置を講じることが必要です。以下に事例を記載します。本件業務

に関わる関係者に秘密情報を開示・提供している場合には、当該本件業務に関わる関係者に同等の措置を義務付

けます。義務付けには、当該本件業務に関わる関係者との契約において、これを明記する必要がある点に留意が

必要です。また廃棄する場合は、当該本件業務に関わる関係者から廃棄の記録を証跡として受領することが望ま

しいです。 

 

（事例１）電子情報 

 ア パソコン・サーバのハードデスク内のデータは、削除後、「ごみ箱」も空にする。なおこの状態では復元

ソフト等により判読可能となる可能性があるため、ツールを使いデータ抹消処理を行うことが望ましい。 

 イ 情報を外部記録媒体に保存している場合は、当該媒体を物理的に破壊する。 

 ウ ASP サービス等、情報が外部のサーバに保存されている場合は、サービス提供事業者にデータの削除を

依頼し、同事業者から削除の記録を証跡として受領する。 

   なお、ASP サービス等を利用する場合は、利用規約等における秘密保持、データの削除、サービス終了

後のデータの取り扱い等の条項を事前に確認・把握する必要がある。 

（事例２）非電子の情報 

書面、出力した写真等の情報は、シュレッダー等による裁断、溶解処分など、情報が判読不能となる物理

的な措置を講じる。 

 

なお、開示当事者から廃棄が求められた場合であっても、以下例のように法令で定めのある文書等については、

法令の定めのとおり保管することが求められます。 

例１） 完成図や発注者との会議議事録は引渡日から 10 年間の保管が必要（建設業法） 

例２） 設計図書は作成した日から 15 年間の保管が必要（建築士法） 

 

返還又は廃棄の証跡について、秘密情報の返還又は廃棄にあたっては、後々のトラブルを防止するために、開

示当事者から返還又は廃棄を確認した旨の書面を受領することが望ましいです。  
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第 8条 損害賠償 

 

（損害賠償） 

第8条 受領当事者は､秘密情報の漏洩等の事故が生じた場合には、速やかに開示当事者に対しこれを報告

し、開示当事者の指示を受けるものとする。 

２．  受領当事者が本契約に定める事項に違反したことにより、開示当事者が損害を被った場合、受領当

事者は開示当事者が被った損害を賠償するものとする。ただし、開示当事者に生じた間接損害、特

別損害及び逸失利益については、受領当事者は責任を負わないものとする。 

 

【参考情報】 

本条の前提として、万一の秘密情報漏洩事故発生に備え、責任範囲を明確化しておくことが必要です。 

 

・事前に開示当事者は受け渡す秘密情報について、その機密レベルや漏洩時のリスクを考慮した取扱区分お

よび責任者を定めておく。 

・上記で定めた内容を元に、責任分担について明確化した契約書を作成し、受領当事者と交わすようにする。 

・開示当事者は、責任分担について明確化しても、秘密情報に関する最大限の管理義務を有する。 

 

第 2 項について、開示当事者に損害を与えた場合の受領当事者の負担額は「契約金額の範囲内とする」「契約

金額の○分の１を上限とする」など上限を定める例があります。 

 

 

なお、この場合の間接損害とは、秘密情報漏洩等の事故に起因し開示当事者が間接的に被った損害（例えば、

秘密情報漏洩を受けたセキュリティ対策費の増加等）を指し、特別損害とは、開示当事者の特別な事情から生

じた損害のうち、その特別な事情について、事故発生以前に受領当事者が予見できた損害を指します。 

また、逸失利益とは、本来得られるべきであったにもかかわらず、事故の結果得られなかった利益を指します。 

 

いずれにせよ、開示当事者が直接被った損害（直接損害）を除けば、事故との相当因果関係の立証は難しいも

のです。ましてや開示当事者に悪意があった場合、影響範囲の解釈によっては損害額を操作することも可能と

なりますから、一般的な契約書においては、こうした損害・利益については免責規定を盛り込むことが多いよ

うです。 

  



 

14 

 

第 9条 期間 

 

（期間） 

第9条 本契約の有効期間は、本件業務の履行が終了するまでとする。 

２．  前項にかかわらず、第 2 条（秘密保持義務）、第 4 条（管理）、第 6 条（権利帰属）及び第 8 条（損

害賠償）は本契約の終了後も有効に存続する。 

 

【参考情報】 

有効期間は甲乙協議のうえ定めることが望ましいです。有効期間の検討においては、関連法令との整合を取る

ことも必要です。本雛型では、本条 2 項の記述により以下関係法令との整合性を担保しています。 

 

建設業法施行規則第 28 条第 2 項において、第 26 条第 5 項に規定する以下の図書の 

保存期間は、請け負った建設工事ごとに、当該建設工事の目的物の引渡しをしたとき 

から 10 年間と定められている。 

 

・完成図（建設工事の目的物の完成時の状況を表した図をいう。） 

・発注者との打合せ記録（請負契約の当事者が相互に交付したものに限る。） 

・施工体系図 

 

 また、第 2 項において、第 2 条、第 4 条、第 6 条、第 8 条は確認の意味で契約終了後も存続する旨を記載して

います。 
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第 10条 解除 

 

（解除） 

第10条 甲及び乙は、相手方が本契約に定める条項の一に違反したときは、本件業務の委託契約を解除する

ことができる。 

 

【解説・事例】 

相手方の秘密保持に問題があり、指摘等によっても改善が見られない場合には、委託契約自体を解除すること

が必要になると考えられます。雛型案では、甲が契約を解除できる条件、ならびに乙が契約を解除できる条件を

記載しています。 

また、契約を解除する際に相手方に通知する期間（○ヶ月前に通知する 等）を規定しておくことも考えられ

ます。 

 

 

 

 

 

  



 

16 

 

第 11条 管轄 

 

（管轄） 

第11条 本契約について争いが生じたときは、○○地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする｡ 

 

【解説・事例】 

本契約に関連して争いが生じたときのために、予め管轄の地方裁判所を規定しておきます。 

民事訴訟法は、争いの管轄裁判所について、被告の普通裁判籍（同 4 条 1 項）、財産権上の訴えの場合はその

義務履行地を管轄する裁判所が第一審になる（同 5 条 1 項）と規定しています。 

ただし、この規定は任意規定であり、当事者間の合意が有れば変更することが可能です。開示当事者と受領当

事者の居所が大きく違っていた場合や、義務履行地が遠方の場合などには、いざ争いになった時に不必要な労力

がかかることになりますから、契約書作成の際には第一審の専属的合意管轄裁判所を規定、明記しておくことが

多いようです。 
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第 12条 その他 

 

（その他） 

第12条 本契約に定めのない事項又は疑義が生じた場合、甲及び乙は互いに誠意を持って協議のうえ、円滑

に解決を図るものとする。 

 

【解説・事例】 

本契約に定めのない事項や疑義が生じた場合には誠意を持って対応するなど、規定しておくと望ましいです。 

 

 



 



 

 

 

 

 

 

 

資料 6-２ BIM 推進のための「要件整理と考察」総括 
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「要件整理と考察」の総括に当たって 

 

 

平成 23 年度より建築 EC 推進委員会の下「建築 BIM 研究 WG」を 3 年余りに渡って開

催し、建築 BIMを建設プロジェクトで具体的に活用していくための方策を議論してきた。 

議論を行うに当たって、発注者、設計者、施工者等の意識を把握するために建設プロジ

ェクト関係者が BIMを活用・推進するに当たって「何を悩み、何を解消したいのか、その

ためにはどのようなことが必要か」を主題に関係者への意識アンケートを継続的に行い、

その都度資料公開を行ってきた。 

 

今回は昨年度発表した「BIM推進のための要件整理と考察」報告書（平成 26年 3月）の

内容を掘り下げ、当WGが長年にわたり蓄積してきた知見を基に議論し、これから BIMを

実践していく上で建設プロジェクト関係者が、どのようにこうした問題に取り組み、より

効果的・効率的な建設産業としてさらなる発展が望めるようになるか期待を込めて総括整

理し提言としてここに編纂した。 

 

参照資料として、昨年度の報告書を添付した。報告書内には調査アンケート資料に加え

て回答内容を要約整理した概要と考察が対比されている。われわれはこれを基に BIMをよ

り確実に浸透・発展していくための提言をまとめたいと考えていたが、今年度を以って建

築 EC推進委員会はその活動を停止することとなった。従って、本来の提言という形にまと

め上げる時間的余裕はなく、各委員がこうあって欲しいとの期待を込めた総括的な要件整

理と提言となったことをお許しいただきたい。 

 

BIM は欧米を含め中近東やアジア各国でその利用効果が認められてきており、わが国に

おいても BIMの利用推進は喫緊の課題として認識されつつある。好むと好まざるに関わら

ず各国の建設プロジェクトツールとして BIM 利用が進みつつある。日本国内においても、

われわれの期待が早期に実現・具体化されんことを願って止まない。 

 

 

 

 

平成 27年 3月 

 

建築 BIM研究WG 

主査 中元 三郎 
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1. BIM利用に至る国内外の違い 

i. 欧米での事情 

2000年に米国グリーンビルディング協議会が環境性能評価認証プログラムLEEDを発表

し、施設が環境改善にどのように影響するかを格付けし不動産価値評価に反映する仕組み

が動き出した。この時点では BIMはサスティナブルデザインを行う上での検討システムに

有用だと考えられ、優良な資産を建設していくための利用ツールと考えられていた。 

2004年には米国国立標準技術研究所（NIST）が、建設プロジェクトにおける情報共有方

法が不十分なために、158億ドル（約 1.8兆円）の費用が無駄に支払われており、その 3分

の 2を発注者が負担していると調査報告書で指摘した。建設オーナー（施設発注・運用者）

らで構成する円卓会議 CURT は、建設段階で頻繁に起こるコスト超過や工期違反などを回

避するための手段として BIM利用を提唱した。 

2005年に米国建築家協会（AIA）が Annual BIM Awardsを創設し、企画から基本、実

施、コスト管理、施工、施設維持管理に至るいわば建設プロジェクトの LCCを実行する情

報統合活用の考え方とプロジェクト遂行の業務効率向上を図った優秀なBIM利用プロジェ

クトを表彰し普及に努めている。BIM Awards は現在も継続されており、多くの優秀作品

が表彰されている。 

2007年に米国連邦調達庁（GSA）が発注仕様書で 3D-CADデータによる施設情報の納品

を義務付け、一気に BIM利用が加速された。ヨーロッパでも同様に国有施設の発注に BIM

利用を試行する動きがあり、2009 年にはノールウェーのオスロにある国立美術館の国際コ

ンペにおいて BIM利用と IFCによる 3Dデータ提出を義務付けて審査を実施した。 

このように海外においては建設オーナー（顧客・発注主）の強い意向により BIM利用が推

進されており、各国の公共発注機関もその採用を推進している。 

 

ii. 日本での事情 

米国をはじめとする各国の動きをいち早く施工会社各社は察知し、日本建築学会を始め

とする各公的研究団体が情報収集と機能検証を始めた。2001年 4月には日本建築学会「設

計の情報化小委員会」に「設計先端利用技術調査WG」を創設、2003年 4月に「3次元 CAD

モデルによる新しい設計手法」として、オーストラリアの D.サザランド氏を招き、メルボ

ルンでのバーチャル・ビルディング設計実施例を紹介した。彼は講演の中で「3Dモデルが

設計成果物であり、図面は副産物だ」と言い切り当時の設計関係者に衝撃を与えた。 

当建築 EC推進委員会においても 2006年度より「3D-CAD検討WG」を立ち上げ 3D活

用事例の調査や機能検証を行ってきた。2008年には「建築生産プロセス検討WG」で BIM

の具体的適用を検討すべく動向を調査し、適用内容について問題点や可能性の把握に努め

た。2011年には現在のWGに改称し建設プロセスの変革を含め実用利用に向けた方向性を

見出そうとした。 
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こうした国内外情勢の下、国土交通省大臣官房官庁営繕部においても 2010 年 3 月 31日

付で BIMの取組みを公式表明し、BIMの定義を行った。公表された定義は以下のとおりで

ある。 

「BIMとは Building Information Modelingの略称であり、コンピュータ上に作成した 3

次元の形状データに加え、室等の名称や仕上げ、材料・部材の仕様・性能、コスト情報等、

建物の属性情報を併せもと建物情報モデル（以降、BIM モデルという）を構築することで

ある。」 

この年を「日本の BIM元年」と位置づけるメディアもある。この取組み表明を境にして

BIM適用に慎重であった建設業界の潮目が大きく変化したことは確かである。 

 

 

2. BIM利用への意識の相違 

i. 顧客側の意識 

前章でも述べた様に、海外では自己の資産価値維持や適正な建設コストや工期を遵守す

るべく、建築主自らが施工側に BIMを利用するように主体的に要求している。これに対し

て国内では建設関係者の慣習や契約遵守の精神が浸透しているため、従来の発注方式で国

内の建築主は米国 NIST の調査内容のような大きな不利益を被っているとの感情は顕在化

しておらず、発注主側からの BIM利用への積極的な働きかけは少ない。 

また、施設維持管理についても今後の課題と捉えつつも電子情報取扱いについての不慣

れさや、利便性やコスト低減への結びつきについて BIMが有効な手法であるとの確信を持

てていないことから、積極的な利用に結びついていない。 

 

ii. 建設側の意識 

国内の建設関係者は建設産業の生産性の悪さや技術継承問題、海外プロジェクト受注体

制への備えなど建設業界を取り巻く様々な変化に対応出来る体質改善の必要性を認識して

いる。したがって BIM 利用に取り組む建設関係者は、自らの生き残り戦略として BIM 利

用を進め今後のプロセス変化に対応できる体質を整えると共に、先進技術の先駆者として

の広告宣伝効果を求めているようにも見える。 

しかし、国土交通省の BIM対応姿勢が明らかになりつつある中で、大手建設会社の BIM

利用実績は確実に増加しており、その効果も認められつつある。少しずつではあるが業界

内での標準化についても話し合われ、まとまりを見せつつある。長期的な視点で見る必要

はあるが BIM利用への取り組み姿勢は確実に積極的に成りつつあるといえる。 
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3. 社会的要因を踏まえた BIMのメリット 

i. 生産性向上 

「建設ハンドブック 2013」によれば、2011年現在の労働生産性は、建設業 2,519(円・人

／時間)に対して製造業は 5,270(同)となっている。建設業の生産性は製造業の 47.8％に過ぎ

ない。1994 年に逆転現象が起こってから、実に 17 年間もの間その差は開く一方である。

製造業と業態は異なるものの、NISTが指摘するような繰り返し行われる業務の重複から生

じる情報劣化や先送りされる決定事項など、建設プロセスに対する「カイゼン」活動が製

造業に比べて低調であることがこうした現象を生み出していることは否定できない。 

建設業は製造業のように設計から生産・販売まで一企業が一貫処理できる業態ではない

が、BIM を活用し、建設プロジェクトに係わる関係者が目的を一つにし、一契約の下必要

な建設フェーズで必要とする知恵を出し合いプロジェクトを実施して行ければ、重複する

業務を最小にし、手戻りをなくし、時間と経費の最適化が成され、生産向上が図れるので

はないだろうか。 

 

ii. IPD(Integrated Project Delivery)/CPD(Collaborative Project Delivery) 

AIA(米国建築家協会)が推奨する統合プロジェクト推進方式(IPD)と CDOCS(米国共通契

約書発行組織)が提唱する共同プロジェクト推進方式(CPD)は、複数者契約と三者間契約の

違いはあるものの、建設関係者が BIMを用いて協働して業務プロセスを推進していくため

に必要な考え方と言えるだろう。こうした契約形態を日本国内で採用している建設プロジ

ェクトの実例は無いようであるが、米国においては試行的だが実施例があると報告されて

いる。いずれの契約方式でも BIMプロジェクトチームを構成し、複数のプロジェクト関係

者が個別ではなくチームで契約することにより、個別の利害を超えて業務上齟齬のないプ

ロジェクト推進を目指したものである。 

 

iii. 新しい建設プロセス 

従来の建設プロセスではプロセスの流れに従い、前段のプロセスフェーズの結果を受け

て継続するフェーズがスタートする直列処理方式（シーケンス方式）が主流である。古く

は製造業においてもこうしたシーケンス方式が取られていたが、現在では同時進行可能な

フェーズを並行処理しながら業務が行える並行処理方式（コンカレント方式）が採用され

ている。製造業においてはこうした「カイゼン」努力を継続して行い、今の労働生産性を

維持しているものと言える。 

建設業においては長くコンカレント方式での設計は無理とされてきたが、BIM を用いる

ことにより情報が共有化でき、計画の視覚化が促進されることによって、先のフェーズで

しか決定できなかった事柄を事前に決定する「フロントローディング」が実現できるよう

になりつつある。フロントローディングの考え方は、1972 年建築学会建築計画委員会発行

の「設計方法と設計主体」にも掲載されているが、40 年あまりの歳月を経過してようやく

実現可能になったと考えると感慨深いものがある。  
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4.回答意見の傾向とWGからの提言 

i. 本節の目的 

業務横断的な提言を目指し、アンケート分析と傾向を基本に踏まえた提言としてア

ンケートの傾向を総括し、当WGの考えをその後に記載した。 

 

海外では、発注者が建設業界に ICT を活用した生産性向上や業務連携を求める声が

高まり、BIMという手法の活用が広まり始めた側面がある。これに対して、日本では、

国内では、発注の多様化や建設プロセス変革の解決への糸口として、建設関係者が主

体的に BIM の活用に取り組み始めた。そのような経緯からも、発注者の BIM への認

識がまだまだ低いと考えられる。こうした中、BIM の普及・展開には、国際対応も含

めた長期的視点を持ちながら取り組んでいく必要がある。先進的事例を積極的に宣伝

＆共有し、業界全体の BIMリテラシーの向上に努めていく必要がある。 

製造業は、一人あたりの生産性を引き上げることで、会社業績の V 字回復を果たし

ている。しかし、足元建設産業の生産性は横這いで推移している。日本の建設産業を

取り戻すモデル事業としても BIMの活用は鍵になるのではないだろうか。 

 

 

ii. 各要件まとめ回答意見の傾向とWGからの提言 

(1). 整備されていなければ BIMが進まない用件 

 

発注者は、教育や支援が BIM の推進ノウハウ構築に必要、標準ルールが不足して

いることを阻害要因としている。 

 

今回、回答いただいたような、建築に精通し、あるレベルでのツール活用も可能な

大手発注者であればこの点は重要な課題ともとれるが、他方、日本の一般的な発注者

にとっては、これが BIM推進の課題なのかは不明瞭であると考える。 

発注者のモデル利用はレビューや施設の利用計画検討が中心であり、データ交換の

標準ルールなどを念頭においたものではないように思える。この前提に立てば、教育

環境や標準ルール自体の整備は、発注者の BIM利用が本格化してはじめて重要視され

る課題と考えられる。 

 

設計者は阻害要因として、①目標設定、②共通認識、③ソフト機能や利用技術を挙

げている。また、情報流通やデータ受渡しのフォーマットが整備されていないと考え

ている。 

 

発注者への不満は、費用負担の分配が不明確である点に集約される。設計者が発注

者から、実施設計段階で本当に整合がとれたモデルの作成を求められるようになるの
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であれば、費用と責任範囲の再配分は必須となろう。 

 

施工者は設計者と同じ傾向の要因を阻害要因と考えているが、発注者との共通認識が

不足している点に不満を述べている。 

 

BIM の推進には発注者側がそのメリットを理解し、利用を積極的に受注者側に促す

ようになれば、受注者側も BIMを用いたマネジメントの実施を、顧客満足度や生産性

の向上に結びつけられるのではないと考える。 

 

 

(2). BIM利用で望む用件 

 

発注者はコストの透明化・削減、ならびに計画意思決定への参加可能性に期待して

おり、設計者も発注者との意思決定過程における手法改善やプロセスの合理化に期待

がある。 

 

設計者は各種アプリケーションとの連携や基本ルール、ソフト開発が重要と考え、

データ連携に向けたライブラリー等の業界標準化や、ルール作りが必要だと考えてい

る。 

 

特にモデルの LOD（Level of Detail/Level of Development）については重要なポイ

ントであり、設計者との共通認識やこれを基にしたプロセスの進め方は BIMの推進に

とって重要である。 

 

設計者と施工者との効率的な連携のため、施工段階での専門工事業者との関係を整

理する必要がある。 

 

施工段階での BIMの活用は現状ではコーディネーション（調整）が主目的になって

いる。本格的なデータの施工活用に際しては、各段階における BIMモデルの到達点を

プロセス参加者が理解し、目的と制度、契約、責任などについて共通見解を醸成して

いくべきと考える。 

 

 

(3). BIM利用の現状 

 

BIM活用のメリットが発注者に浸透しておらず、発注者が主体的に理解し利用する



9 

 

段階にない。 

現状では、受注者（設計・施工）が、BIM活用のゴールを設定して、BIM導入に際

し発注者と意識を共有し、運営マネジメントを行う必要がある。 

 

設計者の技術的力量、知識が十分ではなく BIM 利用への理解は浸透していない。

ソフトの機能不足や人材教育、ソフトの機能不足や人材教育、コスト負担の不明快さ

などを理由に挙げる。 

 

BIM の活用が進めば、これまでは手が付いてなかった部分の情報を作りこむことに

なることから、確実なコスト増が懸念される。BIMモデルをだれが作成するとしても、

この部分についてのコストの再配分が必要となる。 

 

設計と施工の連携には契約・コスト・責任などの解決が必要となる。設計―施工双

方に何ができるかの歩み寄りが不可欠と考えられる。 

 

日本の建設プロジェクトは発注方式の選択肢が海外に比べて少なく、結果として設

計施工一貫、設計施工分離などの従来手法が選択されている。工事費の高騰や工期延

長に対して危機感を抱く発注者の一部は、品質、コスト、工期を適正化するための発

注方式を模索し始めている。 

 

施工者でも同様の傾向があり人材・技量・ルール化・コスト・工期・責任など解決

すべき問題は多い。特に施工現場では上意下達的なところがあり、IPD的協働体制の

構築が難しい。 

 

体制構築のためには、BIM コーディネーター的な役割を担う職能が必要になってく

る。BIM活用の展開がこの職能により、円滑化することができ、生産性の向上が図れ、

プロジェクトのコストの最適化につながることが期待される。 

ただ、BIMコーディネーターの育成、資格、能力評価尺度や方法はどうするのかなど、

これからの課題も多い。 

 

 

一部企業は点としての利用から線としての一連の利用推進に苦悩している。 

 

データの一貫活用のハードルはまだまだ高い。また、担当者ごとの BIMへの理解・

活用力などのパフォーマンス自体に大きな差があるのが現状である。まずは、線の利

用（連携）は考えず、それぞれの立場単独（発注者、設計者、施工者）でメリットを
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感じる部分から利用を始めことが重要である。 

 

国土交通省が作成したBIMガイドラインは、図面作成を念頭に作成されている。BIM

活用に際しては、3Dモデルベースの業務に切り替えていく必要があるが、まだ色々な

側面でハードルがある。（契約、検証作業など） 

 

 

(4). BIM利用のメリット 

 

発注者の意識は「利用現状」に相違して設計業務の可視化やそれに伴う設計変更や

手戻りの減少、業務効率の向上を期待しており、意思決定・時間・コスト・効率改善

が望めるとしている。 

 

設計者も発注者と同様のメリットを感じており、推進条件の共通認識醸成が待たれ

る。 

 

BIM モデルの活用は、図面ベースモデルより、関係者に理解しやすく、合意形成は

スムーズになることは関係者の認識が一致するところである。ただそれに伴い、発注

者の要求事項が増えて、作業増となることが懸念される。モデルの利用の目的など関

係者の理解が必要である。 

 

施工者も発注者・設計者と同様の意識を持っている。建物モデルの可視化を通じて

設計か施工かの責任範囲が明確化されるので施工責任の軽減ができると考えている

が、設備施工への全適応は困難であり課題とされている。 

 

現在の設計段階における設備モデルは主要部の検討に活用される段階にとどまって

いる。設備モデルを確定するためには、設備専門業者の参加が不可欠である。契約な

どの問題で設計段階から設備専門業者が本格的に参画することは、現状では難しいが、

契約形態が柔軟になれば、逆に活用が進められるとも考えられる。 

 

(5). 利用の限界 

 

発注者は人的な問題を挙げ、教育・研修の困難さを指摘する。また、施設管理への

データ転用メリットは理解するものの、情報維持更新管理の困難さを指摘する。この

課題はＦＭビジネスの可能性が大きいことを示唆しているようでもある。 
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設計者においてもメリットは理解するものの、ソフト機能の不足、社会的認知状況

の不成熟、商習慣の問題、モデルと図面、責任や権利など“課題が多いから”との言

い訳も目立つ。 

FM に必要なモデルは、現行の設計生産のプロセスの中で作成できるわけではない。

そういった面も含め、プロジェクト全体を通じた情報をまとめて維持管理する、BIM

マネージャーのような職能が必要となってくる。だれがその役割を担い、だれがその

業務に対しコストをどのような形で負担するかなど課題は多いが、IPD 的な建築生産

システムを念頭に置くと、特に必要性が強く感じられる。 

 

 

施工者においても設計者と同様の問題意識が挙げられている。より良好な社会資本

を協働して創造していくとの意思構造が建設業界に醸成されていないことの表れだ

ろうか。 

 

BIM の展開を進めるためには、国際対応も含めた長期的視点を持ちながら取り組ん

でいく必要がある。受注者側は、先進的事例による効果を示し、関係者全体や業界全

体の BIMリテラシーの向上につとめる必要がある。 

さらには、これらを基にした BIMガイドラインを策定や、BIMモデルをマネジメン

トすることの価値を関係者が認知することが重要である。 
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はじめに 

 

当 WGの前身となる「建築生産プロセス検討 WG」により 6 カ年に渡り発注者、設計者、施工者、製

造メーカーなどへの BIMに関する意識と実態のアンケート調査を実施し、時代に先駆けて三次元化への

動向把握を行ってきた。平成 22年度以降、建設業界の BIMへの関心が急速に高まる中、平成 23年度か

ら建設 EC推進委員会の組織変更により「建築 BIM研究WG」と改称し、幅広い委員から構成される設

計製造情報化評議会の特性を生かし、更なる BIMへの実態研究を推進することとした。 

 

われわれは他の公共研究団体が進めている、いわゆる BIMガイドラインなどの標準化やルールを研究

するのではなく、発注者、設計者、施工者に至る建設プロジェクト関係者が BIMを推進するに当たって、

準備しておかなければならないことや、事前に解決しておかなければ推進・普及が困難な事柄を関係者

の意識アンケートの中から抽出し、BIM を推進・普及するに当たっての要件として整理し考察して、ま

とめとしてここに編纂した。 

 

アンケート資料編では、整理前の関係するキーワードや類似項目を掲載し、現時点での関係者の悩み

と期待を浮き彫りにしている。しかし、ここに挙げられた問題や解決すべき課題は現実ではあるが、す

べてが実現不可能な事柄ではなく建設プロジェクトに関わる全ての人達の取り組みによって解消される

ものであると当WGは信じている。われわれは、日々BIM推進・普及に孤軍奮闘されている方々に参考

としていただける資料となり、BIMを実践されていく上での課題解決へのヒントになれば幸いである。 

 

 

平成 26年 3月 

 

建築 BIM研究WG 

主査 中元 三郎 
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概要 

 

当WGでは、BIMを推進・普及して行く上でどのような問題が潜在的にあり、そうした事柄を解消し

て、より適確に BIM推進利用をすることが出来るかを考えるため、発注者、設計者、施工者の建設プロ

ジェクト関係者にアンケート調査を実施した。われわれは客観的に建設プロセスと BIMの関係を明快に

把握するために設問分野を五項目に分類し、内容整理と結果分析を行い今後の BIM展開についての考察

を行った。整理したアンケート結果と考察の概要は以下のとおりである。 

「１．整備されていなければ BIMが進まない要件」では、関係者ともに建設段階で利用し実施して行

く上では人材数の不足やソフト機能の改善、共通ルールの整備などを望んでいる。こうした要請に答え

るためか今日の各諸団体やベンダーの活動は非常に活発に行われておりさまざまな成果を着実に上げつ

つあるとわれわれは考えている。 

「２．BIM 利用で望む要件」では、建設プロジェクトの視覚化、情報流通利用による業務効率化や整

合性確保、責任範囲の明確化に大きな期待が寄せられている。情報流通利用上での課題がさまざまある

中で、各種アプリケーションでのデータ連携が実現されつつあり、交換データ形式の共通化・国際化も

行われつつある。 

「３．BIM利用での現状」では、前に記した要件１と要件 2 の問題解決が現実の課題として挙げられ

ており、建設業界全体での BIM浸透がまだ部分的であることの指摘がある。だが、考察においては意識

共有や目的の明確化を実施すれば BIM利用効果があると期待している。さらに、最近の各種メディアで

の事例紹介記事は日に日に増加しており、設計や施工での BIM利用は特別なプロジェクトでのみ行われ

る状態ではなくなってきているのが現状である。 

「４．BIM 利用のメリット」では、要件 2 で挙げられている項目がすべて BIM のメリットとして捉

えられており BIMモデルを利用することで業務の効率化や合理化が期待され、データの整合性確保がで

き業務変革の可能性があると指摘している。 

「５．BIM 利用の限界」では、要件 1 で指摘されている事柄を解消できなければ BIM 利用にも限界

があると各層が回答している。特に人材育成やソフト機能の改善が当面の課題としており組織全体が取

り組むための大きな問題と考えている。 

しかし、古来限界とされ解決できなかった問題は少なく、関係者が個別の対応ではなく全体での取り組

みが重要であると指摘され認識されていることに大きな期待を持ちたい。 
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１．整備されていなければ BIMが進まない要件 

 

◆ 発注者 

 アンケート回答まとめ 考察 

1.1 教育や支援、標準ルールなどが不足している

としている。 

 

BIM 推進のためのサポート体制の拡充が望

まれる。 

 

 

◆ 設計者 

 アンケート回答まとめ 考察 

1.2 企画段階でプロジェクトにおける BIM の目

標設定、共通認識などが不足しているとして

いる。 

 

設計者は、BIMについて考察が進み、具体的

に多くの欠如を指摘している。 

特に、BIM の共通認識の欠如や、BIM 移行

に伴う見直しが様々な点で進んでいない点を

指摘している。 

BIMによる変化の共通認識の醸成、それに伴

うルールやコスト構造の見直し、標準化の推

進などが望まれる。 

1.3 設計段階において、さらに BIM モデル作成

ソフトの機能、使いこなし技術の不足、費用

負担の見直しが行われていない点など多くの

不足点を指摘している。 

 

1.4 施工段階において、施工段階で使用できる

BIM モデル作成ソフトや、図面だけでなく情

報流通の標準フォーマットが欠けているとし

ている。また、BIM のメリットを活かした工

法も不足しているとしている。 

 

 

◆ 施工者 

 アンケート回答まとめ 考察 

1.5 企画段階で BIM によるプレゼンテーション

技術、BIM に対する発注者との共通認識が不

足しているとしている。 

 

施工者には BIM 人材育成のための教育機会

やマテリアルの充実が望まれる。 

また、BIMモデル作成ツールの高度化に向け

て、ソフトベンダーとの協働が望まれる。 

一方、BIM活用のための標準化などに対する

社会的なコンセンサスの醸成が望まれる。 

 

 

1.6 設計段階で施工ノウハウを BIM に活かせる

人材の育成、BIM データ標準フォーマットな

どが不足しているとしている。 
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1.7 施工段階で専門工事を含む施工図を作成で

きるBIMモデル作成ツールが不足していると

している。 

また、BIM 部品の整備、優れた BIM 情報、

それを活かせる社会規範や人材の醸成が不足

しているとしている。 
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２．BIM利用で望む要件 

 

◆ 発注者 

 アンケート回答まとめ 考察 

2.1 BIM によって事業コストをはっきりと想定

しながら、早期の企画段階から意思決定に関

与し、短期間でプロジェクトが進むことを望

んでいる。 

 

発注者の希望には、建設だけでなく運用まで

カバーする事業全般に関与し、発注者の要望

に応える専門家、PMが担う。 

BIMは PMの事業運営ツールとして、建物が

使われる間に渡り活用できるものとしてい

く。 

 

 

◆ 設計者 

 アンケート回答まとめ 考察 

2.2 企画段階で国等がリードし余条件のデータ

化などを進め、数量算定など各種シミュレー

ションのルール作りやBIM関連ソフトの開発

が進むことを望んでいる。 

 

設計者の希望は、BIM関連ソフトなどの技術

的な進展を望むだけでなく、業界全体として

取り組むべき、情報のデータ流通や標準化、

ルールの見直しに関する希望が多い。 

これらを解決するには、プロジェクト毎に

BIMモデルを組み立てるだけでなく、BIMモ

デル活用の様々な局面について、業界として

の合意が望まれる。 

 

2.3 設計段階で上記に加え、設計の自動化率の向

上や整合性の自動検証、ライブラリデータ整

備を進め、もれの無いデータ連係を基盤とし

た各種ツールによる検討が効率的に進むこと

を望んでいる。 

 

2.4 設計段階で BIM モデルによる意思決定プロ

セスの明確化による合理化を望むとともに、

整合性が検証されたデータを前提とした確認

申請の簡易化などルールの見直しを望んでい

る。 

 

2.5 施工段階で専門ソフトとの効率的な連携の

ためのコード体系やフォーマットの標準化を

望んでいる。 
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◆ 施工者 

 アンケート回答まとめ 考察 

2.6 企画段階や設計段階で、綿密に検討された曖

昧さが無く、施工工程の情報をも加味した、

変更の少ない設計がBIMモデルを活用してな

されることを望んでいる。 

 

施工者は、設計の間違いや手戻りの無い BIM

モデルを施工関係者全員で共有し施工プロセ

スの効率化を図り適切な利益を確保したい。 

また、BIMの活用による役割の変化から、責

任範囲の見直し明確化を図りリスクの軽減を

望んでいる。 

これらは、責任範囲や利益分配など、契約形

態などの見直しにも波及することから、BIM

の取り組みでは、経理や技術なども含めた総

合的な枠組みの見直しが望まれている。 

2.7 施工段階で BIM の適用範囲や役割分担、責

任分岐点の明確化を望んでいる。 

 

2.8 施工段階でプロジェクトに関連する様々な

情報が「データ」で専門業者にも利用できる

ことを望んでいる。 
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３．BIM利用の現状 

 

◆ 発注者 

 アンケート回答まとめ 考察 

3.1 発注者は BIM への理解が圧倒的に不足して

いる。現状実例がなく十分な設計期間もない

という回答があった。 

BIMに対する理解を促進するためにも、発注

者のメリットを明確にした事例の蓄積と情報

の公開が必要である。 

 

 

◆ 設計者 

 アンケート回答まとめ 考察 

3.2 設計者、設計責任者、レビューア（査図担当

者）それぞれの BIMを活用した設計に対する

理解・スキル不足のため、現状、手戻りが発生

している。 

 

・発注者の理解を得るためのライフサイクル

コストを含めた BIM活用事例蓄積、紹介、定

量化手法の検討が望まれる。 

 

・BIM活用・設計プロセスに対する人材育成

とともに、使用できるモデル作成のためのラ

イブラリの標準化、BIM モデルとしての範

囲・LODの策定、作成手順の基準、BIMモデ

ル作成ソフトの図面作製を含む機能アップな

どが望まれる。 

 

・フロントローディングを掲げる BIM 活用

という新たな業務に対するコスト負担分配方

法の明確化が望まれる。 

 

・仮想完成建物である BIM モデルと完成建

物との整合性を確認する手法の確立が望まれ

る。 

 

3.3 企画段階で発注者へ BIM のメリットを現状

アピールしきれていない。 

 

3.4 設計段階で使用するにはライブラリや図化す

るための機能が不足している。 

 

3.5 生産プロセスの前倒しに伴うコスト負担先が

あいまいである。 

 

3.6 各プロセスの中で「点」として使用できても

「線」として連携して使用するまでにはルーツ

の機能、使用者・設計責任者のスキル、モデリ

ング基準が不足している。 

 

3.7 施工段階で BIM モデルは、合意形成や工程

管理には活用できているが、図面作製は従来通

りの作成方法であり生産性には直接結びつい

ておらず、作成した BIMモデルと完成した建

物との整合性確認も行われていない。 
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◆ 施工者 

 アンケート回答まとめ 考察 

3.8 企画段階では BIM は使用されていないと考

えている。 

 

 

 

 

3.9 設計段階では、躯体数量の把握に使用してい

るが、下請け任せであったり、専門業者の施工

担当者が作図に参画協力している、ただし、建

築・設備一括受注の案件が中心である。 

 

3.10 施工段階では、施工図知識があり、BIMモデ

ル作成ソフトを使用できる人材が不足してい

る。 

 

3.11 施工段階で BIM モデルは、整合性確認（設

備・躯体）、工程管理、仮設計画、問題抽出に

は活用できているが、図面作製は従来通りの作

成方法である。 

 

3.12 施工段階では、データサイズの大きな統合デ

ータを容易に扱えるソフト・ハードウエア等環

境問題がある。 

 

3.13 ＢＩＭを採用せず従来通りの施工を行った場合

とのコスト比較が明確に提示される例がほとん

ど無い。 
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４．BIM利用のメリット 

 

◆ 発注者 

 アンケート回答まとめ 考察 

4.1 設計段階での BIM 活用（＝可視化する）に

より、関係者間の合意形成が容易になり、ま

た整合性が高くなったことにより手戻りの削

減・設計変更の削減が出来ると期待している。 

 

BIM 試行によって業務変革を行える可能性

があると着目している。この効果を定量化す

る手法の確立や、事例集作成によるより具体

的にメリットを示すことも重要となってく

る。 

 4.2 建物情報の統合（一元化・データベース化）

による、業務効率向上に期待している。 

 

 

◆ 設計者 

 アンケート回答まとめ 考察 

4.3 企画段階、設計段階、生産・施工段階の全て

の段階で、他職能の関与が可能になり図面間

の整合性向上と作業の効率化が図れるとして

いる。 

また、BIMモデルを使うことで理解度の向上

や課題解決につながり、関係者間での合意形

成が促進され、工程時間等の合理化が計れる

と考えている。 

 

BIM モデル作成時に活用できるガイドライ

ンや、BIM モデルを利用した電子承認手法の

検討が必要になると考える。 
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◆ 施工者 

 アンケート回答まとめ 考察 

4.4 企画段階や設計段階での可視化により、これ

までできなかった様々な職能の関与が可能に

なり、共通理解が得やすくなる（意思の疎通

が図れる）こと、図面間の整合性の向上と修

正の容易さにより作業の効率化、合理化が進

むとしている。 

また、設計段階において責任の所在が明確に

なると指摘している。 

 

BIM モデル化することで作業の効率化・合

理化が可能となり、権利・責任の所在を明確

化できる。 

ただ、全てを BIMモデル化することは非効

率であり、どこまで詳細に入力するかを決め

る（LODを設定する）必要がある。 

 

ＢＩＭ採用で、実際の施工現場において手戻

りを削減できることは、コストメリットがあ

る。 4.5 生産・施工段階での可視化により、不整合や

干渉が減少することにより生産性品質、施工

効率を向上させることができるとしている。

但し、電気設備等の一部では、全てを 3D化す

ることは非効率であると云う少数意見もあ

る。 
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５．BIM利用の限界 

 

◆ 発注者 

 アンケート回答まとめ 考察 

5.1 企画段階や設計段階で、ツールや資源の問題

より、人的能力の問題や人材不足を指摘して

いる。 

 

 

 

活用すべき人的な能力・資源が不足している

ので対策が必要である。 

公的な取り組み事例として那覇市の平成 25年

度起業支援型地域雇用創造事業（建築系

BIM‐CAD/CG 技術者育成・雇用創造事業の

業務委託事業）などがある。公共と民間が一体

となった取り組みが望まれる。 

 

5.2 生産・施工段階で、BIMモデルを継続的に更

新していくことは困難であるとしている。 

 

 

◆ 設計者 

 アンケート回答まとめ 考察 

5.3 現在、企画段階、設計段階、生産・施工段階

の全てのフェーズで使えるBIMモデル作成ソ

フトは存在しないが、機能・性能は徐々に改

善され向上していくと考えている。 

但し、あくまで BIM モデル作成ソフトはツ

ールであるため、それを利用する（使いこな

す）側の人的能力向上が重要であるとしてい

る。 

BIM モデル作成ソフトは毎年継続的バージ

ョンアップし機能拡張しているが、それを活

用すべき人的な能力・資源が不足しているた

め、対策が必要である。 

5.4 設備工事では施工を設備サブコンに委託する

ため、設備施工図（設備 BIMモデル）は設備

サブコン側で作成することになり、（ゼネコン

で作成した）設備設計図書と設備 BIMモデル

が乖離してしまうと指摘している。 

BIM活用のためには、業務プロセス、請負形

態の変革などを合わせて実施していくことが

不可欠である。（設備サブコンへの BIM モデ

ルの引渡しと請負契約方式の間で思想がまっ

たく分断されてしまうのが現状である） 

5.5 BIM モデルに対する設計者の責任範囲が不

明確であり、また現状の設計期間や業務フロ

ー体制の中では、意匠―構造―設備の整合の

取れたBIMモデルを作成することは困難であ

るとしている。 

 

権利・責任の明確化、LODの設定、情報価値

評価手法の確立が不可欠である。 
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◆ 施工者 

 アンケート回答まとめ 考察 

5.6 設計段階や生産・施工段階で、BIMモデル作

成ソフトには性能的な限界があり、また施工

ノウハウとBIMスキルを併せ持つ人材が不足

していると指摘している。 

 

BIM モデル作成ソフトは毎年継続的バージ

ョンアップし機能拡張しているが、それを活

用すべき人的な能力・資源が不足しているた

め、対策が必要である。 

 

5.7 生産・施工段階で、BIMモデルがそのまま施

工図に移行できない、完成度が低い BIMモデ

ルでは施工できないと指摘している。 

 

BIM モデルの授受の際のモデルの作成範囲

や精度についてのルール化が必要である。 

 

5.8 詳細な施工BIMモデルを作成してしまうと、

データが重くなり過ぎてしまうとしている。 

 

BIM モデル作成ソフト機能及び作成すべき

データの範囲や精度、部品データの軽量化な

ど、BIM モデルの目的に応じた作成が必要で

ある。 

 

5.9 BIMモデルは、入力データに誤りがあるかど

うかを調べることが困難であり、またそのデ

ータ管理も難しい。 

 

モデル内容をチェック、評価できるツール

（モデルチェッカー）等、情報価値評価手法

の確立が不可欠である。 
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資料編：アンケート 

 

建築 BIM研究WGでは、平成 23 年度、建築生産プロジェクトにおける問題・課題認識と BIM に関

するアンケートを実施し、建築生産プロセスにおける問題・課題の洗い出しと BIM に対する認識の変化

を分析するための情報を収集した。 

アンケートでは、C-CADEC 会員企業各社に「討議テーマ」について「企画、設計、生産・施工」の

各段階で、「発注者、設計者、施工者」の立場でどういう要件が考えられるか、回答者個人の意見として

提示頂くようお願いした。 

回答は 17 名（設計事務所 1、総合工事業者 9、専門工事業者 4、メーカー1、CAD ベンダ 1、その他

1）から頂いたものである。 
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アンケート結果（重要度 Aのみ抜粋） 

※重要度はワーキンググループの見解に依った。 

 

討議テーマ 企画 設計 生産・施工

整備されていなければ
BIMが進まない要件

発注者 ② BIM使用者への教育、使用環境整備への支援 ①
ソフト機能、性能の向上
　－操作の簡易化

②

BIM導入により、設計内容の可視化や建物情報の統
合、一元化できるツールとして期待しているが、発注
者・受注者ともそれらを理解し使いこなせる能力の育
成

①
ソフト機能、性能の向上
　－数量算出機能の整備

①

ソフト機能、性能の向上
　－操作の簡易化
　－それぞれの専門工事への対応
　－数量算出機能の整備

①

ソフト機能、性能の向上
　－操作の簡易化
　－それぞれの専門工事への対応
　－数量算出機能の整備

②
プロジェクトにおけるBIMの目標と用途、メリットの

明確化（定量的な指標が望ましい）
① 2Ｄ自動作図機能を持つソフトが必要 ③

BIMモデル流通環境整備（LOD、役割分担、責任範
囲、権利・契約関係等）とBIMモデルの完成度UP

⑤ 発注者と受注者にBIMに関する共通理解が必要 ②
IT技術やBIM教育の徹底と組織全体の意識改革が必
要、またプロジェクトにおけるBIM活用の目標と用途、
メリットの明確化（定量化が望ましい）

⑤
従来行っていなかった業務についての費用負担をだ
れが行うか等、社会的なルールの整備

②
プレゼン資料作成に対して対応できるBIM使用者

の育成
② 施工ノウハウとＢＩＭスキルを併せ持つ人材の育成 ① 専用ソフトの充実（施工図、専門工事の製作図）

⑤ 発注者と受注者にBIMに関する共通理解が必要 ③ CADソフト間の共通フォーマット ① 2Ｄ自動作図機能を持つソフトが必要

⑤ BIMを活用が効果的になる業務プロセスへの転換 ② 施工ノウハウとＢＩＭスキルを併せ持つ人材の育成

③
BIMモデルの完成度UPと、部品ライブラリの充実とライ
ブラリ命名規約

⑤ モデルの利用に関する社会的ルールが必要

BIM利用で望む要件 発注者 ④
BIM有効活用による意思決定への発注者の積極

関与が重要

①
ソフト機能、性能の向上
　－数量算出機能の整備整備

①

ソフト機能、性能の向上
　－数量算出機能の整備
　－設計の自動化
　－設計の自動検証
　－それぞれの専門工事への対応

①
ソフト機能、性能の向上
　－数量算出機能の整備整備

①
データ相互運用性の向上
　－シミュレーション機能との連携

②
団体、または国土交通省がリードしてBIM利用の推
進、そのためのサービスを提供する必要がある、また
設計工程も十分にとることが必要

③
設計、施工、維持管理、会計でそれぞれに必要な建
築資材、部位などの整理とそれらをつなぐ一貫した
コード体系の整備と、部品ライブラリの共有化

⑤ 与条件の整理 ③ 部品ライブラリ、テンプレートの整備 ⑤ ガイドラインの策定、パイロットプロジェクトの推進

⑤ 公共によるBIMの促進 ④ 発注者の意思決定や与条件整理による円滑な活用

⑤ 予条件等の定量化評価手法の確立

③
設計変更時には元（生）データを訂正することで整合
性を確保

②
途中で挫折しないよう、初期段階では目的と範囲をき
めて臨むことが重要

③
参照可能設計データを、BIMで提示（データ使用権付
与）と、設計者の責任範囲の明確化

BIM利用の現状 発注者 ④ 理解促進のための事例の積み重ねや情報公開

②
設計者、マネージャ、レビューアそれぞれの活用スキ
ルや、BIM設計プロセスに対する理解向上が必要。

②
設計者、マネージャ、レビューアそれぞれの活用スキ
ルや、BIM設計プロセスに対する理解向上が必要。

④ 実際の建物とモデルとの差異がまだ大きい

④
企画段階ではモデルの活用は主に形状検討に重
きがある

② ライブラリー等の充実不足 ④ 電子承認方法の必要性、法的制度

⑤
発注者のBIMに対する理解不足と利用側の説明
不足

②
設計成果品はあくまで積算、申請、契約用の域で、作
業所で使用されないケースも多い

④
発注者のBIMに対する理解不足と利用側の説明
不足

⑤ 新たな業務に対するコストの負担の分配ができない

④
従来の業務プロセスでは、モデルの精度が向上しな
い ② 現場で３Ｄを使える人材（社員）の不足

④ 定量化の効用、モデル作成精度、ガイドライン ④ ガイドラインの策定、ＬＯＤの設定、3次元図面の検討

ＢＩＭ利用のメリット ④
設計内容の可視化、建物情報の入力・整合性確認等
による合意形成の促進

④ 事例集、定量化の効果

④
従来参画できなかったさまざまな職能の関与が可
能

④
モデルを通じた設計内容の理解の向上や課題解決に
つながる

④
モデルを通じた設計内容の理解の向上や課題解決に
つながる

④ ガイドライン、電子承認の検討

④
従来参画できなかったさまざまな職能の関与が可
能

④
図面間の整合性や作業の効率化、合理化。
モデルによる合意形成の促進

④
モデルによる検討が進み、不整合が減少することで
品質や効率が向上する

④
定量化、可視化の効用、権利・責任、情報価値評価
手法、
ＬＯＤの設定

④ すべてをモデル化することは、非効率である

④
視覚化、ＬＯＤの設定、情報価値評価、権利・責任の
明確化

ＢＩＭ利用の限界 発注者 ④ 活用すべき人的な能力/資源の不足 ④ 活用すべき人的な能力/資源の不足 ④ モデルを継続的に更新していくことは困難である

① ソフト機能、性能の向上 ① ソフト機能、性能の向上 ④
IT的な限界は徐々に改善されていくが、使いこな
す側の人的能力の向上が重要

④
IT的な限界は徐々に改善されていくが、使いこな
す側の人的能力の向上が重要

②
入力する人間の技量、設計能力に大きく影響を受け
るため、従来のような指示によるオペレータ入力は難
しい

④ 定量化手法の効果、情報評価手法

④ 事例集、ガイドラインの策定、コストメリット ④
IT的な限界は徐々に改善されていくが、使いこな
す側の人的能力の向上が重要

④ 現状では生産に直接生産に結びつく部分が少ない

④
業務プロセスの見直しや費用の分担が必要
設備モデル作成については従来の業務プロセスから
の変革が必要

④
ガイドライン、権利・責任の明確化、ＬＯＤの設定、情
報評価手法の確立

① ソフト機能、性能の向上 ②
施工ノウハウとＢＩＭスキルを併せ持つ人材の確保と
入力されたモデルや環境シュミレーション結果の確認
方法がない

② 施工ノウハウとＢＩＭスキルを併せ持つ人材の確保 ④ モデルを使った施工業務ができていない

④
設備モデル作成については従来の業務プロセスから
の変革が必要

④
ガイドライン、電子承認手法、ＬＯＤの設定、定量化手
法権利・責任、情報価値評価

施工者

設計者

設計者

施工者

施工者

発注者

設計者

施工者

設計者

施工者

設計者

【凡例】

① ソフトウエアに関連する事柄

②
自己の企業や組織で解決
努力できる事柄

③ 基準・ルールなど

④ 意見

⑤ その他
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アンケート結果のまとめ 

 

 

討議テーマ
検討
ランク

企画 まとめ 重要度 設計 まとめ 重要度 生産・施工 まとめ 重要度

A ②
BIM使用者への教育、使用環境整備への支援など。（民間、企画
担当）

BIM使用者への教育、使用環境整備への支援
A ①

低廉で使いやすいツールの整備（選択：11件） ●ソフト機能、性能の向上
・操作の簡易化 A ②

BIM導入により、設計内容の可視化や建物情報の統合、一元化で
きるツールとして期待しているが、発注者・受注者ともそれらを理
解し使いこなせる能力の育成（政令市、施工管理担当）

BIM導入により、設計内容の可視化や建物情報の統合、一元化
できるツールとして期待しているが、発注者・受注者ともそれらを
理解し使いこなせる能力の育成

A

①
ソフトの統一化、一本化が必要。（政令市、その他） ●データ相互運用性の向上

・ソフトの統一化、一本化が必要 ①
低廉で使いやすいツールの整備（選択：11件） 容易な操作性のソフトと、低価格化が望まれる

③ データ連携を可能とするための規格の統一 CADソフト間の共通フォーマット

①
現状でBIM推進を否定する要素は無い、即ち今の道具のできる範
囲で進めるしかない。ただし、各段階で検証できるアプリケーション
やデータの充実が望まれる(その他、設計）

●ソフト機能、性能の向上
①

廉価、簡易なBIMソフト、BIMビューア(設計事務所) ●ソフト機能、性能の向上
・操作の簡易化 ①

専用ソフトの充実・・・データの有効利用のためソフト間の変換ツー
ルの整備(総合工事業、設計)

●ソフト機能、性能の向上
・操作の簡易化

①
専用ソフトの充実・・・数量算出機能の整備(総合工事業、設計) ●ソフト機能、性能の向上

・数量産出算出機能が望まれる ①
専用ソフトの充実・・・入力の簡略化(総合工事業、設計) ●ソフト機能、性能の向上

・操作の簡易化
・それぞれの専門工事への対応

①
専用ソフトの充実・・・それぞれの目的に応じた属性の過不足を補
う（追加・変更）ことができる機能〔ex.打増し、フカシ等〕(総合工事
業、設計)

②
プロジェクトにおけるBIMの目標と用途の明確化(設計事務所)
BIM活用のメリットの明確化（定量的な指標が望ましい）(総合工事
業、設計)

プロジェクトにおけるBIMの目標と用途、メリットの
明確化（定量的な指標が望ましい） ①

専用ソフトの充実・・・数量算出機能の整備(総合工事業、設
計)

●ソフト機能、性能の向上
・数量算出機能の整備 ①

専用ソフトの充実・・・数量算出機能の整備(総合工事業、設計)

⑤
発注側と受注側のBIMに関する共通の認識
（図面や見積書などは共通の認識があるのに対して、BIMはそこに
至っていない）(専門工事業)

発注者と受注者にBIMに関する共通理解が必要
②

IT技術レベルの平均的向上（教育徹底、組織全体の意識改
革・・特に事務所主宰者、老練な技術者の理解）(その他、設
計）

③
BIMデータの流通環境の整備（受け渡しするBIMモデル品質の取り
決め、役割分担、責任範囲、権利・契約関係など）(設計事務所)

②
BIM取組への教育の受講(総合工事業)

③
図面としてのBIMではなく、その中に納められるデータベースの
フォーマット。これが優秀であれば、関連するツールの開発も容易
になる(専門工事業)

BIM活用のメリットの明確化（定量的な指標が望ましい）(総合
工事業、設計)

⑤
BIMのメリットを活かした工法などの検討、選択(設計事務所)

プロジェクトにおけるBIMの目標と用途の明確化(設計事務所)
目標の統一（BIMの目的）(総合工事業)

⑤
フロントローディングによる業務量が増えた場合の費用を誰
が負担するか。(CADベンダ)
ＢＩＭ導入に伴う生産プロセス前倒しに伴うコストの負担。

従来行っていなかった業務についての費用負担をだれが行
うか等、社会的なルールの整備

⑤
BIMデータに関する社会規範・常識の醸成。（データの著作
権、使用権、Costの負担等）(専門工事業)

①
専用ソフトの充実・・・標準ライブラリ・テンプレート等の充実、共通化
(総合工事業、設計)

●共通ライブラリの整備
①

ソフト導入と更新の費用負担が組織規模に関わらず大きい
（Feeは効率化期待と相反）(その他、設計）

●経済的負担の低減
・低廉なソフトが必要 ①

現状では、設計者と施工者が同じアプリを利用しないとデータがう
まく渡らない。アプリケーションの互換性やIFCの品質向上などが
必要(総合工事業)

①
廉価、簡易なBIMソフト、BIMビューア(設計事務所)

①
専用ソフトの充実・・・３Dモデルデータに手を加えずに、従来
の２D図面の表現ができる機能の開発(総合工事業、設計)

●2D図面対応の向上（B）
・自動作図の2D表現の向上

①
専用ソフトの充実・・・生産・施工でデータ連携できる機能の整備
(総合工事業、設計)

①
専用ソフトの充実・・・入力の簡略化(総合工事業、設計)

①
専用ソフトの充実・・・データの有効利用のためソフト間の変換
ツールの整備(総合工事業、設計)

●データ相互運用性の向上
・コンバータの整備

①
専用ソフトの充実・・・３Dモデルデータに手を加えずに、従来の２D
図面の表現ができる機能の開発(総合工事業、設計)

●2D図面対応の向上
・自動作図の2D表現の向上

①
専用ソフトの充実・・・データの有効利用のためソフト間の変換ツー
ルの整備(総合工事業、設計)

●データ相互運用性の向上
 ・コンバータの整備 ①

基本設計レベルのBIMモデルは、図面などとの連携も行える
が、実施設計段階のBIM→図面については、まだまだアプリ
ケーションの改善が必要(総合工事業)

●2D図面対応の向上
・自動作図の2D表現の向上 ③

設計者がどこまで作り、施工者がどう使うかなどのルールがないと
無駄が多い(総合工事業)

LOD及び、BIMモデル取扱ルールの明確化(総合工事業)

③
ライブラリ、テンプレート、社内標準の整備(設計事務所)

③
ライブラリ、テンプレート、社内標準の整備(設計事務所) 部品ライブラリ、テンプレート、社内標準の整備及び、BIMモ

デルに埋め込まれる詳細レベル(LOD)の明示（設計事務所）
④

施工入札とば別な融合方法の確立(その他、設計） IPDなど契約方式の多様化が必要である

③
作成するBIMモデルの品質（どの程度までモデル化し、属性情
報を入力するかのレベル）(設計事務所)

⑤
BIMに関する社会全般（少なくても発注者から基幹技能者くら
いまで）の認知度が向上すること。(専門工事業)

BIMに関する認知度の向上

⑤ 協力業者（サブコン）との調整(総合工事業)

①
専用ソフトの充実・・・標準ライブラリ・テンプレート等の充実、
共通化(総合工事業、設計)

●共通ライブラリの整備（C）
・標準ライブラリ、テンプレートの充実

①
専用ソフトの充実・・・標準ライブラリ・テンプレート等の充実、共通
化(総合工事業、設計)

●共通ライブラリの整備
・標準ライブラリ、テンプレートの充実

②
BIMのメリットを活かした設計手法の検討、選択(設計事務所) BIMのメリットを活かした設計手法の検討、選択

②
設計と施工の断絶（お互いの情報交換が全体のプロセスで欠けて
いる）(その他、設計）

設計と施工の断絶（お互いの情報交換が全体のプロセスで欠け
ている

③
全てのCADがBIMに対応しているわけではないので、共通言
語とも言うべき、フォーマットが必要(専門工事業)

CADソフト間の共通フォーマット(専門工事業)や、設備BIMモ
デル作成者の明確化(総合工事業)、BIMモデルチェック方
法・評価手法の確立(設計事務所)

⑤
BIM対応の教育、導入の伴うコストとスキルを高めていかないと進
まない。国の補助金により導入を進めてほしい。(メーカー)

公的指導体制、指針策定

③ 設備モデルを誰がつくるのか。(総合工事業)

③ 作成したBIMモデルの品質チェックと評価の手法(設計事務所)

④
④確認申請や契約などについてもBIMを中心とした効率化が
必要(総合工事業)
⑤責任関係不明瞭(CADベンダ)

申請業務など法的な制度へのBIM活用

⑤
デジタル申請、設計図書の捺印関係の問題（捺印がない図書
は訴えられた場合に敗訴したという判例があるため）(総合工
事業、設計)

ｅ-文書法案の整備など

D ④
企画段階ではいわゆるBIMの効果はなく、主に形状系のアプリケー
ションやシミュレーション系の活用が中心である。(総合工事業)

企画提案パース等の２Ｄからの再モデリングが不
要など経費面の事例・説明

D D D

②
プレゼ資料作成に対して対応できるBIM使用者の育成(総合工事
業、施工管理)

プレゼ資料作成に対して対応できるBIM使用者の
育成

②
施工ノウハウとＢＩＭスキルを併せ持つ人材の育成(総合工事
業、施工管理)

施工ノウハウとＢＩＭスキルを併せ持つ人材の育成
①

ＢＩＭ施工図（仕上・躯体）を作成できるツールの実現(総合工事
業、施工管理)

⑤
発注側と受注側のBIMに関する共通の認識
（図面や見積書などは共通の認識があるのに対して、BIMはそこに
至っていない）(専門工事業)

発注者と受注者にBIMに関する共通理解が必要
③

全てのCADがBIMに対応しているわけではないので、共通言
語とも言うべき、フォーマットが必要(専門工事業)

CADソフト間の共通フォーマット(専門工事業)

①
各専門工事の製作図を作成できるツールの実現(総合工事業、施
工管理)

⑤
早期に施行者がモデル作成プロセスに参加する仕組み(総合
工事業)

BIMを活用が効果的になる業務プロセスへの転換
①

ＢＩＭモデル設計図から施工図作成のツールの整備(専門工事業、
設備施工)

2Ｄ自動作図機能を持つソフトが必要

②
施工ノウハウとＢＩＭスキルを併せ持つ人材の育成(総合工事業、
施工管理)

施工ノウハウとＢＩＭスキルを併せ持つ人材の育成

③
図面としてのBIMではなく、その中に納められるデータベースの
フォーマット。これが優秀であれば、関連するツールの開発も容易
になる(専門工事業)

③
部品の整備が必要。各会社で作成するものと、共通のものがあ
る。共有する仕組みが必要。　部品の名前の付け方などルールが
必要だと思われる。(総合工事業)

⑤
BIMデータに関する社会規範・常識の醸成。（データの著作権、使
用権、Costの負担等）(専門工事業)

モデルの利用に関する社会的ルールが必要

⑤

発注者の早期意思決定（建物の用途・仕様）設計者間での十分な
コミュニケ－ｼｮﾝが必要。後で決めれば良いの撲滅。要求性能とコ
ストが一致していない。半値以下で工事を進めようとすることに疑
問を感じないのか？(専門工事業、CAD)

十分なコミュニケーションに基づく発注者の適切な
時期の意思決定、妥当なコスト ③

意匠、構造、設備、電気設計図書データの完全な連携（落ち
がない）とデータの肥大化を抑えるフォーマット形式とBIMソフ
ト(総合工事業、施工管理)

①

ＢＩＭツールの低廉化とハード負荷への低減(総合工事業、施工管
理)

廉価なソフトが必要

③
情報の規格化・標準ツール・オペレータ等、周辺環境の整備
(専門工事業、設備施工)

①
簡易的な修正ができ、操作が簡単な現場で使えるBIMソフト(総合
工事業、施工管理)

容易な操作性が望まれる

⑤

意匠・構造設計者が、せつびを知らない。常識が無い為に、
平気で作れない建物の図面を書いている。コスト認識が無
い。押し付けで物ができると思っているのではないか。(専門
工事業、CAD)

早期からの設備を含めた建築モデルの作成

①

現場でデータを確認するための紙に代わる適切なソフトとハードウ
エア(総合工事業)

現場に持ち込み、活用できるソフトとハードの開発

②
運用管理方法の未検討が大きい。プロジェクト管理者の能力不
足。(専門工事業、CAD)

運用管理方法の未検討が大きい。プロジェクト管理者の能力不
足

③
大量の情報を共有し関係会社間でやりとりできるインフラの整備
(総合工事業、施工管理)

③
データ交換が発生するためにＩＦＣなどの、フォーマットの整備が必
要。(総合工事業)

⑤
BIMに関する社会全般（少なくても発注者から基幹技能者くらいま
で）の認知度が向上すること。(専門工事業)

C C C ④ ３Ｄ図だけでは施工できない。(専門工事業、設備施工) C

B

A

B

C

A

B

B

A

B

C

A

B

A

B

C

A

●ソフト機能、性能の向上
・それぞれの専門工事への対応
・数量算出機能の整備

IT技術やBIM教育の徹底と組織全体の意識改革が必要、ま
たプロジェクトにおけるBIM活用の目標と用途、メリットの明
確化（定量化が望ましい）

BIMモデル流通環境整備（LOD、役割分担、責任範囲、権利・契
約関係等）(設計事務所)とBIMモデルの完成度UP(専門工事業)

②

整備されていなければ
BIMが進まない要件

発注者

B

設計者

A

B

●データ相互運用性の向上
・IFCの品質向上
・シミュレーションとの連携

●経済的負担の低減
・低廉なソフトが必要
●ソフト機能、性能の向上
・操作の簡易化

C

施工者

A

専用ソフトの充実（施工図、専門工事の製作図）

BIMモデルの完成度UP(専門工事業)と、部品ライブラリの充実と
ライブラリ命名規約（総合工事業）

B

意匠・構造・設備連携とBIMモデルのファイル軽量化(総合工
事業、施工管理)、情報の共有化(専門工事業、設備施工)

大量情報共有のためのインフラの整備(総合工事業、施工管理)
と、BIMモデルの標準フォーマット整備（専門工事業）

ガイドライン、指針の策定

B B

【凡例】

① ソフトウエアに関連する事柄

②
自己の企業や組織で解決
努力できる事柄

③ 基準・ルールなど

④ 意見

⑤ その他
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BIM利用で望む要件 A ④
プロジェクトの計画策定に積極的に参加し、計画決定に関与したい
と思う。（選択：13件）

BIM有効活用による意思決定への発注者の積極

関与が重要
A A A

⑤
建設後の運用コストが不明 維持管理への活用のコスト明確化

④
導入段階から、イメージが伝え易くなりお互いの思い違いがなくな
る。(メーカー)

イメージの共有化による理解の促進

⑤ 時間がかかる 可視化、性能の定量化の効用

C ④
 企画・調達～設計、竣工～維持管理の期間が非常に長いので、
企画にBIMの活用の重点を置くことも必要。（民間、企画担当）

可視化の効用、ＦＭ管理指標の整備 C C C

①
環境性能、概算、LCC、エネルギーコストなどの算出ツールの整
備、充実(設計事務所)

●ソフト機能、性能の向上
●データ相互運用性の向上
・シミュレーションとの連携

①
設計の自動化率向上(その他、設計）

①
専用ソフトの充実(総合工事業、設計) ●ソフト機能、性能の向上

①
専用ソフトの充実(総合工事業、設計)

①
検証の自動化(その他、設計）

①
数量算出機能の整備（数量関連情報の共通化）(総合工事業、設
計)

●ソフト機能、性能の向上
・数量算出機能の整備

①
数量算出機能の整備（数量関連情報の共通化）(総合工事業、設
計)

●ソフト機能、性能の向上
・数量算出機能の整備 ①

専用ソフトの充実(総合工事業、設計)

③
設計、施工、維持管理、会計でそれぞれに必要な建築資材、部位
などの整理とそれらをつなぐ一貫したコード体系の整備(設計事務
所)

⑤
BIMに反映すべき企画予条件データの整備（行政、資産、経済）(そ
の他、設計）

与条件の整理 ①
数量算出機能の整備（数量関連情報の共通化）(総合工事
業、設計)

③
登録図形（ﾌｧﾐﾘｰ、ﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄ）の共有化(総合工事業、設計)

⑤
団体、または国土交通省がリードしてBIM利用の推進、そのための
サービスを提供する(総合工事業、設計)

公共によるBIMの促進 ②
団体、または国土交通省がリードしてBIM利用の推進、その
ためのサービスを提供する(総合工事業、設計)

⑤
団体、または国土交通省がリードしてBIM利用の推進、そのため
のサービスを提供する(総合工事業、設計)

ガイドラインの策定、パイロットプロジェクトの推進

②
十分な設計工程（設計変更への対応は大変な印象がある）
(総合工事業)

③ 部材、部品のライブラリの充実(専門工事業) 部品ライブラリ、テンプレートの整備(専門工事業)

④
発注者の意思決定プロセスを明確に行っていただかないとモ
デルが無駄になり、余計なコストが発生する(総合工事業)

発注者の意思決定や与条件整理による円滑な活用

⑤
BIMに反映すべき企画予条件データの整備（行政、資産、経
済）(その他、設計）

予条件等の定量化評価手法の確立

①
下流側でのメリットだけでなく、企画段階（つまり上流側）でのメリッ
ト。入力データのシミュレーションへの応用の容易さなど(専門工事
業)

●データ相互運用性の向上
・シミュレーションとの連携 ①

生産という意味で、設計から施工へつなげるさらなる技術開
発必要(その他、設計） ①

ソフト間のデータ供用・変換の効率化（IFCの対応）(総合工事業、
設計)

●データ相互運用性の向上（B）
・IFCの品質向上

①
情報共有ツールとして、異なるツール間での欠落の無い情報連携
の実現、または、設計～施工・維持管理まで機能的に充足する
ツールの実現（ワン・プラットフォーム）(総合工事業、設計)

①
環境性能、概算、LCC、エネルギーコストなどの算出ツールの
整備、充実(設計事務所) ①

実際の現場担当者にわかる図面の出力機能。将来的にはなくな
るかもしれないが、この部分の意識が転換されるのはかなり先の
ことだと思われる(専門工事業)

●2D図面対応の向上
・自動作図の2D表現の向上

①
ソフト間のデータ供用・変換の効率化（IFCの対応）(総合工事業、
設計)

①
各種シミュレーションツールとの連携、BIMソフトウエア間の
データ交換フォーマット(設計事務所)

④
生産・施工的な検討を生産者と一緒に行えるような発注方式が望
ましい(総合工事業)

発注方式の多様化

③

各種シミュレーションツールとの連携、BIMソフトウエア間のデータ交
換フォーマット(設計事務所)

①

情報共有ツールとして、異なるツール間での欠落の無い情報
連携の実現、または、設計～施工・維持管理まで機能的に充
足するツールの実現（ワン・プラットフォーム）(総合工事業、設
計)

③
活用スキル保有者の量的充足（人材育成および育成機関・資格制
度の整備等）(総合工事業、設計)

①
ソフト間のデータ供用・変換の効率化（IFCの対応）(総合工事
業、設計)

③
登録図形（ﾌｧﾐﾘｰ、ﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄ）の共有化(総合工事業、設計)

①
数量算出機能の整備（数量関連情報の共通化）(総合工事
業、設計)

数量産出算出機能が望まれる

② 早期の業者選定(総合工事業) 早期の業者選定

③
機器、材料について、BIMに活用可能・参照可能なDataライブ
ラリーが整備されること。(専門工事業)

③ BIMデータ標準がオーソライズされること。(専門工事業)

③
活用スキル保有者の量的充足（人材育成および育成機関・資
格制度の整備等）(総合工事業、設計)

③
整合性の取れた図面、確認申請の簡素化、データの双方向
連携（構造計算⇔BIMソフト）(総合工事業、設計)

④ 企画段階では現状で十分(総合工事業) ① 登録図形（ﾌｧﾐﾘｰ、ﾃﾝﾌﾟﾚｰﾄ）の共有化(総合工事業、設計) ライブラリ・テンプレートの整備 ⑤ 施工技術の公開性と独立(その他、設計） 権利、責任の明確化、ガイドラインの策定

⑤ 作業時間の短縮化(総合工事業) モデル作成の手間軽減

③

無責任なデ－タを作成しない。変更はデ－タで流すことが基
本。文字で図面の片隅に書き込んで、責任逃れをするケース
が多い。・・・に、50台追加を見込むことなど・・・(専門工事業、
CAD)

設計変更時には元（生）データを訂正することで整合性を確
保(専門工事業、CAD)

②

変更対応に追従できていないので、途中で挫折してしまう。BIM運
用の初期の団塊では目的と範囲を決めて臨むことが重要。(専門
工事業、CAD)

途中で挫折しないよう、初期段階では目的と範囲をきめて臨むこ
とが重要

③
参照可能な設計データが、BIMで提示（Deta使用権の付与）される
こと。(専門工事業)

③

設計者が、保障してくれる内容は何か？責任と役割をはっきりして
おくこと。　鉄骨の例でいえば、部材の大きさや、材質、は構造設
計者、小梁の位置は設計者など、データの信頼性を保証してもら
えればよいと思う。(総合工事業)

③
施主の早期意思決定。曖昧さを残さない。(専門工事業、CAD) フロントローディングによる早期意思決定(専門工事

業、CAD) ①
ＢＩＭツール間の情報連動性の向上(総合工事業、施工管理) ●データ相互運用性の向上

①
ＢＩＭツール間の情報連動性の向上(総合工事業、施工管理) データ連係機能の向上が望まれる

③
下流工程を含む情報の確保。(専門工事業、設備施工) 後工程を考慮し情報を入力(専門工事業、設備施工)

①
実際の現場担当者にわかる図面の出力機能。将来的にはなくな
るかもしれないが、この部分の意識が転換されるのはかなり先の
ことだと思われる(専門工事業)

●2D図面対応の向上
・自動作図の2D表現の向上

③
下流側でのメリットだけでなく、企画段階（つまり上流側）でのメリッ
ト。入力データのシミュレーションへの応用の容易さなど(専門工事
業)

施工段階だけでなく企画段階でのメリットを出す(専門
工事業) ③

部材、部品のライブラリの充実(専門工事業)

③
上流工程で必要な情報の確保。(専門工事業、設備施工) 後工程で必要となる情報を前工程に明示。(専門工事業、設備施

工)

④
施工計画をBIMモデルを活用して企画の段階からプレゼンテーショ
ンに活用したい(総合工事業、施工管理)

③
施工者にメリットのあるＢＩＭ環境。(専門工事業、設備施工)

③
施工段階に於ける情報追加の極小化。(専門工事業、設備施工) 施工段階に於ける情報追加の極小化。(専門工事業、設備施工)

④ 器具導入時の搬入計画、安全管理が容易になる。(メーカー) 企画課の効用、理解の促進

B

A

B

C

A

B

C

B

A

B

C

A

発注者 B

設計者

A

●ソフト機能、性能の向上
・数量算出機能の整備
・設計の自動化
・設計の自動検証
・それぞれの専門工事への対応

C

B

A

B

C

設計、施工、維持管理、会計でそれぞれに必要な建築資材、部
位などの整理とそれらをつなぐ一貫したコード体系の整備(設計
事務所)と、部品ライブラリの共有化（総合工事業、設計）

団体、または国土交通省がリードしてBIM利用の推進、その
ためのサービスを提供する必要がある、また設計工程も十
分にとることが必要

B

●データ相互運用性の向上（B）
・コンバータの整備
・IFCの品質向上
・シミュレーションとの連携
・建物ライフサイクルにわたるデータ連係

●データ相互運用性の向上
・コンバータの整備
・建物ライフサイクルにわたるデータ連係

部品ライブラリ、テンプレートの整備とBIM人材育成・
増加（総合工事業、設計）、ソフト間データ連携（設計
事務所）

部品ライブラリ、テンプレートの整備とBIMのオーソライズ(専
門工事業)、BIM人材育成・増加（総合工事業、設計）、確認
申請の簡素化及びソフト間データ連携（総合工事業、設計）

A

施工者

参照可能設計データを、BIMで提示（データ使用権付与）(専門工
事業)と、設計者の責任範囲の明確化(総合工事業)

B

C

部品ライブラリ、テンプレートの整備(専門工事業)と施工で活
用できるBIMモデルの作成(専門工事業、設備施工)

A

B

C

B

C

【凡例】

① ソフトウエアに関連する事柄

②
自己の企業や組織で解決
努力できる事柄

③ 基準・ルールなど

④ 意見

⑤ その他
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BIM利用の現状 A A ④ BIMへの理解値が圧倒的に不足 理解促進のための事例の積み重ねや情報公開 A A
④ 実例がない

④ 十分な設計期間がない

C C C ④ プロジェクトごとに事情が異なる C

②
設計者自身が活用できるようなスキルアップが必要(総合工事業)

②
設計者自身が活用できるようなスキルアップが必要(総合工
事業)

④
BIMモデルと実際に完成した建物との整合性確認が行われていな
い(設計事務所)

実際の建物とモデルとの差異がまだ大きい

②
マネージャ、レビュアーのBIM設計プロセスの理解不足により手戻
りが発生する(設計事務所、設計) ②

マネージャ、レビュアーのBIM設計プロセスの理解不足により
手戻りが発生する(設計事務所、設計) ④

現場でのBIM利用は積極的に行い、問題点の抽出などを行ってい
るが、実際の施工図面は従来のCADにて描いているのが現状(専
門工事業)

電子承認方法の必要性、法的制度

④

企画段階においては、ほとんどBIMソフトは使用されていない(専門
工事業)
形状表現の優位性がある(総合工事業、設計)
プレゼンテーションや説明用には効果を発揮している(総合工事業、
設計)

企画段階ではモデルの活用は主に形状検討に重
きがある

②

ライブラリー等の充実不足(その他、設計） ライブラリー等の充実不足

⑤
・発注者の認識不足（業界のアピール不足）(その他、設計） 発注者のBIMに対する理解不足と利用側の説明

不足
②

設計成果品はあくまで積算、申請、契約用の域を脱していな
い(その他、設計）

②
設計がモデルを作りこんでも作業所で使えないケースも多い
(総合工事業)

④
発注者にとってのBIMのメリット（LCC、エネルギーコスト、維
持管理）を説明しきれていない(設計事務所)

発注者のBIMに対する理解不足と利用側の説明不足

⑤
ＢＩＭ導入に伴う生産プロセス前倒しに伴うコストの負担先。
(総合工事業)

新たな業務に対するコストの負担の分配ができない

①

上記ツール連携不備等により、設計初期段階の合意形成、納まり
検討、設計図作図、施工計画・・・等、"点"としての活用が現状で、
"線"としてライフサイクルを通じたデータの一貫活用が十分とは言
えず、本来期待できるメリットを享受できていない(総合工事業、設
計)

●データ相互運用性の向上
・建物ライフサイクルにわたるデータ連係

①

ツール連携不備等により、設計初期段階の合意形成、納まり
検討、設計図作図、施工計画・・・等、"点"としての活用が現
状で、"線"としてライフサイクルを通じたデータの一貫活用が
十分とは言えず、本来期待できるメリットを享受できていない
(総合工事業、設計)

●データ相互運用性の向上
・建物ライフサイクルにわたるデータ連係

④

BIM成果品はコスト、工程管理に使えても直接生産に結びついて
いない(その他、設計）

モデル活用が合意形成や工程管理などにとどまり、生産に結び
ついていない

④
発注者にとってのBIMのメリット（LCC、エネルギーコスト、維持管
理）を説明しきれていない(設計事務所)

事例集の編纂、定量化手法の紹介 ①
BIMソフトが申請図書にならない（図面としての質が悪い）(総
合工事業、設計)

●2D図面対応の向上
・自動作図の2D表現の向上

④
形状表現の優位性がある(総合工事業、設計)

①
ASME間での3Dによる重ね合わせ、干渉チェックに効果を発
揮している(総合工事業、設計)

・可視化、理解向上
・不整合の発見

④
施工シミュレーション、施主説明、業者間の打合に効果を発揮して
いる(総合工事業、設計)

②
発注者との意思疎通には役立っているがアプローチのし方や
変更要求が生じない程度までに納得してもらう手法の確立が
不足(その他、設計）

発注者との意思疎通には役立つが、アプローチや変更要求
を生じさせるまでの手法としては確立されていない

④
早期に業者が選定できない為、精度の高いモデルが作成で
きない。(総合工事業)

従来の業務プロセスでは、モデルの精度が向上しない

④
アピールすれば受託者の責任で受け入れてもらえる(その他、設
計）

①
作図作業の分担がしにくく、特定の設計者に集中しがち(設計
事務所、設計)

●設計者による操作
・設計者が操作するような体制、ツールが必要

①
容量の大きな統合データを容易に扱えるソフト・ハードウエア環
境。(総合工事業)

●望ましいハード
・大容量データ処理に耐える性能

④
企画段階でのモデルが後工程へつながっていない。(総合工事業)

③
設計でのモデルの作りこみをどこまで行うことが適切であるか
の境界が不明確(総合工事業)

詳細レベル(LOD)が不明確(総合工事業)

④

建築、設備一括受注の案件での試験的な検証のみ(専門工
事業)
BIMを利用した設計要請は皆無といわないまでも非常に少な
い。(専門工事業)
実例がない(総合工事業)
プロジェクトごとの対応となっている。(専門工事業)
プロジェクトごとの対応(総合工事業)

一部の試験的なプロジェクトでしか活用は進んでいない

④ 形状表現の優位性がある(総合工事業、設計)

④

自分たちの範囲で検討しきっているものがない。全て下請け
たより、任せではないか？(専門工事業、CAD)
作図に施工担当者が参画協力している。(専門工事業、設備
施工)

従来の業務プロセスでは、モデルの精度が向上しない

②

現場で３Ｄを使える人材（社員）が不足している。(総合工事業) 現場で３Ｄを使える人材（社員）の不足

④
躯体数量の把握(総合工事業、施工管理) 定量化の効用、モデル作成精度、ガイドライン

②
ＢＩＭを採用せず従来通りの施工を行った場合とのコスト比較が明
確に提示される例がほとんど無い。

コスト比較の欠如

④

人材が居ないのでは？下請け業者が対応しているのが現実では
ないか？(専門工事業、CAD)
施工図がわかり３Ｄが使える外部人材も不足している。(総合工事
業)

④

現場でのBIM利用は積極的に行い、問題点の抽出などを行ってい
るが、実際の施工図面は従来のCADにて描いているのが現状(専
門工事業)
３Ｄ化ＣＡＤ図がそのまま施工図に移行できない。(専門工事業、
設備施工)
２Ｄ図を別途作成している。３Ｄ図だけでは施工できない。(専門工
事業、設備施工)

④

BIMを利用した施工要請は皆無といわないまでも非常に少ない。
(専門工事業)
協力会社の３Ｄ利用率が少ない事が現状の問題点。
（図面を効率的に作るために３Ｄを使いこんで欲しい。）(総合工事
業)

④
発注者が自分たちでBIMに取り組んで何かをやった実績が無いで
しょう。人材も居ない。と思います(専門工事業、CAD)

発注者のBIMに対する理解不足 ④
建築、設備一括受注の案件での試験的な検証のみ(専門工
事業)

一部の試験的なプロジェクトでしか活用は進んでいない
③

機器シンボルとデータ量について、規格がない為決めてほしい
(メーカー)

機器シンボル、ファイルサイズ規格を確定(メーカー)

④
設計図の３Ｄ化が注目先行している。その他の情報は未処
理。（入れ物・情報の使途が未定）(専門工事業、設備施工)

権利・責任の明確化、ＬＯＤの設定
④

プロジェクトごとの対応となっている。(専門工事業)
プロジェクトごとの対応(総合工事業)

一部の試験的なプロジェクトでしか活用は進んでいない

④ 設備・躯体間の整合性の確認(総合工事業、施工管理)

④ 施工手順・仮設の確認(総合工事業、施工管理)

C ④
企画段階においては、ほとんどBIMソフトは使用されていない(専門
工事業) C C ①

容量の大きな統合データを容易に扱えるソフト・ハードウエア環
境。(総合工事業)

●望ましいハード
・大容量データ処理に耐える性能 C

B

C

A

B

B

A

B

B

A

B

C

A

B

C

A

B

ＬＯＤの設定、電子承認方法の確立

発注者 B

設計者

A

設計者、マネージャ、レビューアそれぞれの活用スキ
ルや、BIM設計プロセスに対する理解向上が必要。

C

モデル作成精度の設定、権利・責任の明確化

設計者、マネージャ、レビューアそれぞれの活用スキルや、
BIM設計プロセスに対する理解向上が必要。

設計成果品はあくまで積算、申請、契約用の域で、作業所
で使用されないケースも多い

B

B

A

施工者

A

ガイドラインの策定、ＬＯＤの設定、3次元図面の検討

B
ガイドラインの設定、権利・責任の明確化

【凡例】

① ソフトウエアに関連する事柄

②
自己の企業や組織で解決
努力できる事柄

③ 基準・ルールなど

④ 意見

⑤ その他
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ＢＩＭ利用のメリット ④

BIMの試行の中で検討中。設計内容の可視化、建物情報の
入力・整合性確認、建物情報の統合・一元化で、業務に変化
を与える可能性があるのではと着目している。（国・県、企画
担当）

設計内容の可視化、建物情報の入力・整合性確認等による
合意形成の促進

④
設計の不整合を減らす効果が期待でき予想外の設計変更や
手戻りを減少できる。（選択：10件）

④
設計段階における可視化により関係者間の合意形成が進
む。（選択：10件）

④ メリット・デメリットの具体的実感がない

④
発注者との理解度向上・課題の克服(その他、設計） 従来参画できなかっったさまざまな職能の関与が

可能
④

発注者・施工者との理解度向上・課題の克服(その他、設計） モデルを通じた設計内容の理解の向上や課題解決につなが
る ④

発注者・施工者との理解度向上・課題の克服：シミュレーションや
デジタルモックアップの可能性大(その他、設計）

モデルを通じた設計内容の理解の向上や課題解決につながる

④
企画、設計、施工と、いままで深く関わることがなかった人のつなが
り(専門工事業) ④

設備の立場からすると、BIM導入へのメリットが薄い？
　（工場などの設備メインの物件ではメリット有？）(総合工事
業)

ガイドライン、電子承認の検討

④

平・立・断面図が同時に進行することによる作図作業の効率化(設
計事務所)
計画、デザイン検討、納まり検証、作図等の効率化による設計業務
の合理化(総合工事業、設計)

図面間の整合性や作業の効率化、合理化。
モデルによる合意形成の促進 ①

可視化、早期の合意性、データの一元管理（構造計算ソフト
のデータ利用による作業の時短）(総合工事業、設計)

④

顧客との意思疎通のツール(専門工事業)

④
社内外合意形成の円滑化による手戻りの防止、建物品質の向上、
CS向上(総合工事業、設計)

①
不整合部分の確認がツールを使ってわかり易くできる(総合工
事業、設計)

④
施工シミュレーションにより、事前に工程の検討、業者間での工程
理解がすすむ(総合工事業、設計)

④

説得力のあるプレゼンテーションができ、相手の理解も早い(総合
工事業、設計)

④

平・立・断面図が同時に進行することによる作図作業の効率
化(設計事務所)
計画、デザイン検討、納まり検証、作図等の効率化による設
計業務の合理化(総合工事業、設計)

図面間の整合性や作業の効率化、合理化。
モデルによる合意形成の促進 ④

明確な設計意図の伝達(総合工事業)

④ 統合設計や干渉チェックによる設計品質の向上(設計事務所)

④

可視化により関係者間のコンセンサスが得やすい(設計事務
所)
社内外合意形成の円滑化による手戻りの防止、建物品質の
向上、CS向上(総合工事業、設計)

④
環境やコストシミュレーショにより、事前に性能を確認し、発注
者などに説明しながらながら設計を進めることができる(設計
事務所)

④ 修正の容易さ。一元管理による情報の整理(専門工事業)

④
企画→設計→施工→保全のLCCコスト低下が期待できる。
(専門工事業)

④
設計的な判断を下すためのスキルのハードルを下げることが
出来る。(総合工事業)

④
企画、設計、施工と、いままで深く関わることがなかった人のつなが
り(専門工事業)

従来参画できなかっったさまざまな職能の関与が
可能 ④

曖昧さ、不整合が無くなる。責任の所在も明確になる。自分の
ミスを下請けに押し付けできなくなるだろう。(専門工事業、
CAD)

図面間の整合性や作業の効率化、合理化。
モデルによる合意形成の促進 ④

メーカー毎の価格競争がなくなる。サービス方法、施工方法が容
易(メーカー)

モデルによる検討が進み、不整合が減少することで品質や効率
が向上する

④

修正の容易さ。一元管理による情報の整理(専門工事業)

④

現場で発生する変更に追従していければ、不整合は防げる。生産
性アップ・品質アップにつながっていくような気がする。(専門工事
業、CAD)
いわゆる「見える化」により不整合や干渉が減少し、施工効率の
向上が期待できる。(専門工事業)
施工段階では、使用や取り合い等が決定している。(専門工事業、
設備施工)
施工管理に専念できる。(専門工事業、設備施工)

すべてをモデル化することは、非効率である

④

設計図書がとりあえず見積のための不整合が多い図面といっ
たことの脱却。整合性の取れた設計図の作成が施工者にとっ
てメリット。(総合工事業)

④

受変電設備、発電機設備などの盤類、幹線設備のルートなどの他
設備との取り合いが必要な設備については施工効率の向上が期
待できるが、盤の二次側の配線については、煩雑となるだけでメ
リットがない。(専門工事業)

④

設計段階に於ける可視化により、意思疎通による合意形成が
進み設計段階で使用等の決定がなされる。結果、施工段階
での変更や検討事項が減少する。(専門工事業、設備施工)

④

設計図の内容を理解するためのスキルのハードルを下げることが
出来る。(総合工事業)
設計意図の把握に役立つ(総合工事業)

④
曖昧さ、不整合が無くなる(専門工事業、CAD) 図面間の整合性や作業の効率化、合理化。 ④

BIMモデルを使って施主との意見合意が出来る。(総合工事
業、施工管理)

④
顧客との意思疎通のツール(専門工事業)

④
製作図の手戻り減(総合工事業、施工管理)
施工関係者間の調整に必要な時間の短縮(総合工事業、施工管
理)

④
BIMモデルを施工計画に活用できる。(総合工事業、施工管理)

A

B

A

B

AA

A

B

A

A

可視化、情報流通・流用の問題点整理
権利・責任の明確化

定量化、可視化の効用、
権利・責任、情報価値評価手法
ＬＯＤの設定

発注者 A 事例集、定量化の効果

設計者

A

B

・可視化、理解向上
・早期の合意形成
・不整合の発見
・データ一元管理
・構造データ活用

A

B

施工者

A

定量化、可視化の効用、
権利・責任、情報価値評価手法
ＬＯＤの設定

視覚化、ＬＯＤの設定、情報価値評価、権利・責任の明確化

B

A

B B

【凡例】

① ソフトウエアに関連する事柄

②
自己の企業や組織で解決
努力できる事柄

③ 基準・ルールなど

④ 意見

⑤ その他
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ＢＩＭ利用の限界 A ④
ツールの問題より、人的能力の問題の方が大きい。（民間、企画・
施工管理担当）

活用すべき人的な能力/資源の不足 A ④
人材不足、設計業務への見直しが要る 活用すべき人的な能力/資源の不足 A ④

竣工図の維持管理が手間/更新が大変 モデルを継続的に更新していくことは困難である
A

④
イニシャルコストが重視され、ＬＣＣへの配慮が出来ない

④
業界のコンセンサスが得られていない状況で、行政分野への導
入にはメリットがないと思われます。（国・県、施工管理担当）

まだ、BIM導入に関するコンセンサスが得られていない

④ 設計精度が悪い

C C C ④
BIMの将来性が不透明である。今後なくなる可能性がある状況に
おいて、導入することになる。（民間、施工管理担当）

C

①
企画段階、設計段階、生産・施工段階で必要な機能を持ち、それ
ぞれのフェーズを通して使えるようなツールが必要（現状はない）
(総合工事業、設計)

●ソフト機能、性能の向上
①

構造設計者が図面を作成しない場合のメリットを聞かれる。ソ
フトに限界を感じる。(総合工事業、設計)

●ソフト機能、性能の向上

④
現状での限界は上記BIMが進まない要件、望む要件の裏返しだ
が日進月歩で限界が打破される(その他、設計）

IT的な限界は徐々に改善されていくが、使いこなす側の人的
能力の向上が重要

④

現状での限界は上記BIMが進まない要件、望む要件の裏返しだが
日進月歩で限界が打破される(その他、設計）
ただし人間の感性の部分までは及ばない（全ては人間が操ること、
BIMへの異常な期待は禁物）(その他、設計）
BIMはツールであり、それを使いこなす人的資源（スキル＋量・
数）、データを作成する為のハード・ソフトウェアの能力、これらの現
状での限界＝BIM利用の"現状"の限界と考える(総合工事業、設
計)

IT的な限界は徐々に改善されていくが、使いこな
す側の人的能力の向上が重要

②

入力する人間の技量、設計能力に大きく影響を受ける(総合
工事業、設計)

④

ただし人間の感性の部分までは及ばない（全ては人間が操るこ
と、BIMへの異常な期待は禁物）(その他、設計）

定量化手法の効果、情報評価手法

④

企画段階：とにかく簡単に手早く入力できる
設計段階：上記のデータに必要な追加・変更がまとめて簡単にでき
る
生産・施工段階：設計で作成した情報を有効に利用し施工用検討
ができる（施工図、工作図）(総合工事業、設計)

事例集、ガイドラインの策定、コストメリット

②

入力時に属性情報等を合わせて入力する必要があるため、2
次元CADのように、オペレータに指示して入力を依頼すること
は難しくなる(総合工事業、設計) ④

鉄骨等の直接生産につながるモデルは、詳細にモデルを作りこむ
価値がある程度あるが、仕上モデルなど、生産のデータとして実際
に使われる場面が想定しづらい(総合工事業)

現状では生産に直接生産に結びつく部分が少ない

④

現状での限界は上記BIMが進まない要件、望む要件の裏返し
だが日進月歩で限界が打破される(その他、設計）
ただし人間の感性の部分までは及ばない（全ては人間が操る
こと、BIMへの異常な期待は禁物）(その他、設計）
BIMはツールであり、それを使いこなす人的資源（スキル＋
量・数）、データを作成する為のハード・ソフトウェアの能力、こ
れらの現状での限界＝BIM利用の"現状"の限界と考える(総
合工事業、設計)

IT的な限界は徐々に改善されていくが、使いこなす側の
人的能力の向上が重要

④
契約におけるモデルに位置付け。契約はあくまでも紙なの
か。(総合工事業)

④

設備モデルの作成タイミング。(総合工事業)
設備設計図書とモデルの乖離。(総合工事業)
設計施工において、建築工事では設計・施工共に自社完結
のため、BIMについて取組やすい環境があると考えるが、設
備工事では、施工を協力業者へ委託することになり、施工図
は協力業者が作成するため、設計段階での協力業者の参入
が不可欠である。従って、現状の請負形態ではBIM導入がな
かなか難しいと思う。(総合工事業)

業務プロセスの見直しや費用の分担が必要
設備モデル作成については従来の業務プロセスからの変革
が必要

④
現実的に設計責任が大きくなりそう。適正なフィーが必須。
(専門工事業)

④
モデルに対する設計者としての責任範囲の規定。(総合工事
業)

④
設計期間の関係から設計で出来ることは限られる(総合工事
業)

④
従来のすべての設計図書（特に実施設計図）をBIMモデルか
ら作成することについては、その活用性も含めて考えると無駄
が多く、２D図面との併用が現実的である(総合工事業)

④
また、現状の設計期間や業務フロー体制の中で意匠・構造・
設備の整合のとれたモデルと図面を作ることは困難である(総
合工事業)

③

統一基準も、デファクトスタンダートもない状態で、作業がし辛い(専
門工事業)

統一基準がない(専門工事業)

①

ソフトウェアの単価が高い。設計者全員が使う「ツール」では
なくなってきてしまっている(専門工事業)

●経済的負担の低減
・低廉なソフトが必要

①

BIMの導入が進んでも、当面の間は図面の出力による確認・指示
が必要となる（特に現場では） 現状の３D⇒２D図面 機能をもっと
充実させないと結局、現場レベルで利用が進まないと思う(総合工
事業、設計)

2Ｄ自動作図機能を持つソフトが必要

④ 変更に大きな手間がかかってしまう(総合工事業、設計) ③ モデルに対する設計者としての責任範囲の規定。(総合工事業)

④
３Dモデルとして扱うため、立面だけの検討、特定の階だけの
検討を切り離して行うことが難しい(総合工事業、設計)

③
契約におけるモデルに位置付け。契約はあくまでも紙なのか。(総
合工事業)

C C ①
設計者が、自分で設計しBIMデータを入れることができるよう
な体制・ツールの整備が必要(総合工事業、設計)

●設計者による操作
・設計者が操作するような体制、ツールが必要

C ①
厳密な施工図とならない。現行のBIMソフトでは、データが重くなり
すぎ、PCのスペックが追いつかない(専門工事業)

ハードの整備（高性能なハード）
C

① ＢＩＭツールの性能的な限界(総合工事業、施工管理) ソフトの機能向上 ① ＢＩＭツールの性能的な限界(総合工事業、施工管理) ソフトの機能向上

②
施工ノウハウとＢＩＭスキルを併せ持つ人材の確保(総合工事
業、施工管理)

施工ノウハウとＢＩＭスキルを併せ持つ人材の確保
②

施工ノウハウとＢＩＭスキルを併せ持つ人材の確保(総合工事業、
施工管理)

④
設備設計図は、システムの分かりやすさを優先したシンボリッ
クな表現であり、そのまま３Ｄ化してもモデルにはならない。
(専門工事業、設備施工)

設備モデル作成については従来の業務プロセスからの変革
が必要 ②

モデル入力があっているか、（どこまで信じて、どこが信じられない
か）の確認が難しい。　環境シミュレーションがどこまで現実とあっ
ているかなど確かめる方策がない。(総合工事業)

④ ＢＩＭ施工図の監理が難しい。(メーカー) モデルを使った施工業務ができていない

④

情報・デ－タが連続でない・連携していないので断ち切れてしま
う。目的と範囲を限定してトライして拡大していければ。自分の手
でやっていく方針がないとできない。例えば、図面を現場担当社
員が書いていない、観ていない、下請け任せでは浸透しない。(専
門工事業、CAD)

④

工事着工前に図面どうりに施工できるまでの図面の完成度が要
求されると思われる。図面どうりに完成するには、建物全体の工程
及び個別の工程が守らなければならない。民間における建設業
界では、着工後の仕様変更、作業員の不足、極端な低コストなど
により、BIM利用は難しいと思われる。(専門工事業)
施工段階での変更対応等修正に手間がかかる(総合工事業、施
工管理)

④ 数量積算などに活用しきれない(総合工事業、施工管理)

④
一品生産で建築に置いて、モデル作成にかけるコストと、効果に
よるリターンのバランスの見極めが難しい。(総合工事業)

④
３Ｄ化ＣＡＤ図がそのまま施工図に移行できない。(専門工事業、
設備施工)

④ ３Ｄ図だけでは施工できない。(専門工事業、設備施工)

③
統一基準も、デファクトスタンダートもない状態で、作業がし辛い(専
門工事業)

統一基準がない(専門工事業)
①

ソフトウェアの単価が高い。設計者全員が使う「ツール」では
なくなってきてしまっている(専門工事業)

●経済的負担の低減
・低廉なソフトが必要

②
厳密な施工図とならない。現行のBIMソフトでは、データが重くなり
すぎ、PCのスペックが追いつかない(専門工事業)

②
設計業務を変えないと浸透しない。自分で道具を使って、自
分でやる姿勢が無い限り無理(専門工事業、CAD)

設計者自ら道具を使用して自分行うという、設計業務に変更
しないと浸透しない

②
ソフトの機能と入力者のスキルが上がれば限界はない。(総合工
事業)

③
シンボリックな表現の設計図の情報共有。(専門工事業、設備施
工)

シンボリック表現の設計図の共有化。(専門工事業、設備施工)

④
設計にも関連するが、日々の「変更に関する管理」業務が大きくな
りそう。→必ずしも悪いことではないと考えるが。(専門工事業)

④
自分でやってないからわからないでしょう(専門工事業、CAD) 事例集、ガイドラインの策定 ①

ハード性能による取り扱える情報量(総合工事業、施工管理) ハードの整備（高性能なハード）
①

ハード性能による取り扱える情報量(総合工事業、施工管理) ●望ましいハード
・大容量データ処理に耐える性能

③
設備材料のメーカ間の情報共通化には限界。(専門工事業、
設備施工)

設備材料メーカ間の情報共通には限界。(専門工事業、設備
施工)

③
照明器具のような、多品種・意匠に対応した情報共通化。(専
門工事業、設備施工)

部品ライブラリ共有化(専門工事業、設備施工)

A

B

A

B

C

B

C

B

A

B

A

B

厳密な施工図にするにはソフトの機能、データ軽量化と入力者の
スキル向上が必要である

C

B

A

B

A

B

C

発注者 B
ガイドライン、ＬＯＤの設定

ガイドライン、電子承認手法、ＬＯＤの設定、定量化手法
権利・責任、情報価値評価

BIMモデルに対する設計者責任範囲の規定と、契約時のBIMモ
デルの位置付け(総合工事業)

施工者

A

施工ノウハウとＢＩＭスキルを併せ持つ人材の確保と入力された
モデルや環境シュミレーション結果の確認方法がない

設計者

A

入力する人間の技量、設計能力に大きく影響を受けるため、
従来のような指示によるオペレータ入力は難しい

ガイドライン、
権利・責任の明確化、
ＬＯＤの設定、
情報評価手法の確立

B

B

【凡例】

① ソフトウエアに関連する事柄

②
自己の企業や組織で解決
努力できる事柄

③ 基準・ルールなど

④ 意見

⑤ その他



H27_0305_第2回C-CADEC運営委員会_参考資料1-2

基本計画 基本設計 実施設計 生産設計 施工

意匠

ボリュームモデル 基本モデル 詳細モデル 施工モデル 部位別モデル

建築の配置計画や法規や周辺環境への影響を検討する
ためのモデル

建物外観の検討や平面計画の検討などを行い建築の基
本構成・仕様を決定するモデル

基本モデルをもとに、各部位の仕様や性能を形状に作り
込み、寸法を決めるモデル

詳細もモデルをもとに、さらに施工的なモデル

          形状スタディモデル

構造

環境

躯体

設備

                             VectorWorks 

                                                                  FILDER 

       構造解析アプリケーション 

Sketchup 

 Rhinoceros + Grasshopper 

 GenerativeComponents 

                             Revit Architecture 

                             Bently Architecture 

                             ArchiCAD 

                             GLOOBE  

      SSC(一貫   構造解析ソフトコンバータ） 

           MAIDAS Gen 

                                                              CADWe'll Tfas 

                                                               REBRO 

                                                               DesignDraft 

                                                               CADEWA 

                                                                Revit MEP 

 Revit Structure 

 Bentely Structral 

 SIRCAD 

                                      J-BIM施工図CAD 

                                                                            TEKLA Structures 

Ecotect Analysis 

STREAM 

FlowDesigner 

WindPerfect  

建築の基本モデルをもとに構造の架構を検討し、構造

主要部の仮定断面を設定するモデル 

構造計画モデル構造計画モデル 

確定した設計基本モデルをもとに各部位の断面やレ

ベルを確定させるモデル 

構造解析モデル 

設計モデル・構造解析モデルをもとに、躯体形状を確

定させるモデル 

躯体モデル 躯体詳細モデル 

計画されたシステムと設計の基本モデルもとに機器の

配置や系統等を設定するモデル 

設備システムモデル 

設備システムズをもとに各機能のモデルをベースに実

際の形状に基づき、配置したモデル 

設備施工モデル 

IFCによる互換

BE-BRIDGEによる互換

ネイティブなフォーマットの連携

出力側のネイティブなフォーマットで双方向

出力側のネイティブなフォーマットで一方向

中間フォーマットによる互換

DWGによる互換

その他のオブジェクト形式による互換

STLによる形状互換

1 

2 

3 

4 

5 

6 
7 

9 

11 

12 

13 

26 

25 

24 

23 

22 

21 
20 

19 
18 
17 

16 

15 

14 

8 

10 

本資料はBuildLiveで活用されたソフトウエア群をもとに、 

平成26年2月現在の情報を取りまとめて作成した。 
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本回答票「CADソフト互換性アンケート」シートは､一昨年度･昨年度のアンケート結果を受け、
今年度の回答表に､｢データ互換性対応予定｣｢今後のBIM展望｣､｢その他｣自由記述をご回答頂き、
｢入出力ファイル形式｣｢入力互換性｣｢出力互換性｣｢他の建築ソフトとの連携｣については､昨年度各社から
ご回答いただいた内容集計の変更事項を加筆訂正･追記頂き、結果を取りまとめることを目標としております。
以下の質問にご回答頂けますと幸いです。

①入出力可能な3Dファイル形式について

貴社CAD製品に関し、昨年度確認時点での最新バージョンにおける入出力可能なファイル形式を
本回答票の「要確認事項」シートの通りご回答頂いております。
ご確認の上、バージョンアップ等に伴うご変更等ございましたら、｢H25年度｣｢シート①｣(入出力ファイル
形式)へ直接改訂･追記する要領で、3Dファイル形式の入出力をご回答くださいますようお願い申し上げます。

※一部C-CADECにおいて独自に調査を行った結果を記載させて頂いている場合があります。

②他の建築系ソフトとの連携について

他の建築系ソフトとの連携について、最新バージョンにてどのソフトとどのような形式のファイルで、
連携しているかを｢H25年度｣CADソフト間連携｢シート②-｢1｣(入力)､②-｢2｣(出力)へ直接改訂･追記する
要領で、ご回答くださいますようお願い申し上げます。
ファイル形式に関してはそのバージョンについてもご記入ください。
また、建築系ソフトのサンプルを記載しておりますが、記載されている以外の区分(CAMや設計計算等)や
記載されている以外の建築系ソフトについても自由に追記頂いて構いません

③今後のデータ互換性対応予定について

今後の他社ＣＡＤソフトとのデータ互換について､どのような形式でのデータ連携を想定していますか。

④今後のBIMの展望について

近い将来BIMは日本国内において､どこまで活用されると想定しているか､ベンダーの立場でお答えください。

⑤その他

その他、ご意見等がございましたらご記入くださいますようお願い申し上げます。

アンケートへのご協力、誠にありがとうございました。

CADソフトウェアのデータ互換性に関するアンケート

貴 社 名

製 品 名 称

製 品 バ ー ジ ョ ン （最新バージョンについてご回答ください。）



■CADソフト（設備・意匠分野）の入出力ファイル形式

NYKシステムズ 四電工 ダイキン工業 ダイテック シスプロ オートデスク グラフィソフト A&A ベントレー・システム
ズ

福井コンピュータ
アーキテクト

Rebro
2013SP1(Rev.4)

CADEWA Real
(2015)

FILDER Rise
(V1.8)

CADWe'll Tfas
(7)

DesignDraft
(Ver6.0)

Autodesk Revit
(2015)

ArchiCAD
(18)

Vectorworksシリーズ

(2015)

Bentley AECOSim
Building Designer
Ver.08.11.09.750

GLOOBE
(2015)

ceq BE-Bridgeファイル
in / out

(Ver.1.0～6.0)
in / out

(Ver.1.0～6.1)
in / out

(Ver.1.0～6.0)
in / out

(Ver.1.0～6.1)
in / out

(Ver.1.0～6.1)
(デザインドラフト)

ifc IFCファイル
in / out
(2x3)

in / out
(2x3)

in
(2x3)

in / out
(2x3)

in / out
(2x3)

in / out
(2x2(Coordination View, BCA e-Plan
Check), 2x3(Coordination View 2.0,

GSA Concept Design BIM 2010, Basic
FM Handover View, Extended FM

Handover View), 4 Basic Coordination
View 2.0)

in / out
(2x3)

in / out
(2X2,2X3)

in / out
(2X2,2X3)

in / out
(2x3)

dxf AutoCADファイル
in / out

(2000～2014)
in / out

(R12～2015)

in / out
(in:R12～R2015,
out:R12～2009)

in / out
(R12～2013)

in / out
(R14～2013)

in / out
(2000～2015)

in / out
(2000～2014)

in / out
(in:v2.5～2015,
out:R12～2015)

in / out
(R14～2014)

in / out
(R12～2013)

dwg AutoCADファイル
in / out

(2000～2014)
in / out

(R12～2015)

in / out
(in:R13～R2015,
out:R13～2009)

in / out
(R12～2013)

in / out
(R14～2013)

in / out
(2000～2015)

in / out
(2000～2014)

in / out
(in:v2.5～2015,
out:R12～2015)

in / out
(R14～2014)
Real DWG

in / out
(R12～2013)

jww JWWCADファイル
in / out

(V6.00～V7.11)
in / out

(V2.3～V7.11)

in / out
(in:V2.3～V8.00a,

out:V2.3～V5)

in / out
(～V7.11)

in / out
プラグイン製品にて対応

(A&A JWコンバータ
V2.22〜V7)

in / out
(V7)

xvl XVLファイル
in / out
(P-XVL)

3ds 3D Studioファイル in in / out in / out in in / out

skp SketchUpファイル
in

(部品登録のみ）
in / out in in / out in in / out

in / out
(Ver8)

dgn MicroStationファイル
in / out

(V7,V8i(SS3))
in / out

(V8)
in / out

(V7)
in / out

(V7,V8i(SS3))

bmp, jpg,
png, trg, tif

画像ファイル in / out
in/out

(bmp,tiff,jpg,jpeg,png)

in / out
(in:bmp,tiff,jpeg,gif,

png,out:bmp,tiff,jpeg)

in / out
(in:bmp,tiff,jpg,jpeg,

out:bmp,tiff,jpg)

in in / out
(bmp,jpg,jpeg,png)

in / out in / out in
in / out

(bmp,jpg,jpeg,png)

avi 動画ファイル
out

(3Dより)
out

(3Dキット)
out out

out
out out

fbx FilmBoxファイル in / out out out in / out

dwf Design Reviewファイル
in / out

(V6.0のみ)
out in / out

in/out
(V4.2〜V6.0)

sat ACISファイル in / out in / out in / out in / out

PDF PDFファイル

in / out
(in:Raster,

Figure&Text)
out in / out out in/out in / out in / out in

iges IGESファイル in / out in / out in / out

sat SATファイル in / out in / out in / out

stl STLファイル in / out in/out out in / out out

x_t Parasolidファイル in / out
in / out
(X_T)

in / out

jwc JW_CADの図面ファイル in in / out in / out in/out
プラグイン製品にて対応

(A&A JWコンバータ
V2.22〜V7)

in

mpw DRA_CADの図面ファイル in
in

(mpz/mpx)

sfc SXF仕様のSFCファイル
in / out
(Ver2）

in / out
(Ver2～Ver3.0）

in / out
(Ver2～Ver3.1）

p21 SXF仕様のP21ファイル
in / out
(Ver2）

in / out
(Ver2～Ver3.0）

in / out
(Ver2～Ver3.1）

wrl VRMLファイル out
in

(部品登録のみ）
out in / out out

ArchiCAD、Revit、KAP、
Tekla Structures、Flow
Designer、Solibri Model
Checker、Navisworks、
NaviPortal、Archi FM

Revit Structure、KAP、
Tekla Structures、
Solibri Model Checker、
Navisworks、Patina、
見積CRAFT、
積算らいでん
PLANEST(みつもりくん)、
Luminous Planner、
EVAGIO、DUCTCAM

PLANEST ef
PLANEST Bits

Revit Structure、KAP、
Tekla Structures、
J-BIM施工図CAD、

Solibri Model Checker、
Navisworks

WindPerfectDX、

STREAM、

Google Earth、Walkinside

Simulation CFD、STREAM、

WindPerfect、3ds Max、FKS/FN、

Super Build、SirCAD、ADS-Win、
CASBEE

FlowDesiner、
PAL for ArchiCAD、

STREAM、SAVE-建築、

INSPIRER、ヘリオス、

Ecotect、Windperfect、
ThermoRender 4 Pro

ThermoRender、
SimTread、Shadow、

Windworks、DIALux、
FlowDesigner、
SAVE-建築

TP-Planner、
WindPerfectDX、

Google Earth

TP-Planner、SIRCAD、

Brain、Helios、
J-BIM施工図CAD、

FloｗDesigner、
WindPerfectDX、

SAVE-建築,コストナビ

今回、記載は日本国内製品であるが、
海外でもOPENBIMコンセプトにより
様々なソフトと連携を実施。

拡張子 ファイル説明

他ソフトとの技術連携

備　考

●設備・意匠分野の最新CADソフト（設備・意匠分野）において入出力可能なファイル形式について平成27年2月にアンケート調査を行いました。

●下表は株式会社NYKシステムズ、株式会社四電工、ダイキン工業株式会社、株式会社ダイテック、株式会社シスプロ、オートデスク株式会社、グラフィソフトジャパン株式会社、エーアンドエー株式会社、株式会社ベントレー・システムズ

福井コンピュータアーキテクト株式会社（順不同）のアンケートへの回答に基づいて作成しています。

●回答は11社中、10社から受領しました。（平成27年2月2日現在）



■設備CADソフト間及び設備CADソフトと意匠CADソフトとの連携（設備CADソフトの入力）

NYKシステムズ 四電工 ダイキン工業 ダイテック シスプロ

Rebro
2013SP1(Rev.4)

CADEWA Real
(2015)

FILDER Rise
(V1.8)

CADWe'll Tfas
(7)

DesignDraft
(Ver6.0)

NYKシステムズ
Rebro

2013SP1(Rev.4)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2014)

.dwg(R12～2014)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2014)

.dwg(R13～2015)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(R14～2013)

.dwg(R14～2013)

四電工
CADEWA Real

(2015)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(2000～2014)

.dwg(2000～2014)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2014)

.dwg(R13～2014)

.ceq(Ver.1.0～6.1）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ceq(Ver.1.0～6.1）

.ifc(2x3)

.dxf(R14～2013)

.dwg(R14～2013)

ダイキン工業
FILDER Rise

(V1.8)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.dxf(2000～2009)

.dwg(2000～2009)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.dxf(R12～2009)

.dwg(R12～2009)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.dxf(R12～2009)

.dwg(R12～2009)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.dxf(R14～2009)

.dwg(R14～2009)

ダイテック
CADWe'll Tfas

(7)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(2000～2013)

.dwg(2000～2013)

.ceq(Ver.1.0～6.1）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R13～2013)

.ceq(Ver.1.0～6.1）

.ifc(2x3)

.dxf(R14～2013)

.dwg(R14～2013)

シスプロ
DesignDraft

(Ver6.0)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(2000～2013)

.dwg(2000～2013)

.ceq(Ver.1.0～6.1）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R13～2013)

.ceq(Ver.1.0～6.1）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

オートデスク
Autodesk Revit

(2015)

.ifc(2x3)

.dxf(2000～2014)

.dwg(2000～2014)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2015)

.dwg(R12～2015)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2015)

.dwg(R13～2015)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ifc(2x3)

.dxf(R14～2013)

.dwg(R14～2013)

グラフィソフト
ArchiCAD

(18)

.ifc(2x3)

.dxf(2000～2014)

.dwg(2000～2014)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2014)

.dwg(R12～2014)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2014)

.dwg(R13～2014)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ifc(2x3)

.dxf(R14～2013)

.dwg(R14～2013)

A&A
Vectorworks

(2015)

.ifc(2x3)

.dxf(2000～2014)

.dwg(2000～2014)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2015)

.dwg(R12～2015)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2015)

.dwg(R13～2015)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ifc(2x3)

.dxf(R14～2013)

.dwg(R14～2013)

ベントレー
・システムズ

Bentley AECOSim
Building Designer
Ver.08.11.09.750

.ifc(2x3)

.dxf(2000～2014)

.dwg(2000～2014)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2014)

.dwg(R12～2014)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2014)

.dwg(R13～2014)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ifc(2x3)

.dxf(R14～2014)

.dwg(R14～2014)

福井コンピュータ
アーキテクト

GLOOBE
(2015)

.ifc(2x3)

.dxf(2000～2013)

.dwg(2000～2013)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R13～2013)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ifc(2x3)

.dxf(R14～2013)

.dwg(R14～2013)

特記事項

受け（インポート）側

設備CAD

送
り
（
エ
ク
ス
ポ
ー
ト
）
側

意匠CAD

設備CAD

●平成25年度のCADソフト（設備・意匠分野）の入出力ファイル形式に関するアンケートへの回答を基に、C‐CADEC 空衛設備EC推進委員会 空衛BIM研究WGにおいて下表を作成いたしました。

●下表はBE‐Bridgeファイル、IFCファイル、DXFファイル、DWGファイルについて、各社のアンケートへの回答を比較することにより作成いたしました。

●下表は設備CAD及び意匠CAD（表側に記載）から出力したファイルを設備CAD（表頭に記載）に対して連携する際のファイル互換性について記載しております。

●下表は各社のアンケートへの回答を整理した結果であり、実データによる確認ではない為、互換性を保証するものではありません。



■設備CADソフト間及び設備CADソフトと意匠CADソフトとの連携（設備CADソフトからの出力）

NYKシステムズ 四電工 ダイキン工業 ダイテック シスプロ

Rebro
2013SP1(Rev.4)

CADEWA Real
(2015)

FILDER Rise
(V1.8)

CADWe'll Tfas
(7)

DesignDraft
(Ver6.0)

NYKシステムズ
Rebro

2013SP1(Rev.4)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2014)

.dwg(R12～2014)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.dxf(R12～2009)

.dwg(R13～2009)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(2004～2013)

.dwg(2004～2013)

四電工
CADEWA Real

(2015)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(2000～2014)

.dwg(2000～2014)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.dxf(R12～2009)

.dwg(R13～2009)

.ceq(Ver.1.0～6.1）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ceq(Ver.1.0～6.1）

.ifc(2x3)

.dxf(2004～2013)

.dwg(2004～2013)

ダイキン工業
FILDER Rise

(V1.8)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(2000～2013)

.dwg(2000～2013)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(2004～2013)

.dwg(2004～2013)

ダイテック
CADWe'll Tfas

(7)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(2000～2013)

.dwg(2000～2013)

.ceq(Ver.1.0～6.1）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.dxf(R12～2009)

.dwg(R13～2009)

.ceq(Ver.1.0～6.1）

.ifc(2x3)

.dxf(2004～2013)

.dwg(2004～2013)

シスプロ
DesignDraft

(Ver6.0)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.ifc(2x3)

.dxf(2000～2013)

.dwg(2000～2013)

.ceq(Ver.1.0～6.1）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ceq(Ver.1.0～6.0）

.dxf(R12～2009)

.dwg(R13～2009)

.ceq(Ver.1.0～6.1）

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

オートデスク
Autodesk Revit

(2015)

.ifc(2x3)

.dxf(2000～2014)

.dwg(2000～2014)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2015)

.dwg(2004～2015)

.dxf(R12～2009)

.dwg(R13～2009)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ifc(2x3)

.dxf(2004～2013)

.dwg(2004～2013)

グラフィソフト
ArchiCAD

(18)

.ifc(2x3)

.dxf(2000～2014)

.dwg(2000～2014)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2014)

.dwg(R12～2014)

.dxf(R12～2009)

.dwg(R13～2009)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ifc(2x3)

.dxf(2004～2013)

.dwg(2004～2013)

A&A
Vectorworks

(2015)

.ifc(2x3)

.dxf(2000～2014)

.dwg(2000～2014)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2015)

.dwg(R12～2015)

.dxf(R12～2009)

.dwg(R13～2009)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ifc(2x3)

.dxf(2004～2013)

.dwg(2004～2013)

ベントレー
・システムズ

Bentley AECOSim
Building Designer
Ver.08.11.09.750

.ifc(2x3)

.dxf(2000～2014)

.dwg(2000～2014)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2014)

.dwg(R12～2014)

.dxf(R12～2009)

.dwg(R13～2009)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ifc(2x3)

.dxf(2004～2014)

.dwg(2004～2014)

福井コンピュータ
アーキテクト

GLOOBE
(2015)

.ifc(2x3)

.dxf(2000～2013)

.dwg(2000～2013)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.dxf(R12～2009)

.dwg(R13～2009)

.ifc(2x3)

.dxf(R12～2013)

.dwg(R12～2013)

.ifc(2x3)

.dxf(2004～2013)

.dwg(2004～2013)

特記事項

設備CAD

意匠CAD

設備CAD

受
け
（
イ
ン
ポ
ー
ト
）
側

受け（インポート）側

●平成25年度のCADソフト（設備・意匠分野）の入出力ファイル形式に関するアンケートへの回答を基に、C‐CADEC 空衛設備EC推進委員会空衛BIM研究WGにおいて下表を作成いたしました。

●下表はBE‐Bridgeファイル、IFCファイル、DXFファイル、DWGファイルについて、各社のアンケートへの回答を比較することにより作成いたしました。

●下表は設備CAD（表頭に記載）から出力したファイルを設備CAD及び意匠CAD（表側に記載）に対して連携する際のファイル互換性について記載しております。

●下表は各社のアンケートへの回答を整理した結果であり、実データによる確認ではない為、互換性を保証するものではありません。



■回答票自由記述まとめ 2015年3月

Ｎｏ 質問項目 自由記述 会社名

1
BE-Bｒidgeファイル、IFCファイルなどの標準化された形式での連携を考えて
います。

A社

2
「モデル（3次元形状と属性）は、IFC」「図面は、DWG」の状況がしばらく続
くと想定しています。

B社

3

図面としては、当面建築CADとはDWG、JWWで、設備CADとはBE-Bridge
を、また３DのモデルとしてはIFCが中心と考えています。
IFCに関しては、グローバルスタンダードとなりつつあり、また国外のCADとの
データ互換を考えると Unicode対応は必須なので、１／３０ 発売予定の新商品
ではCAD内のメニュー・メッセージ及びCADの図面データ内の文字に関して、
Unicodeで扱えるように対応しております。

C社

4
IFC2x3、BE-Bridgeでは形状および属性の連携、単に形状のみでの連携の場合
には３D-DWGの利用を想定しています。
IFC2ｘ4、BE-Bridge Ver7.0には今後対応予定です。

D社

5
IFCを基本としたデータ連携になると思います。属性はIFCのプロパティセット
を利用します。

E社

6
OpenBIM等で策定されている様々な標準フォーマット、一般的に需要のある
データフォーマットに積極的に対応して連携を図っていきます。

F社

7
連携対象ソフトの特性を考慮して、データ連携フォーマットを検討していきま
す。

G社

8 Integrated BIM として、ソフト間のダイレクト連携を進めております H社

9 IFC、BCF I社

10
i-models,  Rhino 3DM,  JTフォーマット, Google Earth KMLなどを用いた
データ連携。

J社

11 設計、施工、維持、管理の全てにBIMを活用した現場が増えると考えています。 A社

12
建築および設備工事の業務全般を通して、BIM情報が広く連携活用されると想定
しています。

B社

13
プレゼン、建築・設備取り合いなど目的に沿った日本独自のBIM活用がさらに進
んでいくと考えております。

C社

14

BIMデータは建物の計画・設計・施工の中でその時々に必要な情報が追加・変更
されて、最終的にはFMへの利用は行われると思います。今のFMは2Dデータを
主として利用されていますが、工場や機械室などは３Dモデルが主となってメン
テナンスに利用されることも十分に考えられます。
属性の他システムへ連携による汎用性も持ち合わせる永続的な３Dモデルの構築
を目指します。

D社

15 BIMが建築設備設計の基本的な考え方になると思われます。 E社

16

3D設計による業務の効率化、デザインの質の向上が可能になると考えており、
大規模な物件から、
小規模で意匠性の高いものまで、はばひろくBIMが活躍すると考えております。
弊社ではさらに木造BIMをキーワードに日本の市場にあったソリューションも提
供していきたいと考えています。

F社

17
建築の企画から設計、施工、FMまで建物モデル化が進行すると考えています。
各フェーズにおける高精度・高品質な建物モデル作成、成果物作成の支援をして
いきます。

G社

18
日本でのBIMも導入期を過ぎ、普及期に入っていると考えています。さらなる
データ連携により制作、施工の段階から工程計画、竣工後の建物維持管理まで範
囲を広げつつあると思います。

H社

19
BIMデータによる設計段階と施工段階の連携と責任範囲がある程度明確化され、
モデルデータによる認証などのプロセスが確立していき、意匠、構造、設備との
データ連携がより頻繁になり、より情報が活用されていくのでないでしょうか

I社

20

各々の設計フェーズにおけるモデリング、解析、積算など実務レベルでの利用が
見込まれると思います。
異なるソフトウエア間のデータ統合、設計フェーズ間でのデータの活用について
実務レベルでの利用に至るかは
今後の課題になると思います。

J社

21

⑤その他

その他、ご意見等がございました
らご記入くださいますようお願い
申し上げます。

海外のBIMはプロジェクト マネジメント、アセット マネジメントまで展開して
いるようです。
今後のグローバル化を想定しますと、日本のBIMもこれらの検証、実務利用の検
討に着手する時期かもしれません。

J社

③今後のデータ互換性対応予定に
ついて

今後の他社ＣＡＤソフトとのデー
タ互換について､どのような形式
でのデータ連携を想定しています
か。

④今後のBIMの展望について

近い将来BIMは日本国内におい
て､どこまで活用されると想定し
ているか､ベンダーの立場でお答
えください。



 



 

 

 

 

 

 

資料 9-1 

「官庁営繕事業における BIM モデルの作成及び利用に関する 

ガイドライン」の概要 

 



 

 

 

 



平成 27 年１月 19 日

国土交通省大臣官房官庁営繕部
整備課施設評価室

「官庁営繕事業における BIM モデルの作成及び利用に関するガイドライン」

の概要 

 

 

１．ガイドラインの目的 

○ 官庁営繕事業の設計業務又は工事の受注者がBIM（※）を導入できること、

また、導入する場合のBIMモデルの作成及び利用にあたっての基本的な考

え方や留意事項を示すこと。 

※ 「Building Information Modeling」の略称。コンピュータ上に作成した３次
元の形状情報に加え、室等の名称・面積、材料・部材の仕様・性能、仕上げ等、
建築物の属性情報を併せ持つ建物情報モデルを構築することをいう。 

 

２．ガイドラインの適用 

○ 設計業務については、第１編（総則）、第２編（設計業務編）を適用。 

○ 工事については、第１編（総則）、第３編（工事編）を適用。 

○ ガイドラインは、受注者の自らの判断で BIM を利用する場合や技術提案に

基づく技術的な検討を行うにあたって BIM を利用する場合等に適用。  

（設計業務又は工事の発注において BIM 導入を義務付けるものではない） 

 

３．ポイント 

○ BIMの利用目的は以下の通り。 

【設計業務】 

・ 技術的な検討（各種シミュレーション、内外観・納まり等の可視

化、干渉チェック等） 

・ 図面の作成（基本設計図書、実施設計図書の作成等） 

【工事】 

・ 技術的な検討（干渉チェック等） 

・ 完成図等の作成（完成図、建築物等の利用に関する説明書） 

○ BIMモデル作成の対象範囲（階層、室、部位等）、対象分野（建築意匠、 

構造、電気設備、機械設備等）

  

は、個々の設計業務又は工事においてBIM

の利用目的に応じて設定すること。（BIMモデル作成にあたって、必ずしも

建物全体や全ての分野を対象とする必要はない） 

1 
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○ BIMモデル作成の代表例（柱、梁、ダクト等）や詳細度の目安について、

設計業務の各段階（基本設計方針、基本設計、実施設計）及び工事におい

て、対象分野別に例示。（「４．ガイドラインの構成」各別表による） 

○ 設計業務における「技術的な検討」の内容ごとに、「一般業務」（通常の

業務範囲）と「追加業務」の区分を例示。 

「一般業務」と「追加業務」については、「公共建築設計業務委託共通仕様書」及
び「官庁施設の設計業務等積算要領」による。 

○ BIMを導入した場合でも、設計業務の成果物は２次元の図面（CADデータも

含む）であること。（工事の契約にあたって２次元の図面が必要であるた

め） 

 

４．ガイドラインの構成 

第１編 総則 

第１章 目的 

第２章 適用 

第３章 用語の定義 

第４章 共通事項 

第２編 BIM ガイドライン（設計業務編） 

第１章 適用 

第２章 BIM に関する実施方法等 

第３章 図面等の作成 

第４章 技術的な検討 

第５章 その他 

別表１ 基本設計方針の策定のためのBIMモデルの詳細度の目安（参考） 

別表２ 基本設計図書の作成のためのBIMモデルの詳細度の目安（参考） 

別表３ 実施設計図書の作成のためのBIMモデルの詳細度の目安（参考） 

第３編 BIM ガイドライン（工事編） 

第１章 適用 

第２章 完成図等の作成 

第３章 技術的な検討 

別表１ 完成図等の作成のためのBIMモデルの詳細度の目安（参考）  
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BIM 政府シンポジウム 2014(シンガポール)に見られる 
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BIM政府シンポジウム2014(シンガポール)

に見られる最近のBIM動向

2015.01.19 C-CADECセミナー

(一財)建築保全センター 寺本英治

シンガポールBIM政府シンポジウム

� 発足経緯

政府BIMシンポジウムは2013年にシンガポール建設産業庁
BCAの呼びかけで始まり、主にアジアとヨーロッパを対象にBIM
に関連する経験と情報を交換・共有する政府機関のフォーラム
を開催。建設生産性週間(SPCW)に開催。

� 目的

①標準化、プロセス変革、BIM義務化政策等を通してBIM実施

に関するAPECとヨーロッパとの体験の共有と学習

②BIM適用に関する建物所有者の役割り、政府施策のBIM利用

への影響、建設産業への有効性に関する考察の共有

③各国のBIMロードマップ作成、環境システム、BIM義務化の価

値に関する実務的なBIMワークショップの実施。

1



シンガポールBIM政府シンポジウム

� 参加政府機関等

英国 政府建設BIMタスクグループ議長、EU開発局長、Leica社

米国 スタンフォード大学、FMシステムズ、マックグローヒル建設、

オートデスク

スイス ISO会長、ISO事務総長

ニージーランド ビジネス庁、 香港 建設産業協議会

マレーシア 公共事業庁、 インドネシア 建設開発庁

ベトナム 建設省建設経済研究所

シンガポール BCA、BECA、AECOM等

その他参加者含め全体で約100名

2

シンガポールBIM政府シンポジウム

�シンポジウム会場

BIM政府シンガポール会場
シンガポールEXPO
MaxAtria Garnet Rms

チャンギ空港

中心部
ベイエリア

1



シンガポールBIM政府シンポジウム

� 「歓迎挨拶と最新のシンガポールBIMロードマップ」

Mr Lam Siew Wah, 副主任執行役員 ,建設産業庁BCA

� 「BIM と仮想都市」

Mr Philip G. Bernstein, オートデスク社副社長、米国

� 「UK BIM 体験と知識移転ネットワーク」

Mr Mark Bew, 政府建設BIMタスクグループ議長、英国

� 「ISO: インフラストラクチャ—の標準」

Mr Terry Hill, ISO会長、 Mr Rob Steele, ISO事務総長

� 「利用者と政府事業報告のためのBIM」

Mr Harvey Bernstein, マクグロウヒル建設社副社長

� 「FMのためのBIM」

Mr Michael Schley, FMシステムズ社CEO・創設者
4

シンガポールBIM政府シンポジウム

� WORKSHOP 1 司会進行: Mr Philip G. Bernstein
「BIM実施のロードマップ」香港

「ドレラ特別投資地区の情報モデル構築」AECOM(インド)

「日本の最新のBIM動向」日本

「ニュージーランド政府のBIM促進」ニュージーランド

「シンガポールのBIM最新動向」シンガポール

-各国のBIMの状況に関するQ&Aセッション-

� WORKSHOP 2 司会進行: Mr Mark Bew

� 「ヨーロッパBIMタスクグループのコラボレーション」

パネルディスカッション：

コーディネータ： Mr Philip G. Bernstein、パネリスト：Mr Lam Siew Wah/Mr 
Lee Chuan Seng/Mr Mark Bew/Dr Calvin Kam

5



1
6

BIMの需要不足

現行の2次元作図に固執

BIMに習熟した人材不足

BIM専門能力形成のリソース

公共組織のリード

成功事例の普及

障害要因の除去

BIM能力と人材の育成

BIM適用へのインセンティブ

7



主要な達成事項

� 102の政府機関調達(GPE)プロジェクトでBIM適用

� 115プロジェクトが電子的な建築確認申請条件に合致

� 650社で合計15.3億円(1700万Sドル)、平均21.5%の生産性

向上が達成された

� 7000人がBIM専門研修を受け、2000人の学生がBIMを学習

注:GPE プロジェクトとはGovernment Procurement Entities project
で、政府機関が所有者か使用者になって開発した建築
注:シンガポールの人口541万人、名目GDP 2765億ドル(30兆4000億円)

一人当たり名目GDP 52051ドル(572万円)

8

パネル1：81億円、パネル3：12.6億円(金額はプロジェクトコスト)

9



10

公共組織のリード

成功事例の普及

障害要因の除去

BIM能力と人材の育成

BIM適用へのインセンティブ

FMとAMへのBIM適用

プロセス変革の促進

BIMの技術開発

同左

同左

11



ディベロッパー

コンサル

主要施工企業

業種 BIM採用の状況

ディベ
ロッパー

・BIMのプロセスと分離
・BIMプロセスを動かすノウ

ハウがない

コンサル
タント

・ｅ-確認申請に過大な重点
・設計調整実施の時間不足

主要施工
業者

・コンサルタントからの品
質モデルが不足

・コンサルと専門業者の課
題解決のためのBIMの潜在
的能力が生かされてない

専門工事
業者

・BIMスキル不足

FMer ・ＦＭへのBIM利用の不足
８０％が自社で実施しており、コラ
ボレーションは２０％に過ぎない

12

コラボレーションＰの補助率を５０％から７０％に引き上げ

ＢＩＭガイドと公共セクターのＢＩＭ要件の見直し

ＢＩＭの調達方法と契約条件の作成

ＢＩＭによる確認申請と承認について検討 13



製造・組立を考慮したＢＩＭガイドの作成

注 NTU：Nanyang Technological University
14

15



16

17



シカゴでのSmart Cityの試行

18

19



雨水が敷地、道路網、排水路、排水場、トンネル、橋の高さ、水源地など
が一体のシステムとしてシミュレーションされるという提案

20

従来の洪水モデル+気候温度モデル+IWXデータ
モデル+気象データ→実洪水モデル

21



序
レベル２ 資本支出の削減
進歩と利益
レベル３ 機能的改善

注:HM:Her Majesty
22

英国建設業は16.2兆円
経済全体(ＧＤＰ)の６．７％

英国建設業には２９０万人が従事
全業種(２８万)の約１０％を構成 23



２０２５年までの英国建設業の目標
・コスト削減３３％
・工期短縮５０％
・ＣＯ２排出削減５０％
・輸出の改善５０％ 24

25



26

27



28

ISOはこんなに歪んだものも平らに見せる。
サステナビリティーの重点化

29



30

オープン地理空間コンソーシアム連携

Building Smartとの連携

情報階層化

BIMモデル

製造データ

建物データ

LCとのコラボ

31



建物建設 工事情報の体系化 情報の分類

建物建設 工事情報の体系化 オブジェクト指向情報

BIMガイダンスのフレームワーク

知識ライブラリー・オブジェクトライブラリーのガイドライン

工事情報の体系化 プロジェクト情報マネジメントのフレームワーク

BIM  IDM(情報伝達マニュアル) 方法と書式

BIM  IDM(情報伝達マニュアル) インタラクションフレームワーク
32

建物建設 工事情報の体系化 分類

建物サービスシステムモデルの製品データ 構造・モデル

建物サービスシステムモデルの製品データ 形状

情報マネジ仕様書/BIM使用の建設プロジェクトの完成段階

BIM  情報伝達マニュアル 方法と書式

33



BIMはすべてのテータを扱う(形状データ、機能・技術データ、
コストデータ、メンテナンスデータ)

34

Building SmartとはTC59/SC13はカテゴリー連携している

35



目次
・ＭＨ建設のＢＩＭ調査
・各国政府のＢＩＭ政策
・ＢＩＭ政策の影響と成功度計測指標
・ＢＩＭとＦＭ
・考察：将来の展望

36

日本27%→47%

英国28%→66% 米国55%→79%

37



38

1億円

2万㎡

30億円

39



生産性向上 エネルギー 改善 FM      工期短縮

40

注:USACE   US Army  Corps of Engineers  陸軍工兵隊
NAVFAC Naval Facilities Engineering Command海軍施設本部

41



42

BIMを要件 BIMを推奨、が要件としない

43



政府施策の建物所有者のBIM参加への影響
高い
中低

建物所有者プロジェクトへのBIMの影響

不明
あり

なし

ほぼすべての英国の建物所有者はBIMの効果を実感

視覚化で設計理解

工期にメリット

設計ミス減少

英国
米国 44

大部分の国が尺度評価追及
を要件としていない

BIMの成果を測定する共通手法

BIMと非BIMプロジェクトの比較

ROI(投資利益率)測定プ
ロセスを使用

設計施工のプロセス改善

結果のベンチマーキング

45



設計/建設コスト削減からLCC削減に施策は変化

取組み:BIMデータは既存のFMプログラムに簡単にイ
ンポートされたり、また利用したりできない

46

米国、英国のFMにBIMを使用する能力の現在と将来の比較

高い能力
中位の能力

低い能力、能力なし

47



� 政府通達はBIM適用を促進
� 初期コストからFMの利用によるLLCに重点化
� FMへのBIM活用にはFMソフトデータ適合が鍵
� 将来の潮流:
� BIMとGIS・インフラデータとの統合

48

49



維持管理との統合

従来ファイルから電子マニュアルに置
き換わり、新鮮な情報に転換

空間マネジメントの改善 建物性能分析

50

改修変更の管理

ライフサイクルマネジメント

51



FMシステムとの統合
ウェッブとモバイルからのアクセス

クラウドでの処理

何を求め、それをどのように
得るかを決める

情報は唯でない

健康・安全

規制要件

正当化

コスト、リスク
情報変動

情報更新
52

シンシナティ、オハイオ州
70棟、２０万㎡
目的はLCの更新コスト予算算出にBIM利用

53



設計から施工までの
各部屋の仕上げ情報は…

54

…FMシステムの中のLCデー
タ(期待寿命、更新コスト
等)とリンクされている

55



・キャンパス全体がBIMでモデル化された
・10年間の総合的な中長期更新計画が作成された
・運用・維持管理予算が8250万円/年(約400円/㎡）から11億円/年(約5500円/㎡）に

56

目的は
・完成BIMをFMモデルに変換する試行
・FMプラットフォーム試行
・シンガポールBIM-FMガイド
作成の報告

57



58

ご清聴ありがとうございました 59



 

 

 

 

 

 

 

資料 9-３  FM における BIM 活用 

日本ファシリティマネジメント協会（JFMA） 

BIM・FM 研究部会活動の成果 

 



 

 

 



FMにおけるBIM活用
日本ファシリティマネジメント協会（JFMA）

BIM・FM研究部会活動の成果

JFMA BIM・FM研究部会部会長

猪里孝司（大成建設）

2015年1月19日

C‐CADEC技術調査委員会講演会

概要

１．JFMA BIM・FM研究部会について

２．FMからみたBIM

３．BIM・FMガイドブックについて



ミッション

• BIMとFMの連携によるFMの高度化

ゴール
• JFMA「BIM・FMガイドライン」の策定

• 新たなビジネスモデルの構築

日本ファシリティマネジメント協会（JFMA）
調査研究委員会の下部組織

１．JFMA BIM・FM研究部会について

2012年9月10日 発足

メンバー

BIM 建築の作り手

設計者、施工者、サービス提供者（BIM）

発足時： 2012年9月10日 14名
現在： 2014年12月15日 44名

FM 建築の利用者
事業者、ビル所有者、サービス提供者（FM）

１．JFMA BIM・FM研究部会について



ビジネスモデルWG
新しいビジネスモデルを検討

ニーズ検討WG
アンケートによるニーズ調査

事例研究WG
海外ガイドライン・事例の調査

BIM・FM研究部会
参考事例の研究、ガイドラインの構成

１．JFMA BIM・FM研究部会について

FMには情報が必要不可欠

FMとは
企業・団体等が保有又は使用す
る全施設資産及びそれらの利用
環境を経営戦略的視点から総合
的かつ統括的に企画、管理、活
用する経営活動

発行：日本ファシリティマネジメント協会

２．FMからみたBIM



BIM（Building Information Modeling）

建築のライフサイクルにわたる関係者が、

コンピュータの中で情報として建築を構築し、

その情報をライフサイクルにわたって活用しよう

というもの。

BIMデータの特徴

・3次元の形状データ
・さまざまな属性
・国際標準化

BIMデータの効能

・分かりやすい表現
・さまざまな用途で活用
・一元的な情報管理

２．FMからみたBIM

建物の設計、施工、運用における情報連
携の不備によって毎年158億ドル（約1兆
5800億円）もの無駄が発生している。

その3分の2を建物のオーナーが負担して
いる。

米国 国立標準技術研究所（NIST） 2004年発行の報告書「Cost Analysis of 
Inadequate Interoperability in the U.S. Capital Facilities Industry 」より

なぜBIMが注目されたか

米国における2004年の報告①

２．FMからみたBIM



情報ギャップ

フェーズ

関係者

企画 設計 施工 運用・保全

施工者

設計者

ファシリティマネージャ

発注者・コンサルタント

情報量

米国 国立標準技術研究所（NIST） 2004年発行の報告書「Cost Analysis of 
Inadequate Interoperability in the U.S. Capital Facilities Industry 」より

フェーズ間の情報ギャップ

２．FMからみたBIM

企画・設計 施工 運用・保全 計 割合

設計者 1,007.2 147.0 15.7 1,169.8 7.4%

施工者 485.9 1,265.3 50.4 1,801.6 11.4%

専門業者 442.4 1,762.2 2,204.6 13.9%

発注者 722.8 898.0 9,027.2 10,648.0 67.3%

計 2,658.3 4,072.4 9,093.3 15,824.0 100%

割合 16.8% 25.7% 57.5% 100%

単位：百万ドル

アメリカ建設関連産業の情報連携不備による損失
（ライフサイクルフェーズ別）

米国 国立標準技術研究所（NIST） 2004年発行の報告書「Cost Analysis of 
Inadequate Interoperability in the U.S. Capital Facilities Industry 」より

57.5%

２．FMからみたBIM

67.3%



回避
(Avoidance)

緩和
(Mitigation)

遅延
(delay)

計 割合

設計者 485.3 684.5 - 1,169.8 7.4%

施工者 1,095.4 693.3 13.0 1,801.7 11.4%

専門業者 1,908.4 296.1 - 2,204.5 13.9%

発注者 3,120.0 6,028.2 1,499.8 10,648.0 67.3%

計 6,609.1 7,702.0 1,512.8 15,824.0 100%

割合 41.8% 48.7% 9.6% 100%

単位：百万ドル

アメリカ建設関連産業の情報連携不備による損失
（影響別）

米国 国立標準技術研究所（NIST） 2004年発行の報告書「Cost Analysis of 
Inadequate Interoperability in the U.S. Capital Facilities Industry 」より

67.3%
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予算超過、工期延長への対策

・オーナー主導

・全関係者による協働

・情報共有

・Virtual Building Information Modelsの利用

米国 建設ユーザ円卓会議（CURT） 2004年発行の白書
「Collaboration, Integrated Information, and the Project 
Lifecycle in Building Design, Construction and Operation」より

米国における2004年の報告②

なぜBIMが注目されたか

２．FMからみたBIM



フェーズ

関係者

影響度
費用

作業量

企画 設計 施工 運用・保守

発注者・コンサルタント

変更による費用機能や費用に対する影響度

従来のプロセス望ましいプロセス

意思決定の時期と効果・費用（マクリーミー曲線）

HOK（米国の設計事務所）のPatric MacLeamy氏によるグラフに加筆

設計者

施工者

ファシリティマネージャ

２．FMからみたBIM

予算超過、工期延長への対策

・オーナー主導

・全関係者による協働

・情報共有

・Virtual Building Information Modelsの利用

米国 建設ユーザ円卓会議（CURT） 2004年発行の白書
「Collaboration, Integrated Information, and the Project 
Lifecycle in Building Design, Construction and Operation」より

米国における2004年の報告②

なぜBIMが注目されたか

２．FMからみたBIM



情報連携の不備によって毎年158億ドル（約1兆
5800億円）もの無駄が発生している。

その3分の2を建物のオーナーが負担

なぜBIMが注目されたか
米国における2004年の報告①

予算超過、工期延長への対策

米国における2004年の報告②

運用段階

計画段階

２．FMからみたBIM

BIMとFMは相性がいいはず

BIMデータの特徴

・3次元の形状データ
・さまざまな属性
・国際標準化

BIMデータの効能

・分かりやすい表現
・さまざまな用途で活用
・一元的な情報管理

FMが必要とする情報

・詳細すぎない形状
・さまざまな属性

・正確な数量
・長期間利用可能

・・・
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BIMの人 FMの人

3次元

・分かりやすい

・整合性

・操作が難しい
・データ更新できない
・実物とあっているか
・図面で十分

属性情報

・さまざまな用途
で活用可能

・誰が入力するのか
・図面だけでも継続が困難
・効果が不明

その他

・一元的な情報
管理
・LCC低減

・既存施設をどうするのか
・複数棟が対象

・あれも出来る、これも出来
る＝何も出来ない

２．FMからみたBIM

・数少ない国内事例、豊富な海外事例

・BIMのFM知らず、FMのBIM知らず

・可能性の予感

ビジネスモデルWG

ニーズ検討WG

事例研究WG

２．FMからみたBIM



BIM and FM: Bridging the gap for success
（BIFM:英国ファシリティマネジメント協会）

2012年9月に開催された
FM Leaders Forumの
報告書

・FMの戸惑い
・BIMはツールやソリュー
ションではなく、プロセス

・FMとしてのニーズ
・有効活用に向けて行動

2012年10月発行

２．FMからみたBIM

Perceived Value of Using BIM in FM, 2010
BIM利用の価値についての研究（ニューメキシコ大学）

・情報へのアクセスが不便である。
・情報が一元化されていない。
・竣工図が現状を反映していない。
・BIMの実用化に1～5年かかる。

文献調査、インタビュー、ビデオ、アンケート

現状の課題

回答者

72% BIM利用者・理解者
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BIM利用の効果

効果
順位

1 2 3 4

情報アクセスの改善 40% 27% 20% 13%

情報の一元化 29% 30% 31% 10%

CMMSとの連携 26% 23% 25% 26%

３次元表示 14% 22% 18% 46%

２．FMからみたBIM

Perceived Value of Using BIM in FM, 2010
BIM利用の価値についての研究（ニューメキシコ大学）

時期 ガイドライン等 発行

2011年5月
BIM Project Execution Planning Guide 
Ver2.1

ペンシルバニア州立大学
（米国）

2011年11月 BIM Guide For Facility Management 連邦調達庁（米国）

2012年3月
Common BIM Requirements Series12
Use of models for facility management

Senate Properties
（フィンランド）

2012年7月 BIM ガイドライン 日本建築家協会（日本）

2013年4月 BIM for FACILITY MANAGERS IFMA（米国）

2013年7月
BIM Planning Guide For Facility Owners 
Ver2.0

ペンシルバニア州立大学
（米国）

2014年3月 BIMガイドライン 国土交通省

さまざまなガイドライン等

２．FMからみたBIM



2011年12月発行

9,600棟
354,000,000ft
32,888,000m

2

2

BIM Guide For Facility Management 
（GSA:連邦総合調達庁）

２．FMからみたBIM

01 - 3D-4D-BIM Overview (2007.5)

02 - Spatial Program Validation (2007.5)

03 - 3D Laser Scanning (2009.1)

04 - 4D Phasing (2009.9)

05 - Energy Performance and Operations (2012.3)

06 - Circulation and Security Validation

07 - Building Elements

08 - Facility Management(2011.12)

BIM ガイドシリーズ

BIM Guide For Facility Management 
（GSA:連邦総合調達庁）
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・ライフサイクルにわたって
データを管理するメリット

・実施の手引き
・FMで必要なデータ
・パイロットプロジェクト

2011年12月発行

BIM Guide For Facility Management 
（GSA:連邦総合調達庁）

２．FMからみたBIM

BIM for FACILITY MANAGERS
（IFMA:国際ファシリティマネージメント協会）

・BIMの概要
・FM向けBIM技術
・さまざまなガイドライン
・契約について
・COBie解説
・ケーススタディ 6件

目的、組織、手法

2013年4月発行
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Representation

Record

Reference

FMにおけるBIMの役割

２．FMからみたBIM

３．BIM・FMガイドブックについて

目的

対象

• BIMを知ってもらう
• BIMに興味を持ってもらう
• BIMを使ってみようと思ってもらう

• 経営者
• ファシリティマネジャー
• 施設企画者、施設管理者



本文執筆者 大西先生（熊本大学）
志手先生（芝浦工業大学）
奥村様（日本郵政）
松岡様（NTTファシリティーズ）
溝上様（ジョンソンコントロールズ）
小長谷様（サトウファシリティーズ）
柴田様、石曽根様（FMシステム）
足達様（セコム）
繁戸様（安井建築設計）
高松様（シェルパ）
飯田様（大塚商会）
上坂様（竹中工務店）
福士様（大林組）
友景、猪里（大成建設）

３．BIM・FMガイドブックについて

３．BIM・FMガイドブックについて

概要

1. BIMの解説

2. FMにとってのBIM

3. 国内外の事例

4. FMでBIMを活用するために

5. BIMを活用したビジネスモデル



３．BIM・FMガイドブックについて

• FMでのBIM活用

• FMのBIMに対する要求、要望

• FMとBIM、双方の発展と高度化

目標

2015年2月20日（金）
JFMA FORUMで概要紹介

３．BIM・FMガイドブックについて

2015年3月
発行

予定
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